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第1章 序論 
 

 

1.1 研究背景 
1.1.1 社会情勢 

日本では､多くのエネルギー源を海外からの輸入に頼っており､東日本大震災前ではエネ

ルギー自給率が 20%程度であったのに対して､震災以降は更に自給率が低下し､2014 年は

6.0%1.1)と過去最低となった｡石油などのエネルギー源の輸入が長期に渡り滞るなど､有事

の際の根本的な脆弱性を有した社会であると言える｡一方で､人口減少や技術革新などによ

り､エネルギー需要は低減する方向に働くとの見方は強いが､世界の温室効果ガス排出量の

増大に目を向けると､世界的に見てもエネルギー需要の高い日本の省エネルギー化への要

求は高い｡このように､有事の際の冗長性を高め､従来からのエネルギーをめぐる国内状況

の構造に関して､エネルギーの安定的な確保､有効利用への転換が求められている｡この冗

長性を高める上で､各部門での技術開発､技術革命に加え､部門を超えて協力するなど､業

界・国を超えて､包括的な解決策を考えていく必要があると考えられる｡ 

政府は､2050 年までに CO2 を含む温室効果ガスの実質的な排出をゼロにする､カーボン

ニュートラル社会の実現を目指すことを決定した 1.2)｡近年は業務その他部門及び家庭部門

の CO2排出量は低減傾向 1.3)であるものの､より一層の取り組みが求められている｡数ある

エネルギー消費者の中でも業務及び家庭部門では､最終エネルギー消費で全体の 32%（日

本､2014年度1.1））を占めているため､省エネルギー社会の実現に向けて､業務及び家庭部門

の省エネルギーの強化もその一つの柱として位置づけられている｡業務及び家庭部門では

建築物､住宅の省エネルギー化が要求されており､建物の高断熱・高気密化や高効率空調機、

全熱交換器、LED 照明等の省エネルギー技術の導入､再生可能エネルギー・未利用エネル

ギーの活用が有効である｡建設業､とりわけ CO2 排出量の多い建物の運用段階での施策と

しては､これらの技術を進化・統合させることで､建築物については、2020 年までに新築

公共建築物等で、2030年までに新築建築物の平均で Zero Energy Building (ZEB)を実現する

ことを目指す。また、住宅については、2020 年までに標準的な新築住宅で、2030 年まで

に新築住宅の平均で Zero Energy House (ZEH)の実現を目指している 1.4)｡ 

 

1.1.2 土壌熱交換システム 

ZEB､ZEH を達成するための手法の一つとして外気負荷削減を目的とした土壌熱交換シ

ステムがある｡これは､外気導入の際､地中に埋設したチューブや地下ピット等に外気を通

し､予冷・予熱を行った上で空調機･外調機もしくは室内へ直接導入するシステムである｡

日本ではクールチューブ､ヒートチューブ､アースチューブ､クールピット､ヒートピットな

ど様々な呼称があるが､本論文ではそれらを総称し､｢土壌熱交換システム｣と定義する｡海
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外 で は Earth-to-Air Heat Exchanger (EAHE)､Thermal labyrinths､Ground-coupled heat 

exchanger､Earth tubeなどと呼ばれている｡同システムは地域や気候にもよるが､おおよそ 3

割の外気負荷の削減が可能であり､少ないイニシャルコストで長期的かつ多大なランニン

グコストを抑えることが可能である｡ 

土壌熱交換システムは大きく二種に分類される｡Figure 1.1にシステムの方式を示す｡ 

 
まず､Thermal Labyrinths のうち､地下ピット方式（左）は構造上必要な地下ピットや地

中に埋設したコンクリートの空間に壁を適切に設け外気導入の経路を作り､外気の予冷・

予熱を行う｡ボイドスラブ方式はスラブへの蓄熱分による予冷・予熱を期待するため､土壌

熱のやり取りを行うのはスラブの下側のみと､省エネ効果に対する土壌熱の寄与率は低い｡

一方で､地中に埋設した PVC のチューブに外気を通して外気負荷の削減を図る､チューブ

方式ではチューブを埋設するための追加工事が必要なため､イニシャルコストが高くなる

デメリットはあるものの､地下ピットを必要とせず､細い関係で外気導入が完結する住宅な

ど（基礎コンクリート下に埋設するのが一般的）の小規模建築で採用事例が多い｡また､一

般的な土壌熱交換システムは､システムを通して外気を外調機もしくは室内に直接導入し

て外気供給を行うが､発展形として､システムの末端に追加の熱源（外部に突出した太陽光

の集熱ダクトで再加熱等）を加えるような応用を加えたハイブリッドシステム 1.8),1.9)､ガ

スタービンの吸気に外気の代替として､システムを通した冷却された空気としてタービン

の発電効率を向上させるシステム 1.10)､室内空気をシステム内で循環させて室内の熱負荷

を処理するクローズドループシステムなど､応用先は多岐にわたる｡尚､本来の Thermal 

Labyrinthsでは､コンクリート自体への蓄熱により導入外気の外気温度を平準化させること

を目的としている｡また､Thermal Labyrinths は外気負荷をより削減するために､土壌熱+蓄

熱（コンクリート）と外気の熱交換を行うこととなる｡従って､本論文では Thermal 

Labyrinths ∈ EAHEと位置づけている｡ 

 

 

 
Figure 1.1 Type of Thermal Labyrinths and EAHE system 1.5),1.6),1.7) 
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1.2 研究目的 
本論文では､その土壌熱交換システムを対象に次の 1)～3)を目的とし､システムの各種性

能の評価手法を構築した上で､最適な形状や運用条件を明らかにし､システムの設計から運

用までの全体での最適化を目指す｡ 

1) 省エネ効果及びシステム内での結露性状の高精度･高速予測手法の開発 

2) 上記手法を用いた設計変数の最適化 

3) 強化学習を用いた土壌熱交換システムの最適制御則の構築及び運用条件の検討 

土壌熱交換システムのうち､地下ピット方式は形状が建物毎に異なる上、その形状が複

雑であるなどの理由から三次元かつ非定常の CFD による熱伝達性状等の詳細な再現が望

ましい｡しかし､CFDの計算負荷等の兼ね合いもあり予測精度と計算コストを両立させた設

計手法の確立が十分になされていないのが現状iである。更に､運用上の問題点の一つに､

竣工後､微生物の増殖などに伴う空気質汚染といった問題が生じ、その対策が後手に回っ

てしまう場合がある｡地下ピット方式のシステムの設計時には同システムを設計･運用する

上での諸性能として省エネルギー効果､導入外気の空気質の確保､外気導入量､導入･運用コ

ストを総合的に判断した上でシステムを設計する必要がある｡その性能を左右する設計変

数のうち､設備設計者の裁量による変数に流路長さや直上階の床からの伝熱性能､システム

経由での外気導入量･時間帯及びその条件が例に挙げられる｡しかし､性能に対する各設計

変数の寄与の程度が明らかにされておらず､設計･運用時の指針などは確立されていない｡

本論文で前述の指針を提示しそれを適宜参照する､もしくは本論文で提案する CFD ベース

の解析手法を評価関数として最適化問題を解くことで設計の最適化の課題を解決できると

考えている｡一方でシステム自体の熱容量が膨大であるため､制御結果の応答スケールが極

めて長大であり､将来的な影響を加味した上でのリアルタイムの最適制御が困難である｡省

エネ効果を最大化しつつ､導入外気の空気質を担保した上での運用が求められる一方､日本

のような高温高湿の気象条件にて最適な運用制御を目指すと､多くの場合で目的関数とな

る省エネ効果や導入外気の空気質がトレードオフの関係性を示すため､その最適化は困難

を極める｡従って､システム運用段階では､要求風量に応じたスケジュール制御や逐次の外

気及びシステム内の状況に基づいた制御により運用されているのが実情 1.11)である。本論

文では下記及び Figure 1.2に示す開発･検証を踏まえ､これらの課題を解決していく｡ 

 
i 既往研究のレビュー及び性能予測の課題を含む現状の土壌熱交換システムの課題の詳細な整理は第二章で行う。 
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1) 長期性能予測手法の開発･検証（第 4章） 

流れ場の計算負荷を低減した土壌熱交換システムの予冷・予熱効果の年間性能予測手法

の提案を行い、実在オフィスの地下ピットを対象に年間性能予測を実施すると共に、従来

の CFD での解析時間及び精度との比較により提案手法の有効性を検証する。更に､結露評

価手法の提案を行った上で、同解析手法を応用し真菌の増殖予測モデルと連成させること

で､空気質汚染リスクと予冷・予熱効果の両面から外気導入手法の検討を実施する。この

手法を用いて、空気質汚染の抑制策として考えられる外気導入経路や外気導入条件等に関

するケーススタディを実施し、結露等の発生状況に関する詳細な分析を行い、予冷・予熱

効果も合わせて評価した上で、それぞれの空気質汚染の抑制策の有効性を総合的に検証す

る。 

2) 逐次近似最適化による設計変数の最適化（第 5章） 

土壌熱交換システムの設計段階で､設計者側の要求性能に応じて設計変数を検討できる

応答曲面や解の候補の提示による設計資料等の整備を行う｡具体的には､サンプリング手法

に 1)で開発した長期性能予測手法を採用した逐次近似最適化を実施し､応答曲面や解の候

補の提示､並びに各種性能に対する設計変数の影響度を分析する｡ 

3) 強化学習を用いた土壌熱交換システムの最適制御則の構築（第 6章） 

土壌熱交換システムの運用最適化問題を解く上で､制御出力への判断基準等が複雑であ

り､将来への影響を加味した動的な制御が必要であることから､Data Drivenな手法の一つで

ある強化学習による運用制御を行い､その適用可能性の検討を主目的とする｡強化学習は制

Figure 1.2 Framework of this paper 

1. 予冷･予熱効果の
性能予測手法

2. 湿度場の再現によ
る､結露性状の評価

3. 真菌の増殖予測
モデルとの連成

逐次近似最適化による
設計変数の最適化

シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
の
活
用

長期性能予測手法=
評価関数

長期性能予測手法=環境
→Gym環境を構築

強化学習による制御則の構築

目
的･
適
用
技
術

第6章 強化学習による
運用制御手法の開発

第4章 長期性能予測手法の
開発

第5章 逐次近似最適化による
システム設計の最適化

目
的

システム性能を高精度かつ高
速に予測可能な手法の開発

システム性能に寄与する
設計変数の影響度を検討
するとともに､設計変数
の最適化を実施

非定常性の強い本システムに
対して､長期的な操作の影響を
加味した運転制御手法の開発

開
発･

評
価
手
法
の
検
討

シミュレータ･評価手法の開発

章

フ
ェ
ー
ズ

システムの全体最適化

長期性能予測手法
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御対象から得られる状態とユーザーが目的に応じて定義する報酬から、行動を決定するプ

ロセスを通して､報酬の総和を最大化するような行動を学習する｡一方で､強化学習がブラ

ックボックスモデルであり､制御の判断基準の説明が困難であることから､強化学習がどの

ような入力パラメータを重視しているかを可視化する｡これにより､実運用を視野に入れた

最適な運用制御を構築する上で参考となりうる制御ロジックの考え方を示す｡ 

 

 

1.3 研究の学術的な必要性 
建築物全体での省エネルギーを実現していく上で外気負荷の低減は必須である｡本シス

テムはその外気負荷を低減する手法の一つであり､実際の建築物への適用事例も多い｡しか

し､第 2章の既往研究レビューに示す通り､シミュレータや実測に基づく性能検証やシミュ

レータを用いた設計パラメータスタディを研究テーマにした事例が多く､システムの運用

手法を始めとして定性的にも定量的にも明らかになっていない特性が多い｡例えば､システ

ムの省エネ効果や結露性状の事前の評価は極めて困難であり､これまでの運用条件や制御

手法が妥当かどうか判断する手段が無い｡それらの妥当性は､実運用のフェーズでの検証で

はじめて明らかになる｡本論文で提案する高速化手法を用いた長期的なシミュレーション

により､システムの特性を明らかにし､それらの知見の学術的な蓄積が期待される｡ 

強化学習による制御は建築空間等の状態数が膨大で複雑な課題に対しても応用が可能で

あり、本対象システムのみならず、建築設備全体の運用最適化のような問題にも対応でき

る手法である。強化学習は従来の動的な制御手法による最適制御が困難であった土壌熱交

換システムにおいて､最適な制御則を構築できる可能性があるが､同システムの制御に強化

学習を適用した研究事例は無い｡従って本論文にて土壌熱交換システムを対象に強化学習

制御を適用し､その有効性の検証により､強化学習の建築設備への適用事例の一つとして参

照される研究であると考えている｡ 

 

 

1.4 研究の社会的な必要性 
近年、国内では地域を問わず土壌熱交換システムの導入事例が増加傾向にあるため、省

エネ効果や結露性状の評価手法の開発及び結露に伴った空気質汚染を防除しつつ、外気導

入に伴う空調の省エネを実現する実用的な最適運用、制御手法のニーズは高く、本論文の

波及効果は大きい。省エネルギー性や快適性を両立させた建築設備システムの提供が重要

視されつつある中で､設備機器単体の効率化や各種システムを連携させ効率的なシステム

を構築するなどのハード面からこれらの課題を改善していく動きがある｡しかし､建築設備

の制御手法は単純なシーケンス制御や PIDなどの古典的な制御手法が主流である｡また､逐

次の制御や運転計画の最適化により､省エネ効果と室内環境の両立を目指した研究や検証

の流れもある｡ZEB･ZEH などを目指す上ではハード面､ソフト面から包括的に技術向上を
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進めていく必要があるが､本論文では特にソフト面を意識して運用時の最適化にフォーカ

スしている｡ 

制御インターバル毎に操作による将来的な影響を予測しながら制御するModel Predictive 

Control 等による逐次最適化問題を解きつつ制御を行うアプローチもさることながら､Data 

Driven なアプローチにて最適な制御則を構築する手法がある｡Data Driven なアプローチで

は､シミュレータを用いたデータの生成､もしくはビッグデータの活用により､室内外の環

境と機器類の操作値と室内空気質環境などの目標（例えば PMV）の関係性から､その目標

を最適化するにはどのような操作が適しているかを学習する｡同手法はそれらの関係性を

数式や物理モデルでの記述が困難もしくは操作が複雑な制御対象で有効性が高い｡ 

土壌熱交換システムでは非定常的な遷移（土壌等への蓄熱）を考慮する物理モデルに基

づいたリアルタイムでの制御が極めて困難であるため､本論文では Data Drivenなアプロー

チの代表格である強化学習による制御則の構築を目指している｡同手法の具体的な実装例

として､例えば筆者は業務にてショールームの建築空間を対象に Data Drivenなアプローチ

の一つである強化学習を用いた運用制御アルゴリズムを開発している 1.12)｡操作対象が多

くそれらが相互に影響を及ぼすようなシステム（例えば空調と照明の発熱の関係）の最適

化問題を考える場合､従来のシーケンス制御や PID では制御性能の限界により困難である

上､MPC の場合は､物件ごとに予測モデルを構築する必要があり､建物の大規模化つまりセ

ンシング数の増加に伴い､計算コストが増大し､リアルタイムな制御が困難を極める｡一方

で､Data Drivenなアプローチでは､事前に構築したシミュレータや実際の運用データを用い

て学習を行えばよい｡このため､系が複雑な対象では有効性が高いと考えられ､なおかつ､別

の建物の設備に制御則を移植したい場合は､Few shot learning などの技術により､元の学習

時のデータより少ないオーダーのデータ量で移植先のシステムに適応可能であるなど､制

御則の横の展開が期待されている｡今後は､Data Driven なアプローチに基づき､ビッグデー

タを用いた建築設備技術への適用が普及すると考えている｡ 

しかし､同手法は近年研究･開発が進んでいる技術であるため､技術的な適用可能性を示

した事例が少ない｡特に､操作による影響が数日～数ヶ月先まで続く本システムのような問

題に対しては､報酬の遅れを伴い､学習が困難であるなどの理由により適用事例は無い｡そ

こで､本論文にて､特に制御が困難であると推察される本システムの制御問題を対象とし､

強化学習による制御の有効性を示し､制御が困難な他の建築設備の制御問題に対する一つ

の有用な事例となるものと考えている｡ 

 

 

1.5 研究の新規性 
本論文の新規性の高い点は、最終目標として強化学習を土壌熱交換システムの運用・制

御に応用する試みであるが、設計・運用段階を問わず通常、強化学習による制御則の構築

は困難である｡実運用を見据えると､シミュレータ上で事前学習した制御モデルの実建物へ
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の転用が必須であるが､学習に使用した仮想環境のシミュレータと実建物での乖離がある

場合､適切に制御ができない恐れがある｡通常の質点系の物理量を解く物理シミュレータは

計算速度の観点から､大量の試行が必要な強化学習にとっては都合が良いが､空間分解能に

限界があり､現実環境との乖離が生じやすい｡特に､3 次元的に生じる結露性状の詳細な把

握は不可能である。3 次元的な結露現象を再現しつつ、予冷・予熱量を実用上十分な予測

精度で評価できるシミュレータとして CFD によるアプローチが考えるが､長期での解析に

加え一回の学習で数十～数百の試行を繰り返すには現実時間で数ヶ月～数年のオーダーで

の時間を要し､CFDを強化学習の環境とするには計算コスト面でのハードルが高い｡そのた

め本論文では、前述の非定常 3 次元の CFD をベースとした性能予測手法を用いて、土壌

熱交換シミュレータを開発すると共に、同シミュレータを強化学習の環境として予冷･予

熱効果や結露性状を逐次評価しつつ､外気条件や CFD 側の特定位置での物理量を状態値と

することで学習環境を構築する｡これらの観点から､本論文は高精度な仮想環境上でのシミ

ュレータを開発する点やそのシミュレータを強化学習の環境として長期に渡る学習を実施

する点で独創的である｡ 

また､強化学習では､学習時にどのような報酬を設計するか人間が定義する必要があるが､

報酬の設計に際しては､Factual and Counterfactual Reward Estimation (FCRE) を考案し､実装

した上で学習を行う点も特筆して独創的であると言える｡FCRE による報酬の定義の特徴

的な点は､実行した行動に加えて､反事実の結果を予測し､報酬計算に組み込む点である｡一

般的な強化学習の報酬の計算手法と比較して､選択した行動が適切か､反事実の行動が適切

かを比較するような報酬を定義する｡これに対して通常の強化学習では行動 aを実施し､そ

の行動のみの結果に対する即時報酬を得ることが前提であり､選択しなかった行動（反事

実）は評価されない｡同様の行動を評価する機会は､類似した状況下となる遠い将来のステ

ップ･エピソードである｡従って､多様な経験を獲得するために多くの試行回数を繰り返す

必要があるため､学習の収束に時間を要する｡FCRE では選択した行動に対するフィードバ

ックが即座に行えるため､学習の安定性､最適な方策獲得の可能性及び学習収束速度の向上

が期待できる｡その結果､学習に要する時間を大幅に削減できるため､実装を視野に入れた

場合､様々なパラメータスタディや検討を実施できるようになり､それらを通じて高い制御

モデルの構築に寄与すると考えている｡ 

本論文はこれまでの土壌熱交換システムの設計･運用時の課題を一通り解決するような

研究課題と言え､独創性及び新規性の高い研究であると考えられる｡ 
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第2章 既往研究 
 

 

本章では、2.1及び 2.2にて土壌熱交換システムを題材とした日本国内外の既往研究のレ

ビューを行う。2.3では、本論文の先行研究の解説を行う。最後に 2.4では、レビュー結果

を元に、同システムの研究テーマの類型化や課題とされる項目などについてまとめる。 

 

2.1 日本国内 
木村建一 他 クールチューブの涼房効果に関する研究 その 5 湿分移動に関する実

験解析 2.1) 
チューブの材料を塩ビ管から透水管とすることによる､除去熱量の変化について検討

した論文である｡結果として､透水管では管内で水分蒸発が起こり､導入外気が加湿され

るため､顕熱+潜熱の処理熱量は塩ビ管よりも低いということを明らかにした｡ 
 

木村建一 他 クールチューブの涼房効果に関する研究 その 6 期間除去熱量の年間
シミュレーションと経済性評価 2.2) 

一次元の簡易な計算モデルにより､チューブ方式が室温に与える影響を考察してお

り､また､チューブ方式の経済性についても検討を行っている｡まず､チューブ方式が室温

に与える影響ではオープンループとクローズドループの比較を行い､オープンループで

は経路長さにはさほど依存せず､室内を冷却することができている｡一方で､クローズド

ループでは､経路長さに大きく影響を受けており､経路長さが長いほど､室内が冷却され

ている｡ 
 

石原修 他 
クールチューブの冷却効果に関する実大住宅実験及びシミュレーショ
ン解析 クールチューブによる室内熱環境の改善に関する研究 第 1報
2.3) 

チューブを埋設した実大試験住宅を対象に冷却効果を実験により明らかにし､土壌と

地表面の熱収支や床下空間の熱移動､チューブ内の水分凝縮を考慮した三次元の差分解

析により､経路長さ､外気導入量､埋設深さについて､冷却能力に対する感度解析を実施し

ている｡まず､実験結果として､熊本の夏季において､システムの導入により室温を日中で

1℃以上､低下することを確認している｡また､感度解析の結果として､経路長さが 40m と
なると､8 月の出口温度が最大でも 24.7℃となり､外気導入量が大きくなると､冷却量は
増加するが､出口温度が高くなり､埋設深さが深くなるほど､出口温度は低下することが

示唆された｡ 
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張晴原 他 クールチューブの設計出口温度と冷却エネルギー量の検討 クールチ
ューブによる室内熱環境の改善に関する研究 第 2報 2.4) 

既報の解析プログラム 2.3)を用いて､日本の 10都市を選定し､7月・8月のチューブ出
口温度と入口温度の相関により､一次回帰式を提示している｡また､連続運転､間欠運転時

の出口温度の推定式及び冷却エネルギーを求めており､オープンループとクローズドル

ープの換気量についてのケーススタディにより､条件の変化による冷却量の特性を確認

している｡ 
 

石川善美 他 クールチューブの地中熱回収性能に関する数値シミュレーション 2.5) 
土壌及びチューブを考慮した三次元の解析を行うことで､チューブ方式の熱的性能に

ついて検討した論文｡解析では､チューブ内の熱伝達､土壌の熱伝導を含めた三次元モデ

ルを用い､経路長さ､埋設深さ､管径､外気導入量に関するケーススタディを実施してい

る｡また､間欠運転など､システムの運用スケジュールに関してのケーススタディも実施

していることから､チューブ方式の設計資料の拡充の観点から比較的有用な論文である｡ 
 

井上宇市 他 実験計画法によるクールチューブの土壌蓄採熱効果に関する研究 2.6) 
経路長さ､埋設深さなどの各因子がシステムの長期的な熱的特性に及ぼす影響を実験

計画法に基づく数値解析により明らかにし､設計時の基礎資料となる情報の提示を行っ

ている｡ 
 

上田真也 他 クールチューブの冷却効果に関する研究 管内表面が湿っている場合
2.7) 

既往研究で使用した簡易モデルに対して､解析手法の見直しを図り､また､顕熱に加え

てチューブ内が常に濡れている状態を仮定して､蒸発潜熱がシステムの性能に与える影

響について評価している｡チューブ内の飽和条件の有無で出口空気のエンタルピーに変

化は見らなかったが､顕熱交換のみを考えた場合は表面を飽和状態とすることによる有

効性は見出している｡ 
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上田真也 他 クールチューブの冷却効果に関する研究 地盤内の熱水分同時移動を
考慮した場合 2.8) 

既報までは二次元モデルを対象としていたが､これを三次元及び三次元近似とするこ

とで､二次元近似による結果との比較することで近似に伴う精度低下の影響を考察し､精

度改善が可能な三次元の近似モデルを提案している｡また､土壌の熱水分同時移動減少も

考慮し､水分移動がチューブ表面の状態に及ぼす影響について評価している｡近似結果と

して､チューブ内の伝熱面積を考慮した二次元モデルでは三次元モデルと同等の精度が

出ることを確認している｡土壌の水分移動も考慮した解析では､日本の典型的な気象条件

下では管表面が全面的に濡れているため､表面飽和のモデルで近似が可能であることが

判明しており､降雨が少ない地域や管が透水管などの場合には表面が乾燥するため､熱水

分同時移動を考慮する必要がある｡ 
 

田中英紀 他 愛知県児童総合センターにおけるアースチューブの冷却・採熱効果に
関する研究 その 1 夏期におけるアースチューブの初期運転実績 2.9) 

1996 年の 7 月末に開館した建物に導入された地下ピット方式のシステムを対象とし
た一連の研究の第 1 報である｡本論文では､運用初年度の夏季の実測を行い､その結果を
考察している｡出入り口温度差の平均は約 3℃であった｡同システムの給気用送風ファン
は外気温度が低いと停止する設定となっていたが､この境界値を 25℃とすることで､概
ね妥当な制御ができていたと述べている｡ 

 

渡辺孝佳 他 愛知県児童総合センターにおけるアースチューブの冷却・採熱効果に
関する研究 その 2 アースチューブの初年度運転実績 2.10) 

冬季を含む運用初年度のシステムを対象として実績の報告を行っている｡出入り口温

度差が小さくなる 9 月でも給気ファンの動力が冷却量を上回ることは無かった｡冬季で
は､平均で 5℃の予熱効果が得られたことを確認しており､夏季､冬季ともにシステムの
有効性が示されている｡ 

 

渡辺孝佳 他 愛知県児童総合センターにおけるアースチューブの冷却・採熱効果に
関する研究 その 4 実測と解析結果の比較 2.11) 

地下ピット方式のシステムを対象に実測と簡易なモデルによるシステム性能の予測

結果との比較を行っており､地中温度や出口温度については概ね一致していた｡予冷・予

熱効果は､予熱量に実測との誤差が確認できた｡システムの利用に伴うシステム上の居室

への熱的影響は無視し得ないものであることを示唆している｡ 
 

孫元得 他 愛知県児童総合センターにおけるアースチューブの冷却・採熱効果に
関する研究 その 5 アースチューブの第 2年度実測結果 2.12) 

既報 2.9)の運用 2 年目の実測結果について報告した論文｡前年度の出口温度及び土壌
温度がほぼ一致していることから､年周期で安定して運用できていることが確認できた｡ 
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渡辺孝佳 他 愛知県児童総合センターにおけるアースチューブの冷却・採熱効果に
関する研究 その 6 数値解析による検討 2.13) 

複雑な形状のシステムの簡易モデルによる予測を行い､実測結果との対応を確認した

後､長期シミュレーションにより運転開始 3 年目から年周期的定常状態に達してシステ
ムの運用が安定的となることを確認している｡ 

 

孫元得 他 愛知県児童総合センターにおけるアースチューブの冷却・採熱効果に
関する研究 その 7 冬期湿度実測と夏期の結露可能性検討 2.14) 

本論文ではピット内の湿度環境を対象に実測結果を報告し､結露発生状況などの報告

を行っている｡外気導入口付近では雨水が侵入し､それが蒸発して導入外気が加湿されて

いる可能性が示唆された｡また､目視やデータ不足の問題から断定できないが､外気の湿

度が高い､もしくは降雨時において表面で結露が発生していた可能性が高いとしている｡ 
 

孫元得 他 愛知県児童総合センターにおけるアースチューブの冷却・採熱効果に
関する研究 その 9 システムの設計条件の影響に関する検討 2.15) 

仮想の建物を対象に､システム性能に対する地下ピット内の面風速や地域の依存性､

直上居室への影響などを解析により検討している｡結果として､面風速や直上居室の用途

が性能に大きく影響を及ぼすことが示唆された｡また､今回の計算条件での経路長さの最

大での取得熱量と比較して､これから 90%の予冷・予熱効果が得られる経路長さは基準
の 1/3 であり､際限なく経路長さを伸ばしてもイニシャルコストが跳ね上がるだけで､効
果もそれほど期待できないことが判明した｡ 

 

孫元得 他 愛知県児童総合センターにおけるアースチューブの冷却・採熱効果に
関する研究 その 10 二重スラブの吸・放湿性に関する検討 2.16) 

躯体との熱交換に伴う導入外気の湿度変動についての検討をシミュレーションによ

り実施している｡本論文での熱水分同時移動は蒸気拡散支配を仮定しているが､このモデ

ルで湿度も概ね予測が可能であると述べている｡また､地下湧水などでピットの床面が濡

れていることを想定した解析も実施しており､蒸発潜熱で約 1℃の外気温低下が見られ
たが､その分､絶対湿度が上昇する上に､外気の潜熱が比較的大きくなり､外調機での除湿

の負荷が大きくなる結果となった｡これより､地下湧水等の対策が必要であることが示唆

された｡ 
 

孫元得 他 
愛知県児童総合センターにおけるアースチューブの冷却・採熱効果に
関する研究 その 11 中規模オフィスに適用した場合の省エネルギー
性に関する検討 2.17) 

本論文では対象を事務所ビルに導入された地下ピット方式のシステムを対象に､土壌

熱交換システムもしくは顕熱交換器を導入した場合の省エネ効果の比較を行っている｡

結果として，外気負荷の削減率は顕熱交換器のほうが高いことが確認できた｡ただし､顕

熱交換器は消費エネルギーが大きいため､結果的に空調のエネルギー消費量削減率で考

えると土壌熱交換システムの方が効率的であった｡ 
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孫元得 他 土壌熱容量を用いた空調外気負荷低減システムに関する研究 2.18) 
システム性能を予測する既往の地下ピット方式のモデル（二次元熱伝導+流体の移

流）を用い､性能に影響を及ぼす要因の分析及びシステムの導入効果について検討して

いる｡結果については､既往の土壌熱交換システムに関する研究成果と同様に､システム

内の風速が大きくなるにつれ､システムの出口温度は土壌温度に近づく｡また､システム

の有効伝熱面積が大きくなると､風速による出口温度の差は無くなっていく｡また､シス

テムの導入効果については比較対象として全熱交換器を導入した場合との比較を行って

おり､風速と有効伝熱面積の条件によっては土壌熱交換システムが有利で､別の条件下で

は全熱交換器のほうが省エネ性に優れているなど､設計時は設計条件に応じて外気負荷

削減のシステムを選択する必要性が示唆された｡ 
 

孫元得 他 高知県四万十いやしの里におけるアースチューブの導入効果に関する
研究 その 1 冬期におけるアースチューブの温・湿度実測結果 2.19) 

高知県の温泉・宿泊施設に導入されたシステム（地下ピット方式）を対象に､運用初

年度の冬季の温湿度の実測結果を報告した論文である｡対象システムでは冬季の出口温

度は 20℃でほぼ一定に保たれており､経路長さとしては十分に長く､有効伝熱面積も不
足なく取れていたものと考えられる｡また､流入出口の絶対湿度より､システム内で加湿

されていることが確認できた｡これは､運用初年度ということもあり､コンクリート打設

後の放湿によるものが強いためであると考えられる｡ 
 

尹奎英 他 近接埋設されたクール/ヒートチューブの熱交換特性 近接埋設され
る複数管型クール/ヒートチューブに関する研究 －その 1－2.20) 

近接埋設されたチューブを対象として実測､及び同システムの数値解析モデルを作成

し､精度検証を行い､同モデルにより近接埋設が熱的性能に及ぼす影響について検討を行

っている｡結果として､近接埋設の程度によっては性能低下が起こるため､地域性や熱交

換量などを勘案してチューブの本数や管内風速などを決定すべきと述べている｡ 
 

大和田淳 他 年間測定結果とシミュレーションによるクール/ヒートピットの熱特
性評価 2.21) 

福岡県に立地する中・高等学校に導入された地下ピット方式のシステムを対象に､2
年間の実測とシミュレーションによるケーススタディを実施している｡実測結果として､

まず､1年目の予熱量は 6.2GJ､予冷量は 4.8GJとなった｡2年目はそれぞれ 7.2GJ､5.7GJで
あった｡予測モデルは簡易なものであったが､実測結果と概ね一致しているとしている｡

また､結露は年間数時間発生していたと述べている｡ 
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趙亮 他 日射負荷の大きな建築空間に採用された自然換気システムの有効性 
その 2 地中熱利用装置の導入による省エネルギー効果 2.22) 

福岡県北九州市の若松区の研究・事務所複合施設（本論文と同じ対象建物）に導入

された地下ピット方式のシステムを対象とした論文で､実測結果をもとにシステムによ

る省エネ効果について議論している｡実測結果として､8月上旬の外気温度が 30℃を上回
る時間帯でもシステム出口温度が 25～27℃で安定していた｡また､冬季でも同様の効果
を確認でき､システム導入の有効性が示された｡外調機の消費電力の削減率は直接外気を

外調機に導入した場合と比較して夏季で 20%､冬季で 41%削減された｡ 
 

松井朝美 他 ヒート&クールチューブシステム建築における地中採熱温度の解析 
石川県七尾市の小規模診療所について 2.23) 

実在の住宅に導入されたチューブ（埋設深さ 1.5m）を対象にチューブ出口温度と室
内温度の測定を行い､その結果を報告した論文である｡出口温度については､外気温度と

比較して年間で安定的であり､1 月で 15℃前後､8 月の日中で 24℃前後となっており､外
気負荷は大きく削減されたことが伺える｡チューブ内の結露判定として､出口の相対湿度

をもとに検討しており､8 月に 95%を超える頻度が高くなり､この時期は結露していた可
能性が高いとしている｡ 

 

守屋寛之 他 環境調和型図書館の熱環境性能評価に関する研究 その 2 クールヒー
トチューブの性能評価と閲覧室温熱環境の評価 2.24) 

地下ピット方式を対象に夏季・冬季及び秋季の短期実測による性能検証を実施した

論文である｡まず､夏季は加湿されることなく､顕熱のみ処理されており､冬季は 3℃程度
の予熱効果が確認できた｡空調負荷に換算してシステム導入により 14%程度負荷の削減
に寄与した｡ 

 

松鵜悟実 他 地中熱利用ピットと自然換気装置を採用した施設における微生物によ
る室内空気汚染に関する調査研究 2.25) 

土壌熱交換システムを導入した建物で浮遊真菌濃度などの実測を行い､室内微生物汚

染の対策を講じる上での基礎資料の提示を目的としている｡結果として､システムを導入

した建物では､浮遊真菌濃度が日本建築学会の提唱する維持管理基準 2.26)を満足するこ

とができていなかった｡また､システム運用時には室内及び外気の浮遊微生物濃度に相関

性が見られ､室内微生物濃度は外気からシステムを経由して影響を受けることが示唆さ

れた｡ 
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松鵜悟実 他 
外気導入方法と地中熱利用ピットに着目した検討 地中熱利用ピット
と自然換気装置を採用した施設における微生物による室内空気汚染に
関する調査研究 (その 2)2.27) 

土壌熱交換システム及び自然換気装置の併用システムを有する 2つの建物を対象に､
地下ピット内の温湿度環境や浮遊細菌・真菌濃度などを測定している｡まず､2 つの建物
では異なる外気導入方法であるが､浮遊細菌濃度については双方とも維持管理基準濃度
2.26)を満足していた｡浮遊真菌濃度について､冬季以外は維持管理基準濃度を超えること

が多く､最大で基準の 32 倍であった｡浮遊真菌の I/O 比は概ね 1.0以下であり､窓の開閉
が行われていた室やピット経由の外気が利用されている室などで高くなる傾向にあっ

た｡また､夏季の地下ピット内の相対湿度は平均で 80%､相対湿度が 70%を超える時間の
累積が 85%と微生物の増殖には十分な環境にあったと推察される｡ 

 

松鵜悟実 他 地中熱利用ピットに敷設された調湿・脱臭材の微生物汚染に関する研
究 2.28) 

地下ピット内に敷設される調湿材は夏季の潜熱負荷の除去やシステム内を高湿度環

境に維持させないこと（=微生物の増殖を防ぐ）を目的としている｡しかし､その調湿材
がシステム内での微生物汚染となる可能性があることから､調査を実施している｡結果と

して､調湿材の経年劣化により､表面に付着物が堆積し､ここで細菌・真菌が増殖してい

る可能性が高いと述べており､調湿材がピット内の空気質汚染の要因となりうるとの見

解を示している｡ 
 

石松維世 他 地中熱利用ピットを有する建物における浮遊微生物の濃度変動と温湿
度環境 2.29) 

地下ピット方式の土壌熱交換システムを導入した建物において､浮遊微生物の濃度測

定及び温湿度測定に基づいて､既往の研究より､さらに詳細な浮遊微生物に関して調査を

行っている｡I/O 比の高い中間期ではピットと外気濃度比の P/O 比が極めて高いことか
ら､室内の濃度は地下ピットの微生物の濃度に依存することが示唆された｡ 

 

垂水弘夫 他 ヒート＆クールチューブ住宅の地中熱利用効果に関する調査研究 ―
北陸に立地する戸建モデル住宅を対象として―2.30) 

北陸の住宅に導入されたチューブ方式のシステムを対象にした年単位の長期的な実

測を基に､システム性能の検討や北陸地域の住宅での適用可能性について考察した論文

である｡導入したシステムでは､チューブの出口温度が外気温度比で冬季は 5～7℃高く
（月平均）､夏季は 4～5℃低く保てていることが確認できた｡チューブに近い深さの地
中温度は年平均が 15℃､振幅が 4℃程度と比較的安定した温度であった｡夏季の全熱処理
については､7月の顕熱が 1,033MJ､潜熱が 2,390MJであり､結露水を組み上げる装置を導
入した同システムでは潜熱の処理が顕熱の 2 倍程度となっていた｡本実測は 2 年間に渡
り行われているが､1 年目と 2 年目の取得熱量は同等であり､システム効率の劣化は見受
けられなかった｡ 
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中川浩 他 戸建住宅における地中熱を活かした換気熱損失低減に関する研究 そ
の 2 ─複数住戸の連結したヒート＆クールチューブの実測結果─2.31) 

住宅に導入されたチューブ方式のシステムを対象に夏季及び冬季の実測結果を報告

している｡夏季の日中で約 5℃の予冷､冬季の夜間で約 10℃の予熱効果があることが確認
できた｡ 

 
林宏幸 他 トビシマ式省エネ床下ピットの改良 －ピット内臭気の低減－2.32) 
地下ピット方式のシステムは躯体をそのまま利用するため､表面仕上げについては考

慮されることが少なく､表面仕上げの仕様によりシステム内の臭気の抑制が可能かどう

かを検討した論文｡結果として､多少のイニシャルコストの増加を許容できるのであれ

ば､パネコート型枠で仕上げることで臭気の抑制が可能であると結論づけている｡ 
 

吉岡沙野 他 
CO2濃度制御・クールヒートトレンチ・全熱交換器を組み合わせた外
気負荷削減システムの効果検証 第 2報 クール／ヒートトレンチと全
熱交換器の導入効果 2.33) 

土壌熱交換システムと全熱交換器を併用した外気導入システムを対象に､システムの

導入効果について報告している｡同システムでは全熱交換器が外調機側に設置されてお

り､土壌熱交換システムで外気を予冷・予熱した後､全熱交換器を介して外調機､室内へ

導入される｡結果は､A) 外気負荷削減システムなし､B) CO2デマンド制御､C) CO2デマン

ド制御+土壌熱交換システム､D) CO2デマンド制御+土壌熱交換システム+全熱交換器で
運用した場合比較を行っている｡計測期間（8月～9月）の 2ヶ月の外気負荷処理の一次
エネルギー消費量は Aが約 250GJ､Bが約 90GJ､Cが約 70GJ､Dが約 50GJと三種の外気
負荷削減システムを導入することで､約 80%の省エネ効果があることが示された｡ 

 
工藤裕太 他 地中熱利用ピットにおける調湿材での微生物汚染の実態調査 2.34) 
地下ピット内に敷設された調湿材が空気質汚染の温床になりうるとの報告 2.25)を受

け､実際に利用されている調湿材に付着した微生物及び浮遊微生物の測定などを行って

いる｡結果として､調湿材表面では Acremonium sp.のみが検出された一方で､ピット内の
壁面で検出された真菌のうち､優占種が Acremonium sp.ではないことから､調湿材表面が
真菌の生育にとって好環境であることを導き出している｡また､室内側の同種が高濃度で

検出されたことから､ピット内で増殖した真菌が外調機を経由し､室内へ侵入しているこ

とを明らかにしている｡ 
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高田暁 他 実住宅に導入されたクールチューブの熱湿気性状の解析 複雑な形状
を有する管の簡易モデルに基づく解析と管内空気質評価 2.35) 

チューブ方式のシステムを対象に､複雑な形状を有する実在住宅のチューブを簡易化

したモデルを作成し､実測結果との再現性の比較を行い､更に､チューブ内の湿気､結露性

状を解析し､カビ指数による空気質環境の評価を実施している｡実測との再現性について

は改善の余地がある｡カビ指数の結果から､チューブの奥に向かうに従い､真菌の増殖の

可能性が高まると結論づけている｡ 
 

重久大樹 他 大空間における地下ピットを利用した外気負荷低減システムの効果に
関する研究 2.36) 

2008年の 10月に鹿児島市で開館した展示施設に導入された地下ピット方式のシステ
ムを対象に､室内の快適な温熱環境と空気質の確保の観点から CFDの基づく最適な運用
形態の提案を行ったものである｡土壌熱交換システムの流出口温度を室内設定温度に近

づけたい場合は外気導入量の低減､もしくは間欠運転が望ましいと結論づけている｡ 
 

尹奎英 他 環境共生型公共施設における省エネルギー手法の導入について その
1 実測調査による省エネルギー手法の導入効果検証 2.37) 

環境共生型公共施設を対象に、導入された土壌熱交換システムやエアフローウィン

ドウ等の省エネ手法の効果を検証している｡夏季における実測結果として土壌熱交換シ

ステムの流出口では 25℃±約 1℃で安定していた｡流出入口の絶対湿度は流出口側が高
くなる傾向が見られ､これは結露水の蒸発やコンクリートの吸放湿が原因と見ている｡ 

 

青木貴均 他 環境共生型公共施設における省エネルギー手法の導入について その
2 CFDによるアースチューブ導入効果の検証 2.38) 

CFDにより､実測結果との比較や､結露発生の検討などを行っている｡結露の発生の可
能性としては､入り口から奥に向かうに従い高くなると述べている｡ 

 

徳村朋子 他 ヒート＆クールピットを利用した空調設備の省エネルギー性能に関す
る研究 学生寮における年間測定結果による検証 2.39) 

東京都内の学生寮に導入された地下ピット方式のシステムを対象に､1 年間の予冷・
予熱効果の評価を行った結果を報告している｡システムを利用することで外気の顕熱負

荷は暖房期間で 18%､冷房期間で 80%の削減となった｡区間別の予冷・予熱効果として
は､前半部で多くの熱交換を行っており､後半部では経路長さあたりの熱交換量としては

前半部よりも劣るが､一定量の熱交換が行われていたと報告している｡ 



 
 

第 2章 既往研究 
 
 

19 
 

 

徳村朋子 他 ヒート＆クールピットを利用した空調設備の省エネルギー性能に関す
る研究 シミュレーションによる年間の熱特性評価 2.40) 

非定常熱収支式を解くことで､対象建物の計画段階の熱的性能の評価を実施した結果

を報告している｡解析は外気が経由するピットの区画をそれぞれ 9､15､25 とした場合の
検討や外気導入量を変更した場合の検討､システムの利用期間についての検討などを行

っている｡結果を基に､ピットの利用区画や外気導入量､利用期間を決定している｡ 
 

一木翔 他 住宅基礎を用いたクール／ヒートチューブ換気システムの性能に関す
る研究 その１ 秋期の運用方法に関する実性能の比較評価 2.41) 

ボイドスラブを活用したシステムを対象に実測結果や性能の評価を行っている｡シス

テムの利用形態として､冬期は連続運転が有効である｡夏期の蓄熱分を冬期に利用するこ

とを目的として､秋期のシステム運転を停止した結果、土壌温度が運転開始 1 年目より
高く推移したが､チューブ出口温度には明確な違いは確認できなかったことなどを報告

している｡ 
 

一木翔 他 
ボイドスラブ基礎によるクール／ヒートチューブ換気システムの性能
に関する研究 （第 3報）システム熱交換特性の分析と設計手法の確
立 2.42) 

上田ら 2.8)が提案した近似的三次元モデルを応用し、円管ダクトに対応するモデルの

構築を行った後に同モデルを用いてダクト管径や管内風速、チューブ長さなどに関する

ケーススタディを実施している。また、同結果を踏まえ簡易的にシステムの性能予測が

可能となる近似式を作成し、システムの設計手法の提案を行っている。 
 

三田村輝章 他 地中熱を利用した RC外断熱住宅に関する研究 （第 4報）年間エネ
ルギー消費量とピット温度の推移、浮遊真菌濃度の測定結果 2.43) 

2010 年 12 月に竣工した住宅に導入された床下ピットを利用したシステムを対象に
2011年 1月～2013年 3月までの床下ピットの温度の実測や浮遊真菌濃度の測定結果を報
告した論文である｡床下ピット内の冬季の温度は運転開始 1年目よりも 2年目､3年目の
ほうが高いことが確認された｡また､真菌濃度の I/O 比は時期によって大きく異なるが､
冬季の床下ピットは I/O比が 6.5と真菌の増殖の可能性が示唆された｡ 

 

三田村輝章 他 
地中熱を利用した RC外断熱住宅に関する研究 （第 6報）TRNSYS 
TESSライブラリモデルを用いた地下ピットの年間シミュレーション
2.44) 

既往の文献 2.43)などで対象とした住宅の床下ピットの温度変動やシステムの導入効

果を明らかにするために､TRANSYS TESSライブラリモデルを用いた年間でのシミュレ
ーションを実施した論文｡まず､実測結果との比較を行ったが､一部温度分布の性状に実

測と解析の誤差が見られた｡システムの利用効果として､暖房負荷の削減率が 25%程度､
冷房負荷が 8%程度であった｡ 
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柳宇 他 アースチューブにおける微生物汚染の実態とその対策方法 2.45) 
複数の建物に導入された土壌熱交換システム内の温湿度の特性の把握に加え､空気質

汚染の実態を明らかにし､空気質の汚染リスクの低減策について検討している｡結果とし

てある建物での 7 月下旬の出口の相対湿度はほぼ 100%に近い状態となっていた｡また､
ドレン水の微生物についても測定を行っているが､建物によっては細菌量が非常に多い

事例があった｡浮遊真菌濃度に関しては入口よりも高い値を示す施設はなかった｡ただ

し､入口ではそれほど高くない種が､出口では高くなる場合もあり､システム内で菌が増

殖している可能性はある｡対策としては出口側にフィルタの設置､システム内の洗浄（水

もしくは薬剤）が挙げられ､これらの効果を検証した結果､プレフィルタで 40%程度､中
性能フィルタは浮遊真菌濃度が 87%の低減効果が得られ､水による洗浄は限定的な効果､
薬剤による洗浄は浮遊真菌濃度の低減が確認された｡ 

 

鈴木啓泰 他 学校建築のクールヒートトレンチの効果検証 その 2 実測概要と冬期
の取得熱量 2.46) 

学校建築に導入されたシステムを対象に冬季の実測結果を報告した論文である｡1 週
間の実測結果として､取得熱量は外気導入量の変化によるものよりも外気温度の変動に

よる影響が大きいことや､竣工前の状態で給気ファンが 6台運転時 (18,900 m3/h) で 40kW
の予熱効果があることを確認している｡ 

 

鈴木啓泰 他 学校建築のクールヒートトレンチの効果検証 その 4 実測データの分
析 2.47) 

学校建築に導入されたシステムを対象に外気負荷削減効果について分析した論文で

ある｡顕熱の処理熱量の最大月積算値は 7月で 22GJであった｡ 
 

足立勇樹 他 学校建築のクールヒートトレンチの効果検証 その 5 性能向上のため
の数値解析 2.48) 

CFD により地下ピットの断面形状と予冷・予熱効果の関係を明らかにすることを目
的とした論文である｡形状の検討ケースは通常の梁の状態､人通口程度の狭い通気口があ

る場合､逆梁である｡最も効果的なのは逆梁の形状であった｡ただし､同解析は短期的な非

定常解析であり､長期的に見ると結果が変化する可能性がある｡ 
 

長尾拓 他 自然エネルギーを利用した全館換気空調システムに関する研究 (そ
の 1) 実建物におけるシステムの外気負荷削減に関する実測 2.49) 

地中熱や太陽熱、躯体蓄熱など複数の自然エネルギーを利用した全館換気空調シス

テムを対象にこれらの自然エネルギーによる外気負荷削減効果について評価を行ったも

のである｡土壌熱交換システムの寄与は夏季で 32%､冬季で 28%であった｡ 
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姜允敬 他 札幌市内住宅における省エネルギー換気装置の微生物汚染調査 2.50) 
チューブ方式の土壌熱交換システムと全熱交換器が導入された住宅（北海道札幌

市）を対象に､微生物増殖に伴う空気質の汚染について評価を行っている｡尚､チューブ

の出口にプレフィルタ､全熱交換器に中性能フィルタが設置されている｡12 月の浮遊真
菌濃度は外気が 20CFU/m3 前後であったのに対して､フィルタを介した給気口が

33CFU/m3前後､チューブ内においては 2,307CFU/m3と､真菌の増殖の温床となっている

可能性がある｡また､時期によってはチューブ内で細菌・真菌が増殖していると考えにく

い場合もあり､時期（チューブ内の温湿度環境）に応じて空気質の汚染リスクも変動す

る可能性が示されている｡ 
 

塚本隆史 他 地熱利用計画支援のための地中温度データベースの構築 （その 6）
免震ピットを利用したクールピットの省エネ効果算定手法の検討 2.51) 

免震ピットを利用したシステムを対象に三次元の非定常 CFD（1 日）による省エネ
効果算定手法について検討した論文である｡CFD の解析結果としてシステム内の流れ場
及び温度場のコンター図・ベクトル図を示し､また､出口温度に対する各部位の寄与率も

示している｡冬季の寄与率は､一日を通して天井面の寄与率が高く､日中に床面の寄与率

が上昇することを明らかにしている｡日中の床面の寄与率が上昇する理由は流れ場に対

する浮力の影響度の変化によるものが強いと推察される｡ 
 

張晴原 中国におけるアースチューブの冷却効果 その 1 地中自然温度、吹出
し温度と冷却エネルギー2.52) 

既往研究で提案したプログラムを利用し､中国各都市で土壌熱交換システム（チュー

ブ方式）を導入した場合の予冷効果及び適用可能性について検討した論文である｡緯度

の高い北京とハルビンでは､地中温度が低いため､夏季のような高湿な外気導入時はチュ

ーブ内で結露が発生することが示唆された｡結果として､予冷のポテンシャルはハルビン

が最も高いと述べている｡ 
 

木下雅広 クール／ヒートピットの形状と性能に関する研究 2.53) 
本論文では学校建築 4 施設に導入された形状の異なる地下ピット方式のシステムを

対象に､長期実測による熱的性能の把握やシステム内での空気質汚染に関する評価､距

離､形状に関するケーススタディを CFDにより実施したものである｡まず､熱的性能につ
いては､地下ピットの距離に応じて予冷・予熱効果が得られたが､経路長さが 100m を超
えると導入外気温度の変化が見られなくなった｡また､あるシステムでは夏季の 14 時の
外気負荷削減率が 82%､冬季の 8 時で 36%であることが明らかとなった｡空気質に関し
て､経路長さが短いシステムの場合は､躯体表面の結露発生の可能性が低かったが､一部

の施設では地下ピット内で真菌の増殖リスクの高い期間があったと報告している｡CFD
による形状の検討については､顕熱交換量が無梁<順梁≒逆梁<人通口となり､人通口の
縮流効果により地下ピット内の流速が高まり､対流熱伝達が促進され､このような結果に

なったものと推察される｡ 
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橋本翔 他 スマートビル構築のための要素技術検証とその最適化に関する研究 
(第４報)地中熱利用（クール／ウォームピット）の性能評価 2.54) 

埼玉県に立地する研究・事務施設に導入された地下ピット方式のシステムを対象と

して､運用初年度のシステム性能の実測結果を報告し､さらに､システム内での空気質汚

染についての状況も報告した論文である｡システムの外気導入量は他の建物に導入され

たシステムと比較すると､少量である｡ピット上部は事務室や機械室､エントランスロビ

ーなどであるが､エントランスロビーでは床冷暖房の配管が通っているため､エントラン

スロビーの床を断熱材で断熱としてある｡夏季は流出口温度が 25℃前後の予冷効果が得
られ､冬季は 15℃前後の予熱効果が得られていた｡湿度関連については代表日のみの記
載であるが､代表日での結露の発生は低い｡ 

 

林徹夫 他 研修施設における環境配慮技術の計画と実証評価 （第 4報）クール
ヒートトレンチと全熱交換器による外気負荷の削減効果 2.55) 

研修施設に導入された地下ピット方式の土壌熱交換システム+全熱交換器の外気負
荷削減システムを対象に､同システムの省エネ効果を報告している｡7 月下旬から 8 月上
旬までの外気負荷削減率は両システム併用で約 34%､その内訳は土壌熱交換システムが
65%､全熱交換器が 35%であった｡尚､ファンの動力など､システムの消費電力については
考慮してない｡また､結露に関して､7 月・8 月のシステム内の相対湿度は 100%となって
いたものの､結露を目視で確認できなかったとしている｡ 

 

山口福太郎 他 地下ピットの蓄熱利用による空調熱源機の効率向上に関する研究 そ
の 1 隙間からの漏気を考慮した CFDモデルの検討 2.56) 

個別分散型空調方式の効率を向上させる手法として､室外機の吸い込み空気を土壌熱

交換システムで予冷・予熱したものとする手法を提案し､同提案手法をさらに効率的

（予冷・予熱効果を向上させる）に運用するために､CFD を用いた改善策の検討を行っ
た論文である｡改善策として､ピットに隙間を作り､そこを通して伝熱効果を促進させる

ことを提案しているが､これを CFD で隙間を簡易にモデル化し､解析により検討を行っ
ている｡ 

 

松鵜さとみ 他 クール／ヒートピット設備における真菌叢に関する研究 第 1報 実建
物における真菌汚染実態と同定手法 2.57) 

鹿児島市の建物に導入されたシステムを対象に､真菌汚染の状況などを報告してい

る｡一年間の湿度の実測結果として､期間全体の 71%が相対湿度 70%を上回る結果となっ
ている｡地下ピットの浮遊真菌濃度は外気やピット経由の外気を利用する室よりも高い

傾向にあり､また､ピット経由の外気を利用する室か否かで比較すると､7 月､8 月におい
て､ピット経由の外気を利用した室の方が､濃度は 10 倍ほど高い｡これらを踏まえ､シス
テム内での真菌の増殖の可能性が高いことが示されている｡ 
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湊智大 他 免震ピット利用空調の建物規模、吸気条件別評価 2.58) 
免震ピットを利用した土壌熱交換システムを対象に､外気導入量を増大させた場合と

流入口の位置を変更させた場合の検討を CFD により行っている｡解析結果をまとめる
と､流出入口の温度差は外気温度と躯体温度､経路長さ､外気導入量の条件が影響してく

るが､システムの形状が概ね決定している場合は､外気導入量の調整により､狙った温度

差を引き出すことも可能であると述べている｡ 
 

松田優 他 石垣市におけるクールチューブの効果に関する実測調査 2.59) 
沖縄県石垣市の空港内の格納庫に導入されたチューブ方式+ピット方式の併用シス

テムを対象に､夏季の実測調査の結果を報告した論文｡7 月末のシステムの流出口温度は
27℃程度であった｡夜間には流出口よりも流入口のほうが空気温度は低いという逆転現
象が発生していた｡ただし､本システムは亜熱帯気候地域への導入であるため､夏季のチ

ューブ出入り口の湿度の状況について考察する必要がある｡ 
 

神保歩未 他 地域防災環境科学研究所における環境建築研究 その 25 ヒート＆ク
ールトレンチの熱的効果に関する調査研究 2.60) 

北陸に立地する学校建築（小学校と大学校）の地下ピット方式のシステムを対象に

実測結果を報告した論文である｡システム内の換気回数は小学校で 2.7回､大学校で 21.8
回と大きく差があるが､システム表面積あたりの予冷・予熱効果（顕熱）として 7 月は
小学校で 13 kJ/(m2･day)､大学校で 716 kJ/(m2･day)､12月は小学校が 968 kJ/(m2･day)､大学
校が 1,589 kJ/(m2･day)となった｡尚､小学校では､夏休み休業中に地下ピット内でカビの
発生を確認し､運用を停止している｡ 

 

稲垣友規 他 クール／ヒートチューブの性能予測と設計手法提案に関する研究 そ
の 3. 冷房期間における設計出口温度と交換熱量の予測 2.61) 

既往研究で用いられたモデル 2.20)を用いたパラメータスタディを実施し､設計段階
で要求される流出口温度と予冷・予熱効果の推定手法の検討を行い､同手法を用いたシ

ステムの設計手法の提案を行った論文である｡同推定手法では､ある時刻の流出口温度を

外気温度やチューブ伝熱面積､面風速の関数として求め､積算の熱交換量は外気導入量や

時間､前述の流出口温度の関数とするなど､陽的に性能の予測が可能な計算手法を提案し

ている｡ 
 

茂呂将崇 他 地中熱を利用した全館空調住宅に関する研究 2年間にわたる実測結果
と数値シミュレーションによる分析 2.62) 

住宅に導入されたチューブ方式のシステムを対象に 2年間の実測結果を報告し､さら
に数値解析により性能評価を実施した論文である｡外気が 1.0℃～32.8℃の間で変動する
のに対して､流出口温度は 8.8℃～27.5℃の範囲に収まっている｡解析により､チューブの
有り無しによる年間冷暖房負荷の削減率を求めているが､暖房負荷が 10.6%､冷房負荷が
16.8%の削減率となっていた｡ 
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武廣絵里子 他 教育施設におけるクールアンドヒートチューブの空気質評価 （その
1） 施設内の細菌，カビの挙動 2.63) 

福岡県に立地する教育施設 2 ヶ所を対象に土壌熱交換システム内での微生物の調査
結果を報告している｡一方の対象建物のチューブ内では夏季に浮遊細菌・真菌濃度が高

まる傾向が確認された｡ただし､日本建築学会が提示している浮遊細菌・真菌濃度の基準

値を下回っていたため､室内空気質への影響の可能性は低いと結論付けている｡ 
 

要佑樹 他 在宅介護モデル住宅におけるエコリフォーム前後の温熱環境比較評価 
その 2 導入したパッシブシステムの効果検証 2.64) 

リフォームを行った在宅介護モデル住宅に導入されたチューブ方式のシステムを対

象に､夏季の短期的な実測結果を報告している｡外気温度はシステムを利用することで

3.0～5.5℃程度予冷されていた｡また､流出入口の水蒸気圧の変化から､チューブ内での
結露の発生が示唆された｡ 

 

松鵜さとみ 他 クール/ヒートピットにおける微生物汚染による室内空気汚染に関す
る研究 その 2 ピット内建材の付着真菌に関する検討 2.65) 

ピット内及び室内の浮遊真菌（ピット内や外気、居室、階段室を対象）、建材等への

付着真菌（階段室や各種設備、壁等が対象）に関する実態調査を行った論文。浮遊真菌

濃度はすべての測定点において日本建築学会の基準値 50cfd/m3を上回っていた。 
 

茂木拓也 他 
地中熱を利用した全館空調住宅に関する研究 前橋市内のモデル住宅
を対象とした年間を通じた性能評価とチューブ内結露に関する考察
2.66) 

モデル住宅に設置されたチューブ方式のシステムを対象に処理熱量及び結露の発生

に関する報告。取得熱量は最大 31.9MJ/day、除去熱量は最大 22.9MJ/day。測定期間
（2015/5/15～2016/12/11）における積算結露時間の割合は約 5%であった。また、月積
算結露時間の最大は 2016/9の 219.8 hで月の約 31%の頻度で結露が発生したことを示唆
していると報告している。 

 

松鵜さとみ 他 クール/ヒートピットにおける微生物汚染による室内空気汚染に関す
る研究 その 3 遺伝子解析による真菌種の検討 2.67) 

システム内で空気質汚染が問題となっている実建物において、浮遊真菌種の把握を

行った論文である。真菌の把握にはスライドカルチャー及び PCR 法による遺伝子解析
による同定を行っており、遺伝子解析ではスライドカルチャーでは同定できなかった菌

種の特定している。菌種は Penicillium spp. Cladsporium spp. Aspergillus spp.などが主であ
った。 
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鈴木宏和 他 都市型エコキャンパスのエネルギー性能と環境性能の検証 第 3報 ク
ール＆ヒートピットの熱利用の検証 2.68) 

ピット方式のシステムを導入した大学を対象に外気負荷削減に関わるシステムの概

説及びその導入効果についての報告を行った論文。同システムの制御は外気エンタルピ

ーhoとピット出口付近のエンタルピーhpを比較し、冷房時において ho > hpのとき、暖房

時は ho < hpのとき、システム経由で外気導入を行う。更に、システム経由で外気導入を

行うタイミングでピット出口相対湿度が 95%以上の場合、強制的にバイパス経路からの
外気取り入れを行う。同制御により、暖房時のピット経由の外気を利用した割合は 80
～90%であったのに対して、冷房時は 60～80%であり、上述の相対湿度による制御で
20%ほど導入が制限されていた。年間での外気負荷削減率は棟、年にもよるが、10～
30%であった。 

 

赤井仁志 他 省エネルギー配慮型庁舎の空調設備計画とエネルギーマネジメントの
取り組み 第 2報 空調設備計画における省エネルギー手法の概要 2.69) 

土壌熱交換システムを導入した市庁舎の概要を示している。同市庁舎では、免震ピ

ット内に外気を導入し、DSを経由し各階の AHUへ接続している。年間での外気負荷削
減量は約 21%と見込んでいる。続報で実測結果を示す。 

 

岸本卓也 他 省エネルギー配慮型庁舎の空調設備計画とエネルギーマネジメントの
取り組み 第 5報 間接式アースチューブの運転性能評価結果 2.70) 

既報にて概説した新築市庁舎の土壌熱交換システムの詳説及び性能検証に関する報

告。同システムはピット経由で外気を取り込んでいるものの、ピット内に土壌熱交換シ

ステム用の OAダクトを設置し、土壌ではなく、ピット内の空気と熱交換を行うのが特
徴的である。著者らは、ピット内の結露発生や真菌の増殖等のリスクを懸念し、このよ

うな間接方式を採用したと述べている。ダクトサイズは 1,800mm×1,300mm に対し、風
量は 59,000 ㎥/hとなっており、AHUは室内の VAVユニットの稼働に応じて OAダンパ
の絞り込み+ファンの INV 制御を行っている。風量に対して、ダクトサイズが小さいた
め、最大面風速は 7.00m/s であることに起因し、システムによる昇温・降温効果は小さ
かった。夏季は外気と比較して 1.1～1.6℃低下、冬季は 5～10℃程度上昇していること
を報告している。 
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柳宇 他 
空調システムにおけるマイクロバイオームの実態解明とその対策に関
する研究 第 1報 クールピットにおける細菌叢の実態に関する調査研
究 2.71) 

夏季のピット方式のシステムを対象に、細菌叢の実態調査の結果を報告した論文。

前提条件として、室内側は 2F、3Fの室内温度は 26～27℃（湿度は不明）であり、ビル
管法の基準を満足していることを確認していた。浮遊細菌濃度はピットの入口濃度が極

めて高い数値を示していることや、奥に進むに従い、濃度が低下している傾向を確認し

ている。更に、室内側の浮遊細菌濃度は日本建築学会の基準値 500cfu/㎥を満たしてい
た。また、今回のサンプリング方式（空気：バイオサンプラー、表面付着菌：

SecurSwab™ DNA Collectors、何れも SCD寒天培地にて培養）では、空気中と比較して
表面のほうが検出された細菌の種類が多い結果となった。空気中では、ヒト、棒物由来

の細菌が最も多く、約半数を占めている。一方、ピット表面は塩類土壌由来の細菌が半

数を占めていた。これは、ピット表面のコンクリートであり、Nesterenkonia spp. のよう
な菌にとって育成しやすい環境にあったためと推定される。 

 

杉原義文 他 ホテルオリオンモトブにおけるエネルギー管理 (第４報)エネルギー性
能の分析 2.72) 

沖縄県に建設されたホテルを対象に土壌熱交換システムの導入効果等に関する報

告。外気はデシカント空調機で処理しており、土壌熱交換システムで予冷・予熱を行っ

ている。夏季シーズンの外調機負荷削減量は 22MJ、冬季は 77MJであった。 
 

松鵜さとみ 他 クール/ヒートピット設備における真菌叢に関する研究 第 4報 遺伝子
解析による菌種の推定 2.73) 

既報と同じ建物において、浮遊真菌及びピット内の建材へ付着した真菌の遺伝子を

解析し、菌種の推定を行っている。一部のサンプルからマイコトキシンを生成する菌の

存在が明らかになった。 
 
茂木拓也 他 地中熱を利用した全館空調住宅 における 3年間を通じた性能評価 2.74) 
群馬県前橋市内の住宅に導入されたチューブ方式のシステムを対象に 3 年間の実測

調査と分析を行った研究である。同システムは 24 時間換気にチューブを経由した外気
を定常的に室内へ導入するものであり、チューブからの外気は防虫フィルタ・中性能フ

ィルタを経由して空冷パッケージエアコンの室内機へ導入され、温調した後に室内へ給

気する。実測結果において、チューブ内での結露に関する分析も行っており、チューブ

内では連続して最長 66 時間結露が発生していたことを示唆している。更に、年積算で
の結露時間数は概ね 5%、月別での最大が実測開始最終年度の 8 月であり、月全体の
58%で結露が発生していたことを確認している。また、シーズンごとの積算処理熱量の
観点から、ほぼ年周期的な定常状態となっており、年度ごとに大きな差はなかったこと

を報告している。 
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松鵜さとみ 他 クール/ヒートピット設備における真菌叢に関する研究 第 5報 2018年
度実測調査と遺伝子解析 2.75) 

既報と同じ建物において、システム内、外気、室内などの浮遊真菌の遺伝子を夏

季、冬季のシーズン別に解析した結果の報告を行っている。夏季は Aspergillus spp. 、冬
季は Cladosrprium spp.が最も多く検出された。 

 

新村美月 他 空調システムにおけるマイクロバイオームの実態解明とその対策に関
する研究 第 2報 クールピットにおける細菌叢の経年変化 2.76) 

既報の続報で、次年度に再度同様の調査を行い、前年度との比較を行った論文であ

る。属類の構成比は前年と比較すると大きく変化していた。ピット出口付近で 50%以上
占めていた Nesterenkonia spp,は 4.6%まで低下しており、これは竣工年数の経過に伴う
コンクリート表面の中性化等による影響と考えている。 

 

諏訪菜々瀬 他 地域の基幹病院における省エネルギーシステム導入事例 （第 5報）中
間期における空調運用とクールピット導入効果 2.77) 

茨城県の大規模病院に導入された省エネルギーシステムの導入事例に関する一連の

論文中で、夏季における土壌熱交換システム等の導入結果を報告した論文。同システム

はピット方式ではあるが、外気取入れガラリ、免震ピット、中庭（外部に開放）、外気

取入れガラリ、外調機の順で経由するため、システムを経由した外気を一度大気に開放

させるシステムであり、極めて稀な事例である。論文中で、外調機に対してピット経由

の外気が導入されるかどうかを確認していたが、外調機風量とピット経由の外気風量は

合致しておらず、ピット内への逆流、ピット経由での外気と中庭の頂部からの外気を混

合したものが外調機に入っているタイミングも合った。一度大気に開放させる理由は

DS の確保が難しかったことも一因としてあるようだが、中庭の熱的快適性の確保が目
的の一つであった模様である。システムの導入効果は、中庭 3 つのうち、2 つは午前中
に 2℃程度の降温、残りの 1 つは 4℃程度の降温が確認できた。一方で、午後になると
先述の 2つの中庭はピット直前の取入れ外気と同等となった。また、ピット内のサーモ
カメラを撮影し、露点温度 (20.3℃) と比較すると表面温度が 22.4℃以上であり、結露の
可能性は低いと結論づけている。 

 

 

2.2 日本国外 
日本国外でも土壌熱交換システムの実建物への適用やシステムに関する研究は行われて

いるが､その多くはチューブ方式を対象としたものである 2.78)｡海外では地下ピット方式に

近い Thermal labyrinthが存在しているが､導入事例､研究事例としてはチューブ方式よりも

劣る｡以下では､日本国外の土壌熱交換システムに関する論文を紹介する｡ 
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G. Mihalakakou On the heating potential of a single buried pipe using deterministic and intel-
ligent techniques 2.79) 

ギリシャのアテネの気象データなどを用いて TRNSYS の動的なモデルで解析を行っ
ている｡さらに、ニューラルネットワーク (NN) を使用して、アテネでのシステムの熱的
性能を評価した｡埋設チューブの出口温度の推定のためにニューラルネットワークを採

用し､学習データとして外気温度､相対湿度､地中温度などを与え､バックプロパゲーショ

ンにより学習させている｡結果として TRNSYS のモデルと NN モデルの結果を比較し､
NN モデルを利用することで瞬時に TRNSYS と同等の結果が得ることが可能となった｡
さらに、NN モデルを用いて、チューブの出口温度に対する入力気象パラメータの影響
度を分析し､最も重要なパラメータは地中温度であることが判明した｡ 

 

R. Kumar et al. Heating and cooling potential of an earth-to-air heat exchanger using artifi-
cial neural network 2.80) 

既報 2.79)と同様に一般的な解法である動的な解析手法（温度輸送の偏微分方程式）

と NN モデルによる出口温度の推定の精度検証を行っている｡結果として､NN モデルの
入力側のパラメータを長さ､湿度､外気温度､地表面温度､埋設深さでの地中温度､外気導

入量の 6種とすることで精度が 98%以上となった｡ 
 

R. Kumar et al. A design optimization tool of earth-to-air heat exchanger using a genetic al-
gorithm 2.81) 

本論文では､EAHE の熱的な性能に関して､様々な側面からの評価及び最適化の設計
ツールとして遺伝的アルゴリズムを採用した場合の検討を行っている｡最適化対象はチ

ューブの半径､チューブの熱伝導率､長さ､外気導入量であり､それぞれの設計変数の最適

な値や最適な設計変数の組み合わせを示している｡ 
 

V. Bansal et al. Performance analysis of earth–pipe–air heat exchanger for winter heating 
2.82) 

インド西部の EAHEを対象に三次元モデルを用いて解析を実施し､冬季の実測値との
比較やシステム性能のパラメータスタディを行っている｡尚､解析には FLUENT を採用
し､その際のΔ tは 100 sとしている｡結果として､実測との比較においては､妥当な予測精
度を有していることを確認した｡また､昇温効果は､管内流速の増加に伴い減少すること

が示唆された｡ 
 

V. Bansal et al. Performance analysis of earth–pipe–air heat exchanger for summer cooling 
2.83) 

既報 2.82)の論文の EAHE を対象として夏季の結果を示した論文｡結果として､実測と
の比較においては､解析と概ね一致していた｡管材の検討を実施したが､スチール､塩ビ管

どちらの場合でも結果に差異は見受けられなかった｡既報と同様に管内流速が EAHE の
性能に大きく影響することが確認された｡ 
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A. Trząski et al. The influence of environmental and geometrical factors on air-ground tube 
heat exchanger energy efficiency 2.84) 

EAHE の性能評価手法並びにその検証とシミュレーションによる研究結果について
提案している。開発した EAHEモデルにより EAHEの複雑性や運用条件、環境要因を含
むパラメータの幅広い範囲で性能依存性の分析が可能としている。具体的には並列した

管の数やパイプの直径、土壌の物性値、地表面の条件などが考慮できるこのモデルを元

に各パラメータを変更することでシステムの性能にどの程度の影響を与えるのかを示し

ている。 
 

J. Vaz et al. Experimental and numerical analysis of an earth–air heat exchanger2.85) 
EAHE の実験+数値解析。実験（一年間、ダクト内の空気温度の変化を測定）はブラ

ジル南部で行われた。この実験をもとに数値解析モデルの検証を行う。FLUENTを使っ
て三次元の CFD+熱伝導解析を実施した。モデルはほとんど簡易化せず、複雑な地形、
ダクトのクランクなどを再現している。実測結果と比較すると解析誤差は最大でも

15％以下であった。この検証結果よりモデルの妥当性を示した。 
 

V. Bansal et al. Performance analysis of integrated earth-air-tunnel-evaporative cooling sys-
tem in hot and dry climate 2.86) 

EAHE に加えて EAHE の出口に蒸発冷却器を備えたハイブリッドシステムを対象と
した研究である｡蒸発冷却器は屋外に設置し､屋外側に水を散布し､蒸発（ダクトを冷

却）させ､導入外気と熱交換を行うことで予冷効果を向上させるための装置である｡CFD
によりハイブリッドシステムの冷却効果の検証を行っており､蒸発冷却器の有効性を示

している｡EAHE単体での予冷効果が 4.5GJ､予熱効果が 4.9GJであったのに対して､ハイ
ブリッドシステムは通年で 12.5GJと単体での予冷・予熱効果 9.4GJを上回っていた｡ 

 

R.S. Brum et al. A new computational modeling to predict the behavior of Earth-Air Heat 
Exchangers2.87) 

EAHE の熱的な性能を予測するために新たな解析モデルを提示することを目的とし
ている｡提案する解析モデルは､既往研究 2.85),2.88)から更に単純化した上で､CFD の空間
分解能を高めたモデルで計算の収束性の向上により､予測精度を保ったまま､既往のモデ

ルと比較して 45%の計算時間を削減できた｡また､同提案モデルを利用してパラメータス
タディを実施している｡ 
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R. Mishra et al. Transient analysis based determination of derating factor for earth air tunnel 
heat exchanger in summer 2.89) 

システムの性能を評価する際は土壌の熱容量を考慮する必要があるが､長時間運用す

ることで性能は低下することが知られている｡そこで同論文では､Derating Factor (DF) と
呼ばれる任意の位置､運用時間での性能低下指標を提示している｡DF は 1－（非定常時, 
入口から L [m], 運用開始 T [h] 後の流出入口温度差）/（定常時, 入口から L [m] の流出入
口温度差）で定義している｡結果として､連続運用時間が長くなるに連れて第二項の分子

が小さくなり DFは大きくなり､Lが無限遠の場合（つまり無限に熱交換が可能）､DFは
0 に収束することを示している｡また､パラメータスタディとして､土壌の熱伝導性能を
変化させることで DFの応答を示した｡ 

 

A. Sehli et al. The potential of earth-air heat exchangers for low energy cooling of build-
ings in South Algeria 2.90) 

アルジェリアでの EAHEの適用可能性を検討した研究である｡一次元の熱流体解析に
より､2 つの変数（フォームファクタ（経路長さと管径の比）, 管内レイノルズ数）の感
度解析を行い､熱的性能への影響を検討している｡ 

 
L. Ramírez-

Dávila et 
al. 

Numerical study of earth-to-air heat exchanger for three different climates 
2.91) 

数値解析により気候条件の異なるメキシコ 3 都市の EAHE の熱的性能を予測した。
数値解析では二次元の CFD コードを用いてモデル化を行っている。管内のレイノルズ
数に関するケーススタディを各都市で行った。結論として、EAHE の使用は土壌の熱容
量が高い地域に立地する場合に適していることを示している。 
 
T. S. Bisoniya et 

al. Study on Calculation Models of Earth-Air Heat Exchanger Systems 2.78) 

これまでに､EAHE の計算モデル化によりシステムの性能の予測を行うなどの研究
が多く行われてきている｡同論文では､EAHE の計算モデルを利用した全世界の研究論
文（2014 年 3 月末時点）を対象に､レビューを行っている｡シミュレーションのトレン
ドとしては､最初に一次元モデルの開発から始まり､1990 年代に二次元モデルが実用化
されてきた｡そして､徐々に三次元モデルによるシミュレーションへと遷移していった｡

尚､日本人の研究論文はレビュー内には入っておらず､地下ピット方式を採用した事例

は確認できなかった｡ 
 

M.K. Rodrigues 
et al. 

Numerical investigation about the improvement of the thermal potential of 
an Earth-Air Heat Exchanger (EAHE) employing the Constructal Design 
method 2.92) 

既往の研究 2.87)の続報である｡既往の研究のモデルでは単管タイプのシミュレーショ

ンであったが､複数埋設管のタイプを検討した論文｡単管の場合の流量と複数管の場合の

合計流量が同じ場合､予冷は 73%､予熱は 115%も熱的性能が向上することを示している｡
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S. Barakat, et al. Enhancement of gas turbine power output using earth to air heat exchanger 
(EAHE) cooling system 2.93) 

ガスタービンでの発電効率向上についての論文である｡ガスタービンは吸気温度が低

いほど､発電効率が向上することが判明しており､吸気に外気を利用する場合､夏季の外

気温度では冬季よりも発電効率が低下することとなる｡同論文では､夏季のガスタービン

の吸気に EAHEシステムで予冷した空気を利用することによるガスタービン発電効率の
向上を検討した｡結果として､EAHE システムとの併用により､ガスタービンの出力が
9%､効率が 4.8%向上した｡また､これにより年間で 166万ドルのランニングコスト削減が
可能であることを示している｡ 

 

S. Jakhar et al. Parametric simulation and experimental analysis of earth air heat exchanger 
with solar air heating duct 2.94) 

対象地域の気象条件に依存するが､一般的に､冬季の EAHE による予熱は不十分であ
り､外調機で室温近くまで加熱する必要がある｡このような背景のもと､本論文では､

EAHE システムと太陽熱加熱ダクトを併用したシステムの実験及びシミュレーションモ
デルを提示している｡結果として､冬季の EAHEによる熱取得と太陽熱加熱ダクトによる
熱取得は同程度であり､併用システムの有効性が示された｡ 

  



 
 

第 2章 既往研究 
 
 

32 
 

2.3 既往の研究成果 
本論文の前身である研究成果は下記の通りである｡ 

芦谷友美 他 
CFD解析による夏季及び冬季の地下ピット内伝熱性状の動的評価 －
土壌熱交換システムの冷却・加熱効果の予測手法に関する研究，その
1－2.95) 

本論文で対象とするオフィスビルに導入された地下ピット方式における導入外気の

冷却・加熱効果や結露判定などを短期的及び長期的に評価するための解析手法の提案及

びその有効性を示している。同論文ではまず短期的な評価手法として、地中の鉛直方向

一次元熱伝導解析の結果を初期条件とした日周期レベルの非定常 CFD を実施し、夏季
冷房時及び冬季暖房時における動的な冷却加熱効果やピット内伝熱性上の詳細評価や結

露判定について、地下ピット方式を有する実在オフィスを対象に試みた。また、実測値

と解析値との比較を踏まえ、同解析手法の予測精度の検証を行った。得られた結果は次

の通りである｡ 
1) 地中の鉛直方向の一次元熱伝導解析結果は地盤深さ約 8m 以降の温度が 17.6℃に

収束し、対象建物周辺の地中温度と概ね一致した。 
2) 非定常 CFDでは、初期条件として用いた地下ピット躯体及び地中温度分布に関し

て改善の余地は残るものの、実測結果と解析結果の比較より夏季及び冬季ともに地下ピ

ット出口温度及び顕熱冷却・加熱量を概ね再現出来た。 
3) ピット流出口の空気温度変化に対する各部位の寄与率を算出したところ夏季及び

冬季ともに 1日を通して床面の寄与率が最も大きい。ただし、夏季は導入外気の温度に
よって各部位の寄与率が大きく変化し、特に日中は導入外気の温度が高く、空気がピッ

ト上部に沿って流れるためピット内床面の寄与率が低下した。一方、冬季は各部位の導

入外気の温度上昇への寄与率は 1日を通してほとんど変化しない。 
4)ピット内表面の各部位の平均ヌセルト数（以下、Nu 数）や床面の局所 Nu 数を算

出したところ、床面の平均 Nu 数が最も大きく、また床面では特に流れの衝突・加速領
域で局所 Nu数が大きくなる傾向にあった。 

5) 夏季冷房時のピット内の相対湿度は、深夜から朝方にかけては全体的に高く、流
出入口での湿度差は 7.5％～8.0％となった。今回の解析条件では結露は発生しなかっ
た。 

 

 

2.4 既往研究のまとめ 
2.1 及び 2.2 で示した既往研究を大別すると、1）シミュレーション、2）実測、3）シミ

ュレーション×実測に大別される。尚、土壌熱交換システムの稼働条件を揃えた上でのケ

ーススタディの実施は困難であるため、実験的なアプローチの研究は少ない。 

1） シミュレーションに基づく研究 

シミュレーションに基づく研究では、土壌熱交換システムの性能予測に関する計算手法

の提案やケーススタディが主流であった。シミュレーションでは、2000 年代は質点系の

シミュレーションモデルを採用し、長期的な熱的性能予測を実施する事例が多かった。質
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点系によるアプローチの計算手法では、繰り返しの計算が容易であるため、グリッドサー

チなどに基づく最適化計算を実施した事例も存在した。2010年代より PCの性能向上や商

用 CFDコードの普及により CFDによるシミュレーションの研究事例が増加している。一

方で、CFDなどの計算精度を優先するようなアプローチでは、計算時間の制約から定常計

算や日単位の短期的な計算に留まることが多い。CFDベースの計算高速化手法の提案は存

在するものの、計算モデルのデフォルメiを行っており、システム内での詳細な湿度性状

を計算できず、実運用で課題となる空気質汚染までの評価につなげることが困難であるの

が実情である。このような背景もあり、システムの諸性能（例えば省エネ性や後述する空

気質の確保）を適切に予測しつつ、多目的な最適化を実施した事例は存在せず、研究のニ

ーズとして存在するものと想定される。 

2） 実測に基づく研究 

実建物に導入された土壌熱交換システムの性能確認を行う性能検証、運用段階での課題

を見極めるための実態調査に関する研究が主であった。性能検証では、実建物に計測機器

の設置や中央監視装置のログデータを元にデータ分析を行い、季節、年単位での性能の検

証を行う事例が多く、特に熱交換量などの省エネ性にフォーカスすることが主であった。

一方で、実態調査では、導入外気の空気質汚染を取り扱うことが多い。これらの結果とし

て、室内の浮遊真菌はシステム内で増殖した真菌である可能性が高いという報告もあり、

システム内での真菌増殖を抑制する必要性が示唆された。調査結果から運用段階における

維持管理方法の検討まで踏み込んだ事例も存在した。 

また、システムの運用制御を取り扱った研究では、制御ロジックのしきい値や逐次制御

の手法の変更による性能への影響度合いを検討したものは存在するものの、現時点のみな

らず将来に渡り、（システムの諸性能の観点から）最適な制御を行うことを目指した研究

は皆無であった。これは、同システムの非定常性が強いことに起因しているものと推察さ

れ、シミュレーションやビッグデータに基づくデータの分析により、最適な制御則の構築

が求められているものと考えている。 

3） シミュレーション×実測に基づく研究 

主にはシミュレーションモデルの計算精度の妥当性確認のための精度検証を目的として

シミュレーションモデルの構築及びシミュレーションによる予測結果と実測結果の比較を

行う事例も多く存在した。 

 

以上をまとめると、いずれの研究でも「高精度かつ高速にシステムの諸性能を長期的に

評価できる計算手法の提案」及び「システムの設計・運用を見据えた全体最適化」を目的

とした研究事例は存在しなかった。特に、将来的な状態遷移を考慮した制御手法まで踏み

 
i  熱的性能予測では一定の予測精度は担保されているとの報告はある 
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込んだ研究事例は皆無であり、本論文の主目的の一つである、最適運用手法の構築に関し

ては先駆性の高い研究テーマである。 
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2010.11 

2.28) 松鵜悟実, 石松維世, 龍有二: 地中熱利用ピットに敷設された調湿・脱臭材の微生物

汚染に関する研究, 日本建築学会九州支部研究報告, 環境系, No. 50, pp. 467-472, 

2011.3 

2.29) 石松維世, 松鵜悟実, 龍有二: 地中熱利用ピットを有する建物における浮遊微生物の

濃度変動と温湿度環境, 日本建築学会環境系論文集, Vol. 77, No. 676, pp. 491-498, 

2012.6 

2.30) 垂水弘夫, 簑原由紀: ヒート＆クールチューブ住宅の地中熱利用効果に関する調査研

究 ―北陸に立地する戸建モデル住宅を対象として―, 日本建築学会環境系論文集, 

Vol. 75, No. 651, pp. 423-429, 2010.5 

2.31) 中川浩, 高田暁, 佐藤寛, 竹内ゆう: 戸建住宅における地中熱を活かした換気熱損失低

減に関する研究 その 2 ─複数住戸の連結したヒート＆クールチューブの実測結果

─, 日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学 II, pp. 93-94, 2010.9 

2.32) 林宏幸, 千葉伸二, 加藤淳司: トビシマ式省エネ床下ピットの改良 －ピット内臭気

の低減－, とびしま技報, No. 59, 2010 

2.33) 吉岡沙野, 田中宏明, 奥宮正哉, 尹奎英: CO2濃度制御・クールヒートトレンチ・全熱

交換器を組み合わせた外気負荷削減システムの効果検証 第 2報 クール／ヒートト

レンチと全熱交換器の導入効果, 日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学 II, pp. 

1275-1276, 2011.8 

2.34) 工藤裕太, 柳宇, 鍵直樹, 大澤元毅, 長谷川麻子, 松鵜悟実, 石松維世, 龍有二: 地中熱利

用ピットにおける調湿材での微生物汚染の実態調査, 日本建築学会大会学術講演梗

概集, 環境工学 II, pp. 665-666, 2011.8 

2.35) 高田暁, 中川浩, 松下敬幸: 実住宅に導入されたクールチューブの熱湿気性状の解析 

複雑な形状を有する管の簡易モデルに基づく解析と管内空気質評価, 日本建築学会

大会学術講演梗概集, 環境工学 II, pp. 665-666, 2011.8 

2.36) 重久大樹, 二宮秀與, 長澤康弘: 大空間における地下ピットを利用した外気負荷低減

システムの効果に関する研究, 日本建築学会九州支部研究報告, 環境系, pp. 337-340, 

2011.3 
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2.37) 尹奎英, 吉岡沙野, 青木貴均, 旗手康信, 若目田郁夫, 奥宮正哉: 環境共生型公共施設に

おける省エネルギー手法の導入について その 1 実測調査による省エネルギー手法

の導入効果検証, 日本建築学会大会学術講演梗概集, pp. 1053-1054, 2011.8 

2.38) 青木貴均, 尹奎英, 吉岡沙野, 旗手康信, 若目田郁夫, 奥宮正哉: 環境共生型公共施設に

おける省エネルギー手法の導入について その 2 CFDによるアースチューブ導入効

果の検証, 日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学 II, pp. 1055-1056, 2011.8 

2.39) 徳村朋子, 大岡龍三, 高橋幹雄, 袴田喜夫, 松本敏勝, 小島直, 三谷剛, 斉藤道夫: ヒート

＆クールピットを利用した空調設備の省エネルギー性能に関する研究 学生寮にお

ける年間測定結果による検証, 空気調和・衛生工学会学術講演論文集, pp. 149-152, 

2011.9 

2.40) 徳村朋子, 大岡龍三, 高橋幹雄, 袴田喜夫, 松本敏勝, 三谷剛: ヒート＆クールピットを

利用した空調設備の省エネルギー性能に関する研究 シミュレーションによる年間

の熱特性評価, 空気調和・衛生工学会学術講演論文集, pp. 733-736, 2012.9 

2.41) 一木翔, 田中英紀: 住宅基礎を用いたクール／ヒートチューブ換気システムの性能に

関する研究 その１ 秋期の運用方法に関する実性能の比較評価, 日本建築学会大会

学術講演梗概集, 環境工学 II, pp. 589-590, 2012.9 

2.42) 一木翔, 尹奎英, 田中英紀: ボイドスラブ基礎によるクール／ヒートチューブ換気シ

ステムの性能に関する研究 （第 3報）システム熱交換特性の分析と設計手法の確

立, 空気調和・衛生工学会学術講演論文集, pp. 181-184, 2013.9 

2.43) 三田村輝章, 菊田道宣: 地中熱を利用した RC外断熱住宅に関する研究（第 4報）年

間エネルギー消費量とピット温度の推移、浮遊真菌濃度の測定結果, 空気調和・衛

生工学会学術講演論文集, pp. 177-180, 2013.9 

2.44) 三田村輝章, 菊田道宣: 地中熱を利用した RC 外断熱住宅に関する研究（第 6 報）

TRNSYS TESSライブラリモデルを用いた地下ピットの年間シミュレーション, 空気

調和・衛生工学会学術講演論文集, pp. 113-116, 2014.9 

2.45) 柳宇, 吾孫子正和, 菅野昇平, 松本英志, 岡部優志: アースチューブにおける微生物汚

染の実態とその対策方法, 空気調和・衛生工学会学術講演論文集, pp. 29-32, 2013.9 

2.46) 鈴木啓泰, 永野紳一郎: 学校建築のクールヒートトレンチの効果検証 その 2 実測概

要と冬期の取得熱量, 日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学 II, pp. 461-462, 

2013.8 

2.47) 鈴木啓泰, 足立勇樹, 永野紳一郎: 学校建築のクールヒートトレンチの効果検証 そ

の 4 実測データの分析, 日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学 II, pp. 627-628, 

2014.9 

2.48) 足立勇樹, 永野紳一郎, 鈴木啓泰: 学校建築のクールヒートトレンチの効果検証 そ

の 5 性能向上のための数値解析, 日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学 II, pp. 

629-630, 2014.9 
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2.49) 長尾拓, 西川豊宏, 小林史生: 自然エネルギーを利用した全館換気空調システムに関

する研究 (その 1) 実建物におけるシステムの外気負荷削減に関する実測, 日本建築

学会大会学術講演梗概集, 環境工学 II, pp. 633-634, 2014.9 

2.50) 姜允敬, 長野克則, 中村真人: 札幌市内住宅における省エネルギー換気装置の微生物

汚染調査, 空気調和・衛生工学会学術講演論文集, pp. 109-112, 2014.9 

2.51) 塚本隆史, 小座野貴弘, 宮崎ひろ志, 田中健人: 地熱利用計画支援のための地中温度デ

ータベースの構築 （その 6）免震ピットを利用したクールピットの省エネ効果算

定手法の検討, 日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学 II, pp. 619-620, 2014.9 

2.52) 張晴原: 中国におけるアースチューブの冷却効果 その 1 地中自然温度、吹出し温

度と冷却エネルギー, 日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学 II, pp. 631-632, 

2014.9 

2.53) 木下雅広: クール／ヒートピットの形状と性能に関する研究, 平成 25 年度首都大学

東京修士論文, 2014 

2.54) 橋本翔, 中野一樹, 長谷川雅一, 鳥越順之, 野部達夫: スマートビル構築のための要素

技術検証とその最適化に関する研究 (第４報) 地中熱利用（クール／ウォームピッ

ト）の性能評価, 空気調和・衛生工学会学術講演論文集, pp.157-160, 2014.9 

2.55) 林徹夫, 椎木英理子, 野村幸司, 藤重俊徳, 長孝良, 福島逸成, 佐藤孝輔, 舘景士朗:  研

修施設における環境配慮技術の計画と実証評価 （第 4報）クールヒートトレンチ

と全熱交換器による外気負荷の削減効果, 空気調和・衛生工学会学術講演論文集, pp. 

377-380, 2014.9 

2.56) 山口福太郎, 佐竹晃: 地下ピットの蓄熱利用による空調熱源機の効率向上に関する研

究 その 1 隙間からの漏気を考慮した CFDモデルの検討, 日本建築学会大会学術講

演梗概集, 環境工学 II, pp. 569-570, 2016.8 

2.57) 松鵜さとみ, 上田華子, 二宮秀與: クール／ヒートピット設備における真菌叢に関す

る研究 第 1報 実建物における真菌汚染実態と同定手法, 日本建築学会大会学術講

演梗概集, 環境工学 II, pp. 729-730, 2016.8 

2.58) 湊智大, 宮崎ひろ志塚本隆史:  免震ピット利用空調の建物規模、吸気条件別評価, 日

本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学 I, pp. 813-814, 2016.8 

2.59) 松田優, 堤純一郎, 仲松亮, 屋比久祐盛, Asaduzzaman Mohammad, 又吉伸豪: 石垣市に

おけるクールチューブの効果に関する実測調査, 日本建築学会大会学術講演梗概集, 

環境工学 II, pp. 565-566, 2016.8 

2.60) 神保歩未, 垂水弘夫, 塩谷正樹, 岩瀬和夫: 地域防災環境科学研究所における環境建築

研究 その 25 ヒート＆クールトレンチの熱的効果に関する調査研究, 日本建築学会

大会学術講演梗概集, 環境工学 I, pp. 829-830, 2016.8 
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2.61) 稲垣友規, 尹奎英, 丹羽英治: クール／ヒートチューブの性能予測と設計手法提案に

関する研究 その 3. 冷房期間における設計出口温度と交換熱量の予測, 日本建築学

会大会学術講演梗概集, 環境工学 II, pp. 1053-1054, 2016.8 

2.62) 茂呂将崇, 三田村輝章, 原澤浩毅: 地中熱を利用した全館空調住宅に関する研究 2年

間にわたる実測結果と数値シミュレーションによる分析, 日本建築学会大会学術講

演梗概集, 環境工学 II, pp. 559-560, 2016.8 

2.63) 武廣絵里子, 澤田瑞恵, 権藤尚, 三原邦彰, 冨田洸教: 教育施設におけるクールアンド

ヒートチューブの空気質評価 （その 1） 施設内の細菌, カビの挙動, 日本建築学会

大会学術講演梗概集, 環境工学 II, pp. 727-728, 2016.8 

2.64) 要佑樹, 龍有二: 在宅介護モデル住宅におけるエコリフォーム前後の温熱環境比較評

価 その 2 導入したパッシブシステムの効果検証, 日本建築学会大会学術講演梗概

集, 環境工学 II, pp. 563-564, 2016.8 

2.65) 松鵜さとみ, 上田華子, 二宮秀與: クール/ヒートピットにおける微生物汚染による室

内空気汚染に関する研究 その 2 ピット内建材の付着真菌に関する検討, 日本建築学

会九州支部研究報告, 環境系, pp.101-104, 2017.3 

2.66) 茂木拓也, 三田村輝章, 原澤浩毅: 地中熱を利用した全館空調住宅に関する研究 前橋

市内のモデル住宅を対象とした年間を通じた性能評価とチューブ内結露に関する考

察, 日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学 II, pp.167-168, 2017.8 

2.67) 松鵜さとみ, 二宮秀與: クール/ヒートピットにおける微生物汚染による室内空気汚

染に関する研究 その 3 遺伝子解析による真菌種の検討, 日本建築学会九州支部研究

報告, 環境系, pp.349-352, 2018.3 

2.68) 鈴木宏和, 飯塚悟, 齋藤輝幸, 奥宮正哉: 都市型エコキャンパスのエネルギー性能と環

境性能の検証 第 3報 クール＆ヒートピットの熱利用の検証, 日本建築学会大会学術

講演梗概集, 環境工学 II, pp.365-366, 2018.9 

2.69) 赤井仁志, 土岐達美, 岸本卓也, 片山真理子, 山口麻有: 省エネルギー配慮型庁舎の空

調設備計画とエネルギーマネジメントの取り組み 第 2 報 空調設備計画における省

エネルギー手法の概要, 日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学 II, pp.261-262, 

2018.9 

2.70) 岸本卓也, 片山真理子, 土岐達美, 赤井仁志, 山口麻有: 省エネルギー配慮型庁舎の空

調設備計画とエネルギーマネジメントの取り組み 第 5 報 間接式アースチューブの

運転性能評価結果, 日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学 II, pp.267-268, 2018.9 

2.71) 柳宇, 橋本翔: 空調システムにおけるマイクロバイオームの実態解明とその対策に関

する研究 第 1報 クールピットにおける細菌叢の実態に関する調査研究, 空気調和・

衛生工学会大会学術講演論文集, pp.33-36, 2018.9 
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2.72) 杉原義文, 安達聡子, 村松宏: ホテルオリオンモトブにおけるエネルギー管理 (第４

報) エネルギー性能の分析, 空気調和・衛生工学会大会学術講演論文集, pp.73-76, 

2018.9 

2.73) 松鵜さとみ, 二宮秀與: クール/ヒートピット設備における真菌叢に関する研究 第 4

報 遺伝子解析による菌種の推定, 日本建築学会大会学術講演梗概集, 環境工学 II, 

pp.891-892, 2018.9 

2.74) 茂木拓也, 三田村輝章, 原澤浩毅: 地中熱を利用した全館空調住宅 における 3年間を

通じた性能評価, 日本建築学会技術報告集, Vol. 25, No. 59, pp.229-234, 2019.2 

2.75) 松鵜さとみ, 佐藤龍義, 二宮秀與: クール/ヒートピット設備における真菌叢に関する

研究 第 5報 2018年度実測調査と遺伝子解析, 日本建築学会大会学術講演梗概集, 環

境工学 II, pp.711-712, 2019.9 

2.76) 新村美月, 柳宇, 鍵直樹, 金勲: 空調システムにおけるマイクロバイオームの実態解明

とその対策に関する研究 第 2 報 クールピットにおける細菌叢の経年変化, 空気調

和・衛生工学会大会学術講演論文集, pp.73-76, 2019.9 

2.77) 諏訪菜々瀬, 熊谷雅彦, 土屋裕子, 市丸隼人, 金政秀: 地域の基幹病院における省エネ

ルギーシステム導入事例 （第 5報）中間期における空調運用とクールピット導入効

果, 空気調和・衛生工学会大会学術講演論文集, pp.77-80, 2019.9 

2.78) T. S. Bisoniya, A. Kumar and P. Baredar: Study on Calculation Models of Earth-Air Heat 

Exchanger Systems, Journal of Energy, pp.1-15, 2014 

2.79) G. Mihalakakou: On the heating potential of a single buried pipe using deterministic and 

intelligent techniques, Renewable Energy, Vol. 28, No. 6, pp. 917-927, 2003.5 

2.80) R. Kumar, S.C. Kaushik and S.N. Garg: Heating and cooling potential of an earth-to-air heat 

exchanger using artificial neural network, Renewable Energy, Vol. 31, No. 8, pp.1139-1155, 

2006.7 

2.81) R. Kumar, A.R. Sinha, B.K. Singh and U. Modhukalya: A design optimization tool of earth-

to-air heat exchanger using a genetic algorithm, Renewable Energy, Vol. 33, No. 10, pp. 

2282-2288, 2008.10 

2.82) V. Bansal, R. Misra, G.D. Agrawal and J. Mathur: Performance analysis of earth–pipe–air 

heat exchanger for winter heating, Energy and Buildings, Vol. 41, No. 11, pp. 1151-1154, 

2009.12 

2.83) V. Bansal, R. Misra, G.D. Agrawal and J. Mathur: Performance analysis of earth–pipe–air 

heat exchanger for summer cooling, Energy and Buildings, Vol. 42, No. 5, pp. 645-648, 

2010.5 

2.84) A. Trząski and B. Zawada: The influence of environmental and geometrical factors on air-

ground tube heat exchanger energy efficiency, Building and Environment, Vol. 46, No. 7, pp. 

1436-1444, 2011.7 
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2.85) J. Vaz, M.A. Sattler, E.D. Santos and L.A. Isoldia: Experimental and numerical analysis of 

an earth–air heat exchanger, Energy and Buildings, Vol. 43, No. 9, pp. 2476-2482, 2011.9 

2.86) V. Bansal, R. Mishra, G.D. Agarwal and J. Mathur: Performance analysis of integrated earth-
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第3章 基礎理論 
 

 

3.1 CFD 
3.1.1 CFDの概要及び支配方程式 

Computational Fluid Dynamics (CFD) とはコンピュータの進化に伴い誕生した比較的新し

い分野であり、流体に関する各種物理量の保存式を満足させていくことで熱流体のシミュ

レーションを行う解析手法のことである。風洞実験に代表される実験的な研究と比較した

場合、CFDによるシミュレーションでは低コストかつ理想的な流体の状態を再現でき、各

種物理量の分布が明瞭化されるなどの特徴を持っている。しかし解析対象に合わせた適切

な条件や解析手法を選択しないと正しい解が得られないという点から基礎理論に通じてお

く必要があると言われている。特に計算負荷が必要となる巨大な行列計算を行う場合、以

前はスーパーコンピュータなどを用いることで時間的・空間的に限定して解析が行われて

いたが、CPU の進歩や商用ツールの開発が進むことで特定の設備を持たずとも個人の PC

レベルでの解析が可能となってきた。 

今日では CFD は航空や自動車、電子機器など多くの工業製品の設計に寄与しているが

建築分野においても同様に利用が進みつつある。建築分野ではエネルギーシミュレーショ

ン手法として CFD の他に動的熱負荷計算などがある。動的熱負荷計算の場合、年間のシ

ミュレーションは可能であるが解析精度の問題や各種物理量の分布性状などの把握が困難

である。しかし CFD では居住域の流れや温度また湿度などの時間的・空間的な構造を把

握できるという利点から環境工学分野における各物理量に関する問題の解析や事前解析に

よる設計などに利用されることも少なくない。 

以下より CFDの基礎理論の解説を行うが、まず CFDの基本となる各種物理量の支配方

程式（非等温）を示し、解説を行う。 
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それぞれ圧力 P [Pa]､動粘性係数ν [m2/s]､重力加速度 g [m/s2]､体積膨張率β [1/K]､温度伝

導率α [m2/s]を表す｡Eq. 3.1 は連続の式と呼ばれ、流体における微小体積内を考えた場合そ

の中に流入する流体の質量と流出する質量が等しいという質量保存則より導かれる。一般

に建築分野では非圧縮性流体を解析対象とするため密度ρの時空間的変化が無いと仮定で

きる。このため Eq. 3.2 や Eq. 3.3と異なり、非定常項（時間微分項）である第一項を省略
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できる。Eq. 3.2 は運動量輸送方程式と呼ばれ、第一項から、非定常項・移流項・圧力項・

拡散項（粘性項）・浮力項である。この式は連続の式と同様に微小体積内に流入・流出す

る運動量が上記の計 5 つの項により保存されるというベクトル方程式である。また、Eq. 

3.3 は運動量輸送方程式同様に微小体積内に流入・流出するエネルギー（スカラー量）が

保存される温度輸送方程式であり、右辺の拡散項は熱伝導によるエネルギー拡散現象を表

している。尚、建築分野における流れ場の温度差は比較的小さいことから、これに伴う密

度変化の影響はブシネスク近似により Eq. 3.2 の浮力項に表している。 

尚、本論文中では下添字 i (i=1, 2, 3)は(x, y, z)座標に対応しており、(x1, x2, x3)は三次元デ

カルト座標による表示である(x, y, z)を、(U1, U2, U3)は速度の(U, V, W)を示す。また、添字

が 1つの項で重なっている場合はその添字の和をとるものとする。 

 

3.1.2 支配方程式の計算手法 

1） 離散化手法 

前項にて示した支配方程式は偏微分方程式であり、数値流体解析ではコンピュータの演

算により数値解を求めるが、コンピュータは微分を解析的に解くことは出来ない。このた

め解析対象とする空間や時間を分割し、有限の格子点上において各支配方程式の未知数

（運動量やエネルギーなど）に関する代数方程式や関係式を組み合わせて空間的進行、さ

らには時間的進行を行っていくことで数値解を得る必要がある。このように方程式を時空

間的に分割することを離散化と呼ぶ。離散化された各支配方程式より、行列計算・四則演

算を繰り返し、従属変数である各微小体積内における流速 3成分、温度などを求めていく

こととなる。 

代表的な離散化手法として①有限差分法・②有限体積法・③有限要素法などが一般的で、

①有限差分法は支配方程式の微分項をテイラー級数展開し、対象とする格子点及びその周

辺の格子点のテイラー級数展開による関係式を組み合わせて支配方程式を近似的に表すた

め、容易に離散化が可能な手法である。②有限体積法は解析領域を有限個の領域（コント

ロール・ボリューム、セル、メッシュまたは（計算）格子と呼ばれる）に分割し、それぞ

れのメッシュについて支配方程式の積分を行う。積分を行った後に差分形式に近似し離散

化することで、常に各メッシュの各種物理量の流入出を考えることができるため、各支配

方程式に示される保存式を確実に満たす離散式を得ることが可能である。③有限要素法は

未知数を任意の精度の近似関数で表し、その係数の大きさを重み付き残差法などによりメ

ッシュごとに決定するものである。この離散化手法では多くの場合、三角形のメッシュを

組み合わせて解析領域を構成するため、複雑な形状にも容易に対応が可能である。 

一般に環境工学分野の CFD における離散化手法は②有限体積法であり、本論文におい

ても保存式を満足して非定常的に解析が行うことができ、また後述する SIMPLE系解法の

導入も容易であるため、有限体積法による離散化手法を採用する。 
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2） CFDにおけるメッシュ 

CFDにおいては、離散化された支配方程式を解くためにメッシュの定義手法を決定しな

ければならない。分類としてメッシュが序列をもっているか否かにより構造格子・非構造

格子に分別される。一般に構造格子は有限差分法、有限体積法に利用され、メッシュが直

交座標系により配列が決定され、三次元においては(i, j, k)の 3つの指標でメッシュのアド

レスが決定される。構造格子では支配方程式を変形させることなく、簡易な形で解析を行

えることが利点として挙げられる。一方、非構造格子は有限要素法、序列を考慮しない形

で定式化された有限体積法に利用され、直交座標系に基づかない非規則的な配列をした格

子であり、四面体、六面体などを用いることが可能となり、構造格子の欠点である曲面の

再現性が高いという利点がある。本論文では構造格子による解析を対象としており、以下

では構造格子の解説のみを行う。 

CFDでは圧力場を連続の式より間接的に規定するが、正確な圧力場を運動量輸送方程式

に与えると、結果として得られる速度場は連続の式を満足することとなる。一次元の x方

向運動量輸送方程式の離散化式を立てる場合を考える。まず圧力項-dp/dx を有限体積法に

より積分し、圧力差 pw-peを得る。ここでメッシュの境界面 w、eが各メッシュ間の中央に

あると仮定すると以下の Eq. 3.4が得られる。尚、w、eは境界面、W、Eはメッシュ定義点

（格子点）を意味し、w、Wは現在考えているメッシュ定義点 Pより左側、e、Eは右側と

する。 
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つまり、運動量輸送方程式が隣り合った格子点間ではなく、一つおきの格子点間の圧力

差を含んでいることにより、圧力項に関しては用意されたメッシュよりも実質的に粗い格

子を採用したこととなる。これによりどの格子点 Pにおいても一つおきの圧力が等しいた

め対応する圧力差 pw-peはゼロとなる。従って波状の圧力場を運動量輸送方程式では一様

であると判断してしまい、圧力場の影響を考慮できないため非現実的な速度場が得られる。

対策としてベクトル量の定義点を境界面にずらすことで圧力場の極度な不均一分布性が無

くなる。この定義点をずらした構造格子をスタッガード格子（Staggered Grid：食い違い格

子）といい、スタッガード格子は圧力・温度などのスカラー量をメッシュ中心にて定義し、

速度などのベクトル量に関しては各メッシュの境界面にて定義する手法であり、今日にお

いて一般的に用いられている。 

 

3） 計算アルゴリズム 

支配方程式の離散化式を空間的に解いていく手法は上述したスタッガード格子を用いる

ものであったが、Eq. 3.2 や Eq. 3.3 の左辺に含まれる時間微分項（非定常項）は非定常解

析において最も重要な項となる。この非定常解析時において離散化式を時間方向に解き進

めるためのアルゴリズムには主に陽解法・陰解法がある。 
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陽解法・陰解法のアルゴリズムを解説するにあたり、非定常一次元熱伝導の支配方程式

の離散化を考える。まず Eq. 3.3 は一次元かつ移流項が消去できるため、Eq. 3.5 の通りと

なる。尚、後の式を簡略して扱うために熱伝導率λ[W/m・K]、密度ρ[kg/㎥]、定圧比熱

Cp[J/kg・K]より温度伝導率α=λ/ρCp[m2/s]に代入し、式の変形を行っている。 
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更にρCpを一定と仮定し、計算時間間隔Δt 及びメッシュ幅Δx にわたって Eq. 3.5 の積分

を行いΔtで除すると以下の Eq. 3.6が得られ、非定常項､拡散項は Eq. 3.7､Eq. 3.8に示すよ

うに離散化を行う。下添字の e・w・E・W・P に関しては前述通りで、イメージとして

Figure 3.1 に示すような位置関係となっている。また上添字の n+1・n はそれぞれ時刻

t+Δt・tにおける値を意味する。 
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ft =0は陽解法、ft =1/2はクランク-ニコルソン法（C-N法）、ft =1は陰解法と呼ばれる。こ

れらの関係性を図示すると Figure 3.2のようになる。 

Figure 3.1 Grid points and surface of the control volume (Staggered grid) 
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つまり、TP

n+1 を求めるために陽解法では TP
n・TW

n・TE
n を利用し、陰解法では TP

n・

TW
n+1・TE

n+1を利用する。陽解法では離散化式に 1つの未知数つまり TP
n+1を求めるのみで、

反復計算を必要としないのが大きな特徴で 1タイムステップあたりの計算時間が少ないと

いう利点がある。一方、陰解法では TP
n+1・TW

n+1・TE
n+1が未知数であるため反復計算を行

い、その時点のタイムステップにおいて収束するまで解析が必要となる。また C-N法は ft 

=1/2であることから、各隣接格子点の n+1及び nステップの影響を 1/2で平均化すること

で時間進行的に解析を行っていく点が大きな特徴である。 

この時間・空間進行を考慮した離散化式の連立方程式を立て、四則演算・反復計算によ

り解析を行っていく。尚、解析を行う際の行列計算手法にもいくつかの種類が存在するが、

本論文中での解説は割愛する。 

 

3.1.3 乱流モデル 

1） 乱流モデルの概要 

流体の状態を考えるにあたり最も重要となる指標としてレイノルズ数と呼ばれる無次元

数が存在する。レイノルズ数は粘性力 Fν (=𝜌𝜈𝑙𝑢) [N]、慣性力 Fi (=𝜌𝑙ଶ𝑢ଶ) [N]の比として

以下の Eq. 3.9にて定義される。尚、ρは流体の密度[kg/m3]、lは代表長さ[m]、uは代表速

度[m/s]である。 
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流れの状態はこのレイノルズ数の大小によりおおまかに層流と乱流に分類される。層流

は近接する流体が混ざることなく、層状に流れていく状態のことで、粘性力が慣性力より

も支配的であることから比較的小さいレイノルズ数流れにおいては安定的な流れ場を形成

する。一方、自然界で見られる流れのほとんどが乱流状態にあり、建築分野においてもこ

の状態を物理法則に従い CFD を行う必要がある。しかし後述する計算負荷の問題からす

べての流れの状態を物理法則に従った解析は不可能であることや、一般に乱流状態の特徴

Figure 3.2 Reference image of algorithm for time progressive analysis: (a) Explicit method ; (b) 
Implicit method ; (c) Crank–Nicolson method 
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として流れの状態が不規則であるため決定論的な扱いができず、乱流を統計的に扱う（後

述する乱流モデルなどのモデル化）ことがほとんどである。 

乱流を解く際にはすべての乱流渦を解析し、そのすべて渦の運動エネルギーが熱エネル

ギーへ変換されるまで細分化して解析を行う直接数値シミュレーション(DNS: Direct Nu-

merical Simulation)が最も理想的な乱流の解析手法と言われている。しかし、座標軸に固定

されたメッシュにて物理量を見ることから、すべての渦が熱エネルギーへと散逸するほど

の細かい空間分解能が必要となる。最小の渦（この最小の渦をコルモゴロフのマイクロス

ケールという）を解析するにはその渦と同等の大きさのメッシュ幅が必要となり、コルモ

ゴロフのマイクロスケールは Re 数に応じて指数関数的減衰の式iで表されるため、慣性力

または浮力の強い流れ場ではメッシュ幅を小さくしなければならず、極めて多くのメッシ

ュが要求される。 

DNSは建築分野においては要求される精度と計算負荷のバランスの問題からほとんど用

いられておらず、多くが k-εモデルに代表されるレイノルズ平均モデル(RANS: Reynolds-

Averaged Navier-Stokes equations)やラージエディシミュレーション(LES: Large-Eddy Simula-

tion)による渦のモデル化を行い、乱流状態の解析を行っている。本論では RANSに属する

低レイノルズ数型 k-εモデルにより解析を行うため乱流モデルに関しては主に RANS の解

説を行い、LESについては後述するような簡単な解説のみにとどめておく。 

RANSの導出に際して支配方程式に平均化操作（レイノルズ平均化）を行うと以下の Eq. 

3.10､Eq. 3.11､Eq. 3.12が得られる。Eq. 3.11においては式の簡略化のために等温場と仮定し

ているため、浮力項を無視している。尚、導出方法などの解説は省略するが、詳しくは文

献 3.1)を参照されたい。 
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レイノルズ平均化を行うにあたって、Eq. 3.11 の拡散項に含まれる-𝑢௜ᇱ𝑢௝ᇱ（レイノルズ応
力）、Eq. 3.12の-𝑢௜ᇱ𝜃’（乱流熱フラックス）が移流項から派生して新たな非線形項となる。
三次元流れにおけるレイノルズ応力は次の Eq. 3.13に示す通り、流れが対称性ならば未知

 
i コルモゴロフのマイクロスケールη は乱流の最小の大きさであり、このスケールでは乱れが流体の粘性効果により
熱エネルギーへと散逸するためそれ以下の乱れは生じない。η は流体の動粘性係数ν (=μ /ρ) [m2/s]と後述する乱流エ
ネルギー散逸率ε [m2/s3]により Eq. (i)で表される。さらにε の次元解析によりεを代表速度 U0 [m/s]、代表長さ L0 [m]
で表すと Eq. (ii)となる。Re数は U0・L0 /νで定義できることからη は Re数の関数で表すことができ、Eq. (iii)の通り
となる。 

4/13 )/( ενη =   (i) 0
3
0 / LU=ε   (ii) 4/3

0 Re/ −=Lη   (iii) 
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数が 6個存在する。さらに乱流熱フラックスは𝑢ଵᇱ 𝜃’、𝑢ଶᇱ 𝜃’、𝑢ଷᇱ 𝜃’の 3つが新たな未知数とな
る。 
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3.13 

 

2） 乱流モデルの種類 

レイノルズ応力・乱流熱フラックスの評価手法としての乱流モデルは RANS と LES に

大別される。本論文では RANSに属する乱流モデルを用いるため、LESに関しては簡略的

な解説のみとする。LESは DNSと RANSの間にある解析手法であり、一般的に DNSより

粗く、RANS より細かいメッシュを配置することで、メッシュのスケールより乱流の長さ

スケールが大きい場合（グリッドスケール）には直接数値シミュレーション、それより小

さい場合（サブグリッドスケール）には乱流モデルを使用して解析行うというフィルタリ

ングを行う手法である。このため LESでは解析領域内においてのメッシュの細かさが解析

精度に直結する。解析精度に関しては DNS・LES・RANSの順に高く、それに伴い計算負

荷も精度に準ずるように増大する。以下に RANSに関しての概説を行う。 

三次元の場合、上述のレイノルズ平均化によりレイノルズ応力は等方性ならば 6成分、

乱流熱フラックスは 3成分と新たに未知数が増大する。これにより Eq. 3.1～Eq. 3.3ではそ

のまま解けていたものが Eq. 3.10～Eq. 3.12では解くことができず、方程式をクローズする

ことが不可能となる。この問題はクロージャープロブレムと呼ばれ、この解決策としてレ

イノルズ応力・乱流熱フラックスの新たな方程式を立てることなく、後述する勾配拡散近

似により乱流場の影響をモデル化する手法が RANSである。 

RANSにおいては分子粘性によって生じるせん断応力と速度勾配の関係(Eq. 3.14)と同様

に乱流により生じるせん断応力（レイノルズ応力）と（平均）速度勾配の関係から渦粘性

係数νt[m2/s]を導入することによりレイノルズ応力や乱流熱フラックスを対応付ける。 
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尚、Eq. 3.14のνは動粘性係数(=μ /ρ)[m2/s]となっている。νは流体の物性値であるのに対

して Eq. 3.15 のνtは流れの性状により変化する。Eq. 3.15 の右辺第一項は Eq. 3.14 になら

い、渦粘性と速度勾配の関係を示し、第二項は乱流エネルギーを矛盾なく表現するためク

ロネッカーデルタδijが加わっており、乱流エネルギーは k=𝑢௜ᇱ𝑢௝ᇱ/2と表される。以下では
Figure 3.3のように分類される RANSの内、一般的に利用されている k-εモデルに関する概

要を示す。 
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①標準 k-εモデル（2方程式モデル） 

k-εモデルは運動量輸送方程式を操作することで得られる乱流エネルギーおよび乱流エ

ネルギー散逸率の輸送方程式を立てて求まった乱流エネルギー・散逸率を渦粘性係数に関

連付けるという手法を用いている。これにより乱流エネルギー・散逸率よりνtを求めるこ

とが可能となり、次の Eq. 3.16 よりνtが求まる。また乱流エネルギー・散逸率の輸送方程

式は Eq. 3.17､Eq. 3.18である。 
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尚、Cμ・σk・σε・C1・C2はモデル定数であり、一般的には順に 0.09・1・1.3・1.44・

1.92の値を採用することが多い 

 

②低レイノルズ数型 k-εモデル（2方程式モデル） 

標準 k-εモデルでは壁近傍での減衰効果や粘性効果のある流れ場、または強い安定性層

が生じることで乱れが減衰し、擬似的な層流状態となる流れ場などの解析に対しては一般

に高精度の解を与えることが出来ないという問題がある。この問題に対して低レイノルズ

数型 k-εモデルでは改善策として次の 3点が施されている。ⅰ：νt算出の際の壁座標の算出

および乱流レイノルズ数 Retをパラメータとする減衰関数 fμの導入、ⅱ：εの輸送方程式の

生成項・散逸項に対してモデル関数 f1・f2の導入、ⅲ：壁近傍の領域に十分細かいメッシ

ュを配置することで壁近傍の乱流挙動・低レイノルズ数効果を正しく評価。以上の 3点の

改善策を施し、等温流れ場を仮定した支配方程式は次の通りとなる。 
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Figure 3.3 Classification of RANS models 

Reynolds-Averaged Navier-
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支配方程式中の記号を Table 3.1に示す。 

 

本論文では先に述べた標準 k-εモデルと比較して壁面近傍領域の強い粘性応力作用と乱

れの減衰作用を考慮するという点からピット内の熱伝達性状を詳細に正しく評価するため、

この低レイノルズ数型 k-εモデルを乱流モデルとして採用している。Cμ・σk・σε・C1・C2

はモデル定数であり、本論文においては順に 0.09・1.4・1.4・1.5・1.9 の値を採用する。

Table 3.1の xnは鉛直方向座標[m]、uは壁面接線方向の速度成分[m/s]を表す。 

尚、レイノルズ応力に関しては以上であるが、非等温流れ場においては乱流熱フラック

スの評価も必要となる。本論文では平均の温度勾配と新たに導入する乱流温度拡散率αtに

関連付けて乱流熱フラックスを次の式にて定義する。 
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ここで、レイノルズ応力を算出する際に必要となる渦動粘性係数νtと同様にαtを何らか

の形でモデル化する必要がある。νtでは k-εなどの乱流モデルの 0方程式モデル・1方程式

モデル・2方程式モデルといった手法が取られており、αtでも 0方程式モデルや 2方程式

モデルなどが提案されている。本論文ではその内、0 方程式モデルに相当する速度場と温

度場の相似性を仮定した手法を用いる。相似性に関してはαtを渦動粘性係数と乱流プラン

トル数 Prtを関連付けて以下の式で表される。尚、本論文中の Prtは一般的に採用されてい

る定数(=0.9)を採用する。 
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Table 3.1 Numerical formulas of the Low-Re k-ε model 
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3.1.4 境界条件 

1） 境界条件の概要 

CFDにおいては支配方程式を解くことで隣り合ったメッシュに流入・流出する物理量を

保存させることにより全体および個々のメッシュの物理量の保存則を満足させる。流体部

のメッシュが連続的に存在する領域に関しては、支配方程式の解を隣り合ったメッシュに

対して影響を及ぼす。解析領域外に接する面や流体部と固体部の境界面などに対しては条

件を付与することで、隣り合う面からの影響を考慮し解析を行うことが可能となる。言い

換えれば、境界条件を設定しないと離散化された支配方程式の解析が行うことが出来ない

ということになる。ここでは CFD の境界条件において最も重要な運動量輸送方程式・温

度輸送方程式に関する境界条件について述べる。 

まず運動量輸送方程式の境界条件では流入・流出境界条件や壁面境界条件が存在する。

本論文では壁面境界条件を対象に解説を行う。運動量輸送方程式の支配方程式は Eq. 3.2、

レイノルズ平均化された支配方程式は Eq. 3.11に示した通りである。壁面境界条件は壁面

近傍の第一メッシュ（以下、P1）におけるそれぞれの式の拡散項の壁面せん断応力τwallを、

もしくはτwallを与えるための速度勾配を推定するための条件である。また温度輸送方程式

の支配方程式は Eq. 3.3、レイノルズ平均化された支配方程式は Eq. 3.12であるが、温度輸

送方程式の場合、拡散項中の壁面熱フラックス hwallもしくは hwallを与える温度勾配を推定

するための条件が壁面境界条件となる。 

流体の粘性を考える場合、ニュートン流体・非ニュートン流体に大別される。ニュート

ン流体は流れの接線方向のせん断応力と流れの速度勾配（せん断速度）が比例するという

仮定で空気や水などではこの比例関係が正しく成り立つ。反対に非ニュートン流体はニュ

ートン流体に属さず、せん断応力と流れの速度勾配は非線形的な関係を示す。ニュートン

流体の仮定を式で示すと次の Eq. 3.32の通りである。また壁面においてもこの関係が成り

立ち、Eq. 3.33に示す関係となる。尚、Eq. 3.33は Eq. 3.14と同様の考え方となっている。 
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さらに壁面近傍の速度分布と壁面せん断応力には Figure 3.4の関係(Eq. 3.34､Eq. 3.35)が

よく成立することが知られている。 
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y+は壁座標と呼ばれる無次元数であり、uτは摩擦速度と呼ばれる。特に y+は後述する壁

関数におけるパラメータとして採用されることが多い。 

 

2） 境界条件の種類 

①NO-Slip条件 

No-Slip条件は現実の物理現象に対応する条件であり、壁面において壁面に沿う風速を 0

とし、壁近傍において与えられる直線速度分布を考慮し壁面せん断応力τwallを推定する。 
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No-Slip 条件の特徴としてτwallはメッシュ幅が一定値であるため upのみで決定される。

このため upを正しく算出しなければならないが、一般に壁面近傍の壁面に沿う流速分布の

イメージは Figure 3.5 に示す通り、壁面近傍のメッシュを細かく取り、P1に関してはメッ

シュ幅を小さくすることで正しいτwallを求めることが必要となる。 

Figure 3.4 Relationships between velocity in the wall-tangential direction and  
dimensionless wall distance (y+) 

u

y +10 100

Viscous
sublayer

Log-law
region
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従って実現象と同等のτwallを求めるならば粘性底層（壁座標 y+が 5～10以下の領域）に

対して十分なメッシュを配置、さらに壁面に置いてコルモゴロフのマイクロスケールまで

分解し No-Slip 条件を与える事となる。一般に、No-Slip 条件は低レイノルズ数型 k-εモデ

ルと組み合わせて利用される。 

 

②Free-Slip条件 

壁面近傍の接線方向の速度成分 u や壁面近傍の温度θ が無限遠方まで変化しないという

条件であり、境界面において壁面せん断応力および壁面熱フラックスの影響がないことを

意味する。次の式で表現され、特に Eq. 3.39を断熱条件と呼ぶ。 
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③壁関数 

実現象に近い解析を行う場合の壁面境界条件は No-Slip条件であることと No-slip条件で

は計算負荷が増大するということは前述の通りである。解析コスト及び精度を実用的に考

えた場合はメッシュを細くすることが不利となる場合が多い。この問題を回避するための

手法が壁関数であり、壁面近傍の接線方向の速度勾配をモデル化することで壁面近傍のメ

ッシュが多少粗くても解析精度がある程度保つ境界条件である。また壁関数では一般的に

P1の接線方向速度の定義点(=0.5hp)は対数領域に位置することを前提としている。Table 3.2

の Eq. 3.40～Eq. 3.45のような､べき乗則、対数則、一般化対数則が存在する。特に温度に

Figure 3.5 velocity gradient near the wall 
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関する壁関数として建築分野で慣用的に用いられている対流熱伝達率がある。対流熱伝達

率による hwallの算出は温度差に比例する 1次関数となる。 

 
④解析的壁関数 

従来の壁関数では y+を使用することが多いが、流れの剥離・再付着付近では壁からの距

離に関係なく y+が常にゼロになるなどの問題が生ずる。これは y+中の壁面摩擦速度 uτがゼ

ロに近い値を示すため、uτのみをパラメータとする y+もそれに伴いゼロに近い値を示すこ

とに起因する。この問題に対して Craft ら 3.2）は uτから y+や壁面せん断応力・壁面熱フラ

ックスを求めていくのではなく、P1 における乱流エネルギーで定義した新たな壁座標

y*(=𝑦ඥ𝑘௉భ/𝜈 )を用いることで流れの剥離・再付着にも対応できるように解析的壁関数の提

案を行っている。 

この壁関数では壁面近傍のメッシュで運動量・温度輸送方程式を解析的に積分すること

でモデル化を行い、壁面せん断応力・壁面熱フラックスを求めていく。解析的壁関数は壁

面近傍のメッシュ解像度による解析結果への影響が小さいとされており、低レイノルズ数

効果を把握するため低レイノルズ数型 k-εモデルを採用した場合でも壁面近傍のメッシュ

を非常に細かくすることなく解析を行うことができる点が特徴的である。 

粘性底層においては y*が 0となることを想定しており、P1が粘性底層内に位置する場合

と対数領域に位置する場合など、状況に応じて使用する壁関数を切り替えて解析を行って

いくものである。解析的壁関数はこのようなハイブリッド境界条件を採用しており、壁関

数の導出や式の記述は極めて煩雑となるため詳しくは文献 3.3 もしくは 3.4 を参照された

い。一例として P1における𝑦௡∗が𝑘௉భにより無次元化された粘性底層境界の壁座標𝑦௩∗内に位
置する場合の壁関数は Eq. 3.46～Eq. 3.50 の通りである。尚、𝜃௉భは壁面近傍第一メッシュ
P1における温度であり、ここから hwallを求めていくことで通常の境界条件と同様に壁面熱

フラックスを算出することが可能である。 

Table 3.2 Examples of the wall-function 
Power-law 

(Momentum transport equation) 
p

p
t

phwall

h
u

m )2/1(
1)()2/1(

⋅+=≈ νν
ρ

τ
ρ

τ  3.40 

Logarithmic-law 
(Momentum transport equation) Cyu wall

wall

p +⋅=
ν

ρτ
κρτ

2/1

2/1
)/(log1

)/(
 3.41 

Logarithmic-law 
(Temp. transport equation) 

)Pr(Pr,logPr
/ t

t

pwall

pwall AyEu
Ch

+=
− +

κρ
θθ

τ

 
3.42 

Generalized logarithmic-law 
(Momentum transport equation) νκρτ

μ
μ

2/12/1
2/12/1 )()2/1(

log1)(
/

pp
p

wall

p kChE
kC

u ⋅⋅
=⋅  3.43 

Generalized logarithmic-law 
(Temp. transport equation) 

( ) ( ) ( )[ ]2/12/12/12/1 2/1logPr
/ pp

t
p

pw

pwall kChEkC
Ch

⋅⋅⋅=⋅⋅
−

μμ κρ
θθ  3.44 

Convective heat transfer coefficient 
(Temp. transport equation) 

( )repwallcwh θθα −=  3.45 

κ : Kármán's constant (-), C: Constant of integration (-), E: Experience constant (-), 𝐸: Experience constant (-),  
kp : Turbulence kinetic energy at the near wall grid (m2/s2), θrep : Representative temperature (K), 1/m：Exponent (-) 
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 wallv
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










−
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







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
+= **2*

*3*
*
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1 23
Pr

2
Pr

 3.46 

 ( )[ ]yyb vv
**1 −+= μμμ  3.47 

 
y

b
wall v

vwall

μ
μμ

μ *
−=  3.48 

 







∂
∂=

x
TU

k
C

Pv

v
th ρ

ρ
μ

1
2

2
 3.49 

 
kC

hA
Pv

v

P

wall
th

1ρ
μ

−=  3.50 

 

3.1.5 放射熱伝達 

1） 形態係数 

放射による熱伝達は屋内空間・屋外空間の温熱環境の形成に寄与することから、詳細な

温度場の解析においては無視できないものである。CFDは標準で放射熱伝達が考慮されて

いるのではなく、対流・熱伝導の解析のみ行うことができる。日射に代表される短波長放

射、赤外線に代表される長波長放射は厳密に追求していこうとすると反射など影響から非

常に煩雑となり、一つ一つの波を追っていくと計算負荷・精度の両面を考えた場合、CFD

ではあまり適切な方法とは言えない。CFDでは一般的にモンテカルロ法による形態係数の

算出を行い、これに相互反射の影響を加味した Gebhart の吸収係数を導入し熱収支式を各

メッシュにおいて満足させることで放射解析を行っている。まず以下より形態係数の算出

手法の概説を行う。尚、ここで放射は長波長を意味し、放射解析時の仮定として①流体部

は放射に寄与しない、②すべての固体表面上において熱放射・熱反射の指向性は考慮しな

い、つまり均等拡散面とする仮定を行っている。 

まず、i面、j面間の 2面の放射による熱伝達量𝐸௜௝ௗを考えた場合、次の式の通りとなる。
ここで Eijは i面から j面に直接入射・吸収される熱量、Fijは形態係数と呼ばれ、i面から

放射された熱エネルギーの内、j面に到達する割合を表す。またσはステファンボルツマン

定数[W/m2K4]、Tiなどは表面温度[K]を表している。 

 )()( 44 TFTFEEE jjjiiiiijjjiij
d
ij σεεσεε −=−=  3.51 𝐸௜௝ௗを求めるにあたり、各面の形態係数の算出が必要となる。モンテカルロ法による算

出では放射束の放出方向などを乱数の発生により決定し、これらの放射束を追跡すること

により対象とする面に届く割合、つまり形態係数を求めていくものである。これは次の

Eq. 3.52に表される通りで、全放出数を Nt、i面から j面に到達した放射束の数を Nijとすれ

ば Fijが求まるということを表す。 
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t

ij
ij N

N
F =  3.52 

また形態係数はエネルギーの平衡の面から見て、次に示す Eq. 3.53､Eq. 3.54の相反則、

総和則を満たす必要がある。尚、式中の Aは各面の面積を表す。 

 jijiji FAFA =  3.53 

 1
1

=
=

n

j
ijF  3.54 

Eq. 3.54の表すものとしては閉空間において j面のみならず k, l, m…と多くの面があるこ

とが想定され、それらの Nij・Nik・Nil・Nimを加算し、Ntで除すると 1になる。つまり放射

束の散逸はなく空間内で保存されるというものである。しかし相反則の Eq. 3.53を満たす

とは限らない。このためモンテカルロ法により求めたFij、FjiをAi、Ajを用いて修正する。

結果的に相反則を満たすように形態係数を算出しても今度は総和則が満足されないため、

同じように修正を行い反復的試行により形態係数を求めていく。 

 

2） Gebhartの吸収係数 

閉空間においては入射する放射エネルギーの一部は反射され、他の固体表面に入射する。

このため相互反射を考慮した熱輸送係数を定義する必要があり、本論文においては

Gebhart の吸収係数がこれに当たる。形態係数は相互反射を考慮していないのに対して

Gebhart の吸収係数は形態係数の算出時の考え方を応用し、相互反射を係数に反映させる

ことを可能にしている。吸収係数の導出法としては以下に記す。 

i面、j面間の Gebhartの吸収係数 Bijを用いて、各壁面での反射を考慮した i面から j面

への放射による実質的な熱伝達量 Qt
ij[W]は以下の式で定義される。 

 iij
t
ij RBQ =  3.55 

ここで Riは i面から放射される熱エネルギー[W]である。この Riは i面から直接 j面へ到

達する場合、i面から他の面を経由して j面へ到達する場合の 2通りが考えられる。まず、

直接的に到達する熱伝達量 Qd
ijは i面から放射される全エネルギー(Ri)は次の Eq. 3.56であ

る。 

 TAR iiii
4σε=  3.56 

このうち直接 j面に到達、吸収される熱エネルギーは式の通りとなる。 

 TAFRFQ iijiijiijj
d
ij

4εσεε ==  3.57 

また i面から j面へ間接的に伝達される熱伝達量 Qr
ij[W]を考えるにあたり、i面から放射

され i、j面以外の面 kに入射する熱エネルギーは Eq. 3.58で表される。 



 
 

第 3章 基礎理論 
 
 

58 
 

 TAFRF iiiikiik
4σε=  3.58 

さらに k面で反射される熱エネルギーは Eq. 3.59の通りとなる。 

 TAFRF iiiikkiikk
4)1()1( σεεε −=−  3.59 

k面で反射され、実質的に j面に到達、吸収される熱エネルギーは k、j面間の Gebhartの

吸収係数を用いると Eq. 3.60で表される。 

 TAFBRFB iiiikkkjiikkkj
4)1()1( σεεε −=−  3.60 

i面から放射され、k面を経て j面に到達する全熱エネルギーQr
ij[W]は Eq. 3.60を k=1か

ら固体表面分割数 nまでの総和したものであるため以下の Eq. 3.61のように表される。 

  −=
=

n

k
iikkkj

r
ij RFBQ

1
)1( ε  3.61 

従って各壁面での反射を考慮した i面から j面への放射による実質的な熱伝達量Qt
ijはBij

を用いることで Eq. 3.62の通りとなり、これは Eq. 3.57、Eq. 3.61の和である。 

  −+==
=

n

k
iikkkjiijjiij

t
ij RFBRFRBQ

1
)1( εε  3.62 

Eq. 3.62を整理すると Bijを未知数とする nの 2乗の連立一次元方程式であり、形態係数

Fij、放射率εiが与えられると、Gebhartの吸収係数が求まる。 

これにより算出される Gebhartの吸収係数より i面における入射と放射を考慮した i面か

ら実質的に放射される熱エネルギーQri[W]が次式のように与えられる。 

 TATABRRBQ jii

n

j
jjjji

n

j
ijjiri

4

1

4

1
σεσε −= −=

==
 3.63 

尚、Gebhart の吸収係数の吸収係数に対しても形態係数と同様に相反則及び総和則が成

立する。 

 

3.1.6 固体内の熱移動 

固体内の熱伝導を解く際は Eq. 3.5 に示した支配方程式を解くこととなるが、流体・固

体間の壁面の熱収支をとるために熱伝導量 Qcdを算出する必要がある。定常状態において、

固体内の熱伝導量はその対象とする領域の温度勾配と面積に比例する。これはフーリエの

法則と呼ばれるものであり、壁面 iでの熱伝導量 Qcdi[W]は次のように表される。 

 )( jiijicdi TTKAQ −=  3.64 

ここで、Aiは i・j面の面積[m2]、Kijは総合熱伝達率[W/m2･K]、Tiは要素 iの固体内部の

温度[℃]を、Tjは室内側流体部第一メッシュにおける温度[℃]を表す。また、Kijは x1を要



 
 

第 3章 基礎理論 
 
 

59 
 

素 iから壁面（境界面）までの距離[m]、x2を要素 jから壁面までの距離[m]、λ1を固体の熱

伝導率[W/m･K]、λ2を流体の熱伝導率[W/m･K]とした場合、以下のとおりである。 

 
1

2

2

1

1
−









+=

λλ
xxKij  3.65 

ここに熱伝達係数を利用する場合は熱伝達係数αcに流体側の熱伝導率を考慮に入れて次

の式で表される。 

 
1

1

1 1
−









+=

c
ij

xK
αλ  3.66 

また、壁面表面温度 Twi[℃]は Ti、Tjをそれぞれの熱抵抗値の逆数 hi(=λ1 / x1)、hj(=λ2 / x2)

の加重平均を行うことで表面温度を求めていく。尚、流体側の熱抵抗値の逆数に関しては

条件に応じて温度の対数則や壁関数などから算出する。 

 
hh

ThThT
ji

jjii
wi

+

+
=  3.67 

 

3.1.7 CFDと放射の連成解析 

通常固体表面においては、Figure 3.6 に示すように周囲空気との熱交換（対流熱伝達）、

周辺の固体表面との熱交換（放射熱伝達）、固体内部との熱交換（熱伝導）によって熱伝

達を行う。 

 

これらの熱移動プロセスを連成させて解析を行う際には、常に Eq. 3.68に示す熱収支式

を満足しなければならない。すなわち、この熱収支式を満たすように各熱移動プロセスが

連成され解析が進められる。尚、式中の記号 Qcv、Qr、Qcd、Qgはそれぞれ対流による熱移

動、放射による熱移動、伝導による熱移動、発生項あるいは消失項を意味する。 

 0=+++ QQQQ gcdrcv  3.68 

Figure 3.6 Respective heat transfer on the wall surface 

Conductive
heat transfer: Qcd

Temperature of the 
wall surface: Tw

WallOutside

Outside air
temperature: To

Inside (analysis domain)

Heat value: Qg

Convective
heat transfer: Qcv

Radiative 
heat transfer: Qr
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対流・放射・熱伝導の連成解析を行うには、固体表面において Eq. 3.68の熱収支式を満

足するという拘束条件がある。伝導、対流および放射による熱移動現象はそれぞれ個別に

解析されるため、それぞれの解析において固体表面での境界条件が必要となる。これらの

境界条件を導出する役割を果たすのが Eq. 3.68に示す熱収支式である。従って、以下では

Eq. 3.68を境界条件とする放射・対流・熱伝導の連成解析手法について、1）対流熱伝達量

を境界条件として与えた場合、あるいは、2）表面温度を境界条件として与えた場合につ

いて説明する。 

1） 連成解析において対流熱伝達量を境界条件とする場合 

解析フローを Figure 3.7 に示す。連成解析の境界条件となる対流伝達量 Qcviは、熱伝導

量 Qcdi及び実質的な放射熱伝達量 Qriを熱収支式 Eq. 3.68に代入することで算出される。こ

こで i は微小面要素を表す。この Qcviを用いて連成解析により室内空気の温度分布を算出

することで、空気温度より Twiが新たに算出される。ここまでは、Eq. 3.68を満たしていた

が、新たに Twiが算出されたため、この Twiを用いて Qcdi、Qriを修正する必要がある。その

結果、Eq. 3.68を満足することが出来なくなり、修正された Qcdi、Qriを用い Qcviを再度算

出する。この手順を収束するまで繰り返す。 

 
 

Figure 3.7 Flow chart of the coupled analysis (convective, radiative, and conductive heat transfer)
In case of the boundary condition is defined by the amount of convective heat transfer 
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2） 連成解析において固体表面温度を境界条件とする場合 

解析フローを Figure 3.8に示す。 

 
固体表面温度 Twiを用いて連成解析を行うことにより空気温度分布および固体表面の対

流熱伝達量 Qcviが算出される。その際に、一般的には熱伝達率などの壁関数が用いられる。

同時にこの時点の Twiを用いて熱伝導計算、放射計算を行う。放射計算においては Eq. 3.69

～Eq. 3.71に示すように、固体表面の実質的な放射伝達量 Qriを他の面へ放出する放射熱量

Qr-out, iと、他の面から入射する放射熱量 Qr-in, iに分ける。 

 TATABQQQ iii

n

j
jjjjiioutriinrri

4

1

4
,, σεσε −=−=

=
−−  3.69 

 =
=

−

n

j
jjjjiiinr TABQ

1

4
, σε  3.70 

 TAQ iiiioutr
4

, σε=−  3.71 

この時点での他の面 jの温度 Twjを用いて、i面の Qr-in, iのみを算出する。次に熱収支式

Eq. 3.68を満たすように、Eq. 3.71により i面からの放射熱量 Qr-out, iを求める。この Qr-out, i

を用いて新たな固体表面温度 Twiを算出する。この修正された Twiを用い、連成解析から空

気温度分布及び固体表面の対流熱伝達量を算出する。この手順を収束するまで繰り返す。 

Figure 3.8 Flow chart of the coupled analysis (convective, radiative and conductive heat transfer)
In case of the boundary condition is defined by temperature of the wall surface 
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3.2 最適化問題 
3.2.1 最適化問題 

最適化問題（数理計画問題）とは意思決定者の価値基準に照らして最も適した解を見出

す問題､手法である｡工学設計などの意思決定問題を解くための最適化問題（単目的）は次

のように定義される｡ 

 目的: Min)( →xf  

 制約: X∈x  

f(x)は目的関数､xは設計変数と呼ばれ､n次元の実数のベクトルである｡これが複数の目的

に関する最適化である多目的最適化では次にように定式化される｡ 

 目的: Min))(...,),((:)( 1 →= xxx mfff  

 制約: X∈x  

多目的最適化問題において､すべての目的を最小化（もしくは最大化）させる解は存在

せず､トレードオフの関係にあることがほとんどである｡このため､いずれか（もしくは全

て）の目的関数の最小化（もしくは最大化）という目的を妥協して､目的の達成に対して

全体的なバランスのとれた解を探索していくこととなる｡ 

ここで､最適化問題で頻出する用語を図説する（Figure 3.9に示す｡f (x)→Minを考える）｡ 

 
Figure 3.9 Meaning of each part for the metamodel 
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図中の Design space（設計空間）は設計変数の組み合わせによる集合であり､設計変数の

種類に応じで空間の次元が増えていく｡Solution space（解空間）は設計空間上の目的関数

を意味する｡Local optimal solution（局所解）は最適ではないが､解空間上での良好な解の集

合である｡Global optimal solution（大域解もしくは大域的最適解）は解空間上での最も良好

な解を意味する｡ 

最適化を実施するにあたり､設計変数の定義（値が連続値か離散値か､離散値であればそ

の値に大小関係が存在するか否か）や目的関数の形状､最適化の初期段階でその関数が既

知か否かで最適化手法は異なる｡尚､本論文では未知の目的関数のモデル化による最適化を

対象としているため､目的関数が未知の場合での最適化手法について解説する｡まず､以下

に設計変数の定義及び目的関数の形状に応じた最適化問題の概要を示す｡ 

1） 線形計画問題 

目的関数や制約条件が設計変数に対して線形の関係を持つものであり､その最適化は容

易である｡ 

 

2） 非線形計画問題 

目的関数や制約条件が設計変数に対して非線形の関係を持つこととなる｡特に目的関数

が二次関数となるものを二次計画問題､目的関数が凸関数となるものを凸計画問題と呼ば

れる｡この二次計画､凸計画問題（単峰性）は極値となる点の探索となり､比較的簡単な最

適化問題に位置付けられている｡一方でこれらに属さないような多峰性の非線形計画問題

では大域解（最良解）に加えて局所解（優良解）も存在する｡最適化時には局所解に陥ら

ない（トラップされない）ような処理が必要であるため､線形計画問題と比較すると大域

解の探索が難しく､最適化までに要する処理も必然的に長くなる｡ 

 

3） 整数計画問題 

設計変数が離散値であり､設計変数に大小関係が存在するような最適化問題である｡例え

ば､設計変数がファンの羽の数､ネジの本数などの場合がこの整数計画問題に相当する｡尚､

連続値､離散値が混在する最適化問題は混合整数計画問題とも呼ばれる｡ 

 

4） 組合せ最適化問題 

設計変数が離散値であり､例えば､設計変数が{On Off}の 2 択かつ､この情報を{1 0}に変

換する必要がある場合など､その変換した情報に大小関係が存在しない問題がこれに当た

る｡計算量の観点から言えば､目的関数が既知である場合など､すべての組み合わせを試行

できる場合は､総当り的に組み合わせを評価し､最適解を得ることは容易である｡しかし､目

的関数が既知ではなく､目的関数（メタモデル）を得るために別途計算をしないといけな

い､という場合には計算負荷を削減するために､組み合わせの数を限定してメタモデリング

を実施し､最適化を行うといった対策が講じられる｡ 
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5） 多目的最適化問題 

目的関数が複数ある場合には多目的最適化問題と呼ばれる｡目的関数同士は一方を良く

しようとすると､もう一方が悪くなるといったトレードオフの関係にあることがほとんど

であり､全目的関数が大域的最適解をとるような解は存在することはまず無い｡従って､全

目的関数のバランスの良い解を求めていく必要がある｡多目的最適化で得られるパレート

解の集合をパレートフロントと呼び､このフロントにあるパレート解の一つを多目的の場

合における最適解とする｡この際､どの解を選択するかは最適化を行うものに委ねられる｡

例えば､目的関数 f1(x)よりも目的関数 f2(x)を優先したいのであればパレートフロントの内､

f2(x)の評価値が高い方を選択するなど､目的とする対象によって設計値とする解は異なる｡

本論文では､多目的な最適化を実施するため､多目的最適化問題の探索手法について解説す

る｡ 

多目的最適化問題を考える場合､各目的を評価する関数=目的関数（または評価関数）が

既知か否かで最適化のフローは異なる｡目的関数が未知の場合､つまり設計変数が目的関数

に及ぼす影響が未知の場合は一般的に､実験､実測､シミュレーション等に基づいた事前の

目的関数のモデル化が必要となる｡この手法は何らかの現象（対象モデル）のモデル化で

あり上位のモデルを作成する行為､つまりメタモデリングと呼ばれ､そのモデルはメタモデ

ルもしくは近似関数とも称される｡目的関数 2 種､設計変数 2 種の場合､次式のように目的

関数が記述できる｡ここで､f1､f2が目的関数､x1､x2が設計変数である｡尚､x=[x1 x2]のベクトル

として目的関数の引数として表すこともある｡CFDを用いた最適化の場合､設計変数の目的

関数への応答を求めて目的関数を近似していく手法（逐次近似最適化）が一般的である｡ 

 )(),( 21222111 ,  xxff,  xxff ==  

 

3.2.2 メタモデル 

メタモデリング手法として最も単純な手法は､設計変数同士の組み合わせで考えられる

だけの試行（以下､サンプリング）を繰り返して目的関数を近似する手法である｡ただし､

この手法は膨大なサンプリング回数をこなさなければならないため､一回の試行に多くの

時間を要するサンプリング手法（実験､CFD等）の場合は現実的ではなく､サンプリング回

数を限定し､少ないサンプリング回数で目的関数の近似を行うのが常である｡以下では､ま

ず､メタモデリング手法を幾つか解説するが､本論文では Kriging による応答曲面でメタモ

デリング及びこのメタモデルを利用した多目的最適化を実施するため､特に Krigingについ

て詳説する｡ 

1） 線形近似・指数近似・対数近似・多項式近似 

事前にメタモデルの大まかな近似の形を決めた上で式の各項の係数を最小二乗法により

求めるメタモデリング手法である｡求めた係数をもとに目的関数を表現する｡実際のモデル
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の形がメタモデルで表現可能な範囲では有効な手法であり､特に実際のモデルの形が事前

にある程度わかっている場合に利用されることが多い｡ 

 

2） Kriging 

未知空間に対するサンプル点とその重みに基づき､バリオグラムと呼ばれる変数を推定

し､この変数により未知空間を補間する｡以下では Kriging によるメタモデリング手法につ

いて解説する｡M個のサンプル f (x(1))､f (x(2))､…､f (x(M))が与えられたとき f (x)を次式により

近似する｡ 

 )()(ˆ xxf εμ +=  3.72 

Eq. 3.72 のμ はグローバルモデル､ε (x) はローカルモデルである｡グローバルモデルは与

えられたすべてのサンプル点の平均である｡ローカルモデルは点 x でのμ からの偏差を表

し､正規分布に従う確率変数 N(0, σ 2)として定義される｡任意の 2点間(x(i), x(j))の偏差に関す

る相関は次式の相関関数で定義される｡ 

 

∏
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3.73 

式中の Rk (x(i)
k, x(j)

k)は k番目の設計変数 xk (k=1, 2, …, n)に沿った相関関数である｡相関関

数は多種存在する｡ここでは Eq. 3.74の相関関数を考える｡式中のθkは xk毎の距離に対する

重みである｡ 

 )0(exp),(
2)()()()( ≥
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Krigingはμ､σ 2､θ の値で一意に定まる｡ここではμ､σ 2､θ に関する尤度関数 Ln(μ, σ 2,θ )が

最大となるときの値を考える｡まず､Ln(μ, σ 2,θ )が最大となるときのμとσ 2は次式で陽的に

求めることができる｡ 

 

1R1
fR1

1T

1T

−

−

=μ  3.75 

 

M
)()( 1T

2 μμσ 1fR1f −−=
−

 3.76 

Rは(i, j)要素が Corr[ε (x(i)), ε (x(j))]となる M次の正方行列､fは[f (x(1)), f (x(2)), …, f (x(M))]T､

1は M次元の単位ベクトルを意味する｡θ は次式で表される Ln(μ, σ 2,θ )が最大時の値を探

索する｡ 

 𝐿𝑛(𝜇, 𝜎ଶ, 𝜃) = − 𝑀2 𝑙𝑛( 𝜎ଶ) − 12 𝑙𝑛( |𝑅|) 3.77 

以上より､Eq. 3.72は以下の Eq. 3.78の通りに記述できる｡ 
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 )()(ˆ 1T μμ 1fRr −+= −xf  3.78 

rは i番目の要素が Corr[ε (x), ε (x(i))]となる M次元のベクトルである｡また､Krigingによ

る応答曲面(Eq. 3.72)の平均二乗誤差は次式で表すことができる｡ 

 
( )








 −+−= −

−
−

1R1
rR1rRr 1T

1T
1T2 11)(ˆ σxs  3.79 

この式の r及び Rの定義より､点 xが既知サンプル点 x(1)､x(2)､…､x(M)から遠いほど平均二

乗誤差が大きくなり､同時に点 x で推定される近似関数の値に含まれる不確かさが高いこ

とを意味することがわかる｡また､既知サンプル点の誤差は 0 として扱われる｡これを図示

すると､Figure 3.10のようなイメージである｡ 

 
 

3） RBFネットワーク 

入力層・隠れ層・出力層の 3層のニューラルネットワークによる任意の非線形関数の近

似手法である｡RBF ネットワークでは基底関数を出力層で重ね合わせることにより未知の

区間の補間を行う｡関数形状を複数重ね合わせることで近似することから非線形性の強い

目的関数を表現できる｡ただし､過剰に複雑な関数が生成される可能性もある｡ 

 

3.2.3 初期サンプリング（実験計画法） 

メタモデリングが必要な場合はサンプリングを行い､設計変数と目的関数に関するデー

タを収集しモデリングを進める｡サンプリングが容易な場合は初期サンプリング数を膨大

にとり､解空間を網羅するようにサンプリングを実施すると追加サンプリングは不要であ

る｡実際には､非効率であるため初期サンプリング→追加サンプリングというプロセスを踏

Figure 3.10 Modeling the objective function using Kriging method 
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むことが多い｡ここでは､実験計画法の内､ラテン超方格法とランダムサンプリングについ

て解説を行う｡ 

1） ラテン超方格法 

複数の設計変数がある場合に､任意のサンプリング数にて対して､それぞれの設計変数が

その範囲内で一様に現れ､なおかつそれぞれの設計変数の組み合わせが重複しないように

それぞれのサンプルでの設計変数を決定する｡設計変数の決定にあたっては､累積確率密度

をサンプリング数で除し､その密度に応じてランダムに設計変数を選ぶという特徴を持つ｡

設計変数が dv1と dv2の 2種の場合､ラテン方格法に対応する｡例えば､ある設計変数 dv1の

離散幅Δ x1があるとする｡この dv1は､0<=dv1<=10 の間で変化させることができ､また､Δ x1

は 1とした場合､設計変数の組み合わせの数（=初期サンプリング数）は最大 10となる｡こ

れはラテン超方格法が一度評価（サンプリング）した設計変数を重複して評価しない前提

となっているためである｡また､他の設計変数がどの組み合わせになろうとも dv1の組み合

わせには依存しない｡設計変数がdv1､dv2､dv3の三種の場合も同様で､設計変数の組み合わせ

には制限がかかる｡このとき､それぞれの設計変数の最小･最大値を dv1, min, dv1, max, dv2, min, ... , 

dv3, max とし､離散幅をΔ x1､Δ x2､Δ x3 とすると､最大のサンプリング数は min{|dv1, max - dv1, 

min|/Δ x1, |dv2, max - dv2, min|/Δ x2, |dv3, max - dv3, min|/Δ x3}となる｡ 

 

2） ランダムサンプリング 

同じ設計変数の組み合わせとならないように無作為に選ばれた値をサンプル値とする｡

それぞれの設計変数内で重複した設計変数での評価を行うこともある｡上述のように設計

変数が 3 種のとき､ランダムサンプリングの最大サンプリング数は(|dv1, max - dv1, min|/Δx1)×

(|dv2, max - dv2, min|/Δx2)×(|dv3, max - dv3, min|/Δx3)である｡ラテン超方格法では設計変数が On/Off 

(0, 1)などの整数値となる場合に､同じ設計変数内でサンプリング値が重複しない前提条件

を満たすことができないため､代わりにランダムサンプリングを用いることが多い｡ 

 

3.2.4 追加サンプリング(EGO) 

初期サンプリングにて最低限のサンプリングを実施し解空間の大まかな把握が終了した

段階で追加サンプリングを実施する｡追加サンプル点の選定には様々な手法が考えられる｡

例えば応答曲面を作成してメタモデルの可視化を行い､解空間において大域解となりそう

な局所解付近に追加サンプル点を置く（人為的な選定）､サンプル点同士の距離が大きい

ところに内挿する形でサンプル点を置くなど､単純なものも考えられる｡追加サンプル点の

選定手法の中でも合理的手法の一つに Kriging の近似関数と平均二乗誤差の関数を利用し

た Efficient Global Optimization (EGO)がある｡以下ではその EGO による追加サンプリング

点の選定手法に関して解説する｡ 

上述の通り､EGOでは Krigingの近似関数と平均二乗誤差の関数を利用する｡ここでは目

的関数 f (x)を最小化する場合を考える｡EGO は現時点で得ているメタモデル､つまり
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Kriging の近似関数において､最小化し得る点（その時点で精度が未改善で局所解となり得

る領域）を探索するものである｡それには最小化の可能性のある領域を明らかにする必要

があるため､現時点で得たサンプル点の内､最小の目的関数値 frefと Krigingで補間した区間

の誤差の情報（F: 正規分布に従う確率変数 N(𝑓መ(𝑥), 𝑠̂ଶ(𝑥))）を利用し､追加サンプリングを

行った場合に目的関数を最小化させる改善量 I [f (x)]を次式のように定義する｡ 

 



 <−

=
otherwise

fFifFf
xfI refref

0
)]([  3.80 

さらに次式のように I [f (x)]と Fの確率密度関数φ (F)により frefを下回る領域で積分を行

うと､点 xにおける目的関数を最小化する改善量の”期待値”を求めることができる｡ 
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EIは Expected Improvementの略であり､I及び EIのイメージとしては Figure 3.11の通り

である｡追加サンプル点はこの EI [f (x)]の最大値をとる設計変数の点とすれば良い｡尚､

Krigingの応答曲面が存在するということは𝑠̂ଶ(𝑥)に関する応答曲面が存在し､なおかつ EI [f 

(x)]に関する応答曲面も有することとなる｡つまり､EI を最大化する点（大域解）の探索で

あり､EIの応答曲面は Figure 3.11に示した図から推察するに多峰性の曲面となることから､

発見的な最適解の探索アルゴリズムを採用する必要性（もちろん EI の応答曲面を見て最

大となる点を選定しても良い）が出てくる｡ 
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3.2.5 最適化アルゴリズム（遺伝的アルゴリズム） 

メタモデルが用意できた後は最適解の探索に遷移する｡最も単純な最適化アルゴリズム

は山登り法である｡これは初期の探索点から目的関数値の小さい（大きい）方へ探索点を

移動していくことで最適解を求めていくため､実装が容易な手法である｡しかし､メタモデ

ルが多峰性に富む場合､初期の探索点が大域解周辺にないと局所解にトラップされるとい

う問題がある｡多種提案されている最適化のアルゴリズムにおいて､広範囲の最適化問題に

対して適用可能なアルゴリズムはメタヒューリスティクスと呼ばれる｡メタヒューリステ

ィクスは､Particle Swarm Optimization (PSO)や以下で詳説する進化的アルゴリズムに属する

遺伝的アルゴリズム(GA: Genetic Algorithm)が存在する｡GA の計算アルゴリズムを Figure 

3.12 に示す｡尚､GA を多目的に拡張した手法は多目的遺伝的アルゴリズム(MOGA: Multi 

Objective Genetic Algorithm)と呼ばれ､本論文ではこのMOGAを最適化アルゴリズムとして

採用している｡ 

 
Figure 3.11 Expected Improvement 
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GA の流れとしては､ランダムに設計変数の組み合わせの候補（=個体）の集団を生成

(Initialize Population)し､設計変数の実数や整数値を生物学における染色体に相当するデー

タ（2進数）にエンコードし､個体を評価関数（適合度関数とも呼ばれる）により評価する

(Evaluate)｡評価結果より交叉相手の選択(Selection)､交叉(Crossover)や突然変異(Mutation)を

繰り返し､評価の高い個体を残す｡GA実行時の参考例としては Figure 3.12に示す通り､評価

の高い個体同士を交叉させ､より環境に適合した（評価の高い）新しく子個体を作成する

（通常は親 2個体の交叉で子 2個体が生成される）｡ 

 

さらに子個体の突然変異も行い､局所解にトラップされないように個体の位置を確率的

に変化させ､そこで局所解もしくは大域解の探索を行うような処理も入っている｡選択の過

程では､交叉が上手く行かず次のステップ（次世代）に残さない､つまり淘汰されるような

子個体も生まれてくる｡これは環境に適合した個体が残って進化していくと､劣った個体は

淘汰されるという生物学の自然選択説を模して､コンピュータ上で汎用的に再現するアル

ゴリズムである｡尚､基本的に Initialize Population や交叉・突然変異では実数値から変換し

た情報（染色体､通常は 0，1の組み合わせのデータ）を扱うがこの変換作業はエンコード

と呼ばれる｡一方で､評価ではエンコードされた情報を実数値などに変換する必要があり､

この作業をデコードと呼ぶ｡本論文ではこれらの解説は割愛する｡以下では選択・交叉・突

然変異について解説する｡ 

Figure 3.12  Flow diagram of the Genetic Algorithm 
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Figure 3.13 Example of evolution in GA 
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1） 選択手法－ランキング法 

選択は､個体群内で相対的に評価の高い個体を次世代へと選択して残す操作である｡選択

の手法としてはトーナメント法､ルーレット法､トーナメント法などが提案されている｡ラ

ンキング法は個体の適合度を用いつつ､適合度の高い順に並べてランキングを行い､選択す

る手法である｡個体 iの個体群内での順番を riとすると､割当関数（減少関数）： a(x)に基づ

いて次世代の個体数 niが求められる｡この際､ni=a(ri)として niを求める｡尚､a(x)は次式を満

たす必要がある｡式中の nは全個体数である｡ 

 nia
n

i
=

=1
)(  3.82 

ランキング法でのアプローチ手法としては大きくパレートランキング評価アプローチ､

多目的関数重み付加の評価アプローチに分けることができる｡本論文では MOGAアプロー

チの中でも前者のパレートランキング評価アプローチについての概要を示すこととする｡ 

(a) Goldberg's Pareto Ranking3.12) 

Goldberg らにより提案されたパレートランキング法である｡同手法のアルゴリズムを

Figure 3.14 に示す｡この手法により､得られたそれぞれの解のランキングに基づいて選択を

行うことで解の優劣を意識した選択を行うことができる｡ 

 

(b) Fonseca's Pareto Ranking3.13) 

上述のGoldberg's Pareto Rankingを拡張したパレートランキング法である｡Multi-Objective 

Genetic Algorithmとも呼ばれ､すべての非劣解を持つ染色体に Rank 1を割り当て､他の染色

体に非劣解を支配する（つまり自分より優れた個体）数+1 を Rank として割り当てる｡ア

ルゴリズムは Figure 3.15に示した通りである｡ 

 
Figure 3.14 Pareto Ranking Genetic Algorithm (Goldberg's Pareto Ranking) 

 by Python  
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3.
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def goldbergs_pareto_ranking (pareto, x_min, x_max):
pareto_executable = []
for x, y in pareto.items():

condition = ((x_min<=x) & (x<=x_max)).all()
if condition:

pareto_executable.append(y)
i = 1
ranked_solution = dict()
while True:

y = min(pareto_executable)
ranked_solution[y] = i
pareto_executable.remove(y)
i += 1
if len(pareto_executable)==0:

break
return ranked_solution
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2） 選択手法－ルーレット法 

ルーレット法では､後述する個体の適合度に応じた確率で次世代の個体を選択する｡集団

Pに存在する個体 iの適合度を fiとすると､個体 iが次世代で選択される確率 piは次式で表

される｡ 

 
∈

=

Pj
j

i
i f

fp  
3.83 

上式 Eq. 3.83は piが個体 iの適合度 fiを全個体の適合度の総和で除した割合として考え

る事ができる｡他の選択手法と比較すると､簡易な手法という位置付けではあるものの､そ

れ故の問題も存在する｡まず､piを用いて確率的に次世代への個体が生成されるため､その

確率の揺らぎによって個体群内での優秀な個体が淘汰される可能性がある｡これに対して

は､個体群内での優秀な個体を強制的に次世代にそのまま伝えるエリート戦略と呼ばれる

手法が提案されている｡その他の問題点として､個体群の進化が収束に近づいた際に､個体

同士の適合度の差が少なくなるため､fiが一様になる点や､適合度が負の場合に直接用いる

ことができないという問題点がある｡これらの問題点に対しては､スケーリング法と呼ばれ

る､適合度の相対値に基づく変換手法が提案されている｡スケーリング法の内､線形スケー

リング法は次式の関数に従い､適合度を変換する｡ 

 bfaf +='
 3.84 

ここで f ’及び fが変換後､変換前の適合度､a及び bが変換定数である｡a､bは次式のよう

に求めることができる｡式中の fmaxや fminは個体群内での適合度の最大値､最小値である｡ 

 

minmax

minmax

ff
ffa

−
−=

''

 3.85 

Figure 3.15 Multi-Objective Genetic Algorithm (Fonseca's Pareto Ranking) by Python 
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18.

def fonsecas_pareto_ranking (pareto, x_min, x_max):
pareto_executable = []
for x, y in pareto.items():

condition = ((x_min<=x) & (x<=x_max)).all()
if condition:

pareto_executable.append(y)
y = min(np.sum(pareto_executable, axis=1))
ranked_solution= {y : 1}
pareto_executable.remove(y)
i = 1
while True:

y_index = np.argmin(pareto_executable, axis=0)
for index in y_index:

ranked_solution = {pareto_executable[index]: i+1}
pareto_executable.remove(pareto_executable[index])

i += 1
if len(pareto_executable)==0:

break
return ranked_solution
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 minmin fafb −= '
 3.86 

ただし､実用上はルーレット法が採用される例はそれほど多くなく､一般的にはランキン

グ法やトーナメント法が採用される｡ 

 

3） 選択手法－トーナメント法 

トーナメント法では s 個の個体を組みにしてそれらの間で適合度の高い個体（もしくは

適合度に応じた確率重みで一つを選択する）をコピーして s 個として次世代の個体群を生

成する｡サイズ sが 2の場合のトーナメント法のイメージを Figure 3.16に示す｡ 

 
 

この場合､個体群が n /sのペアに分割され､それぞれのペアごとにトーナメントが実施さ

れ､適合度の高い（もしくは適合度に応じた確率重みで選択された）個体が数を 2 倍にす

ることで次世代の個体群が生成される｡尚､n /sに余りが出た場合は､既に割り当てられた個

体と余りを組みとするなどの対策が取られる｡ 

(a) Fitness based on rank (1/Rank) 

個体 iの Rank (γi)の逆数をとり､最大が 1となる適合度で評価を行う｡Fitness based on rank 

(1/Rank)は次の Eq. 3.87で定義される｡式中の Fiは個体 iの適合度､γiは個体 iの Rankを表

し､適合度は評価関数にて陽的に別途求める｡ 

 iiF γ/1=  3.87 

(b) Fitness based on rank 

定数αを用いた Rank (γi) に関する指数関数により個体の適合度を評価する｡尚αは 0<α<1

である｡αが 1 に近い場合は指数関数的減衰を示し､γiが 1 に近いほど適合度が高く､1 を離

れると極端に適合度が低下する｡αが 0.1 程度を下回るとほぼ線形的な減衰を示す｡Eq. 3.88

のμは Rankに属する個体数である｡Fitness based on rank (1/Rank)及び Fitness based on rankの

ランキングの例としては Figure 3.17の通りである｡ 

 1)1( −−= i
iF γαα  3.88 

 
Figure 3.16 Tournament selection 
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(c) Average Fitness 

適合度を Eq. 3.89 により求める｡同ランクの個体の適合度の平均値（平均適合度）を求

める｡Nは全個体数である｡ 

 
−

=

−−−=
1

1
)1)((5.0)(

ir

k
ii kNF γμμ  3.89 

 

 
 

4） 交叉 

交叉は個体群から選択された 2 つの個体の間で染色体の部分列を交換する操作である｡

各個体に対して確率 pcもしくは個体群の内､pcの確率で交叉が適用される｡交叉手法は様々

な手法が提案されている｡ここでは､一点交叉､二点交叉､一様交叉などの概要を示す｡ 

(a) 1-point Crossover 

一点交叉は個体を構成する文字列のある一点を境界に文字列を交換する手法である｡次

の個体文字列 s1､s2の場合を考える｡ 

s1 = 0110*1011011 

s2 = 0010*0101011 

交叉を行う点として” * ”が選ばれたとする｡交叉後の個体は 

s1 = 0110*0101011 

s2 = 0010*1011011 

となり､左から 5つ目以降の文字列が交換される｡この例では交差点を” * ”としている

が､実際の一点交叉は､長さ w の文字列のうち､その w-1 箇所の文字間から一箇所をランダ

ムに選んでそれ以降の文字列を交換する処理を行う｡ 

(b) 二点交叉 

二点交叉は交叉点を二箇所選びその間の文字列を交換する手法である｡一点交叉と同じ

く､次に示す文字列 s1､s2の場合を考える｡ 

s1 = 01*1010*11011 

s2 = 00*1001*01011 

Figure 3.17 Comparison with Fitness based on rank (1/Rank) and Fitness based on rank: (a) Fit-
ness based on rank (1/Rank); (b) Fitness based on rank α = 0.8; (c) Fitness based on rank α = 0.08
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二点交叉では s1と s2の交叉点“ * ”の間を交換する｡交叉後の個体は次の通りとなる｡ 

s1 = 01*1001*11011 

s2 = 00*1010*01011 

さらに､二点交叉を一般化させると n点交叉を定義することも可能である｡ 

(c) 一様交叉 

交叉点を使用する代わりに 0, 1 のテンプレートをランダムに生成し､それに基づいて互

いの文字を交換するかどうかを決定する｡長さ wの個体に対してテンプレート ti∈{0, 1}(i = 

1, 2, ･･･, w)をランダムに生成し､ti = 1であれば 2つの個体間で i番目の文字を交換し､ti = 0

であれば i 番目の文字を交換しないという処理を行う｡この処理を次の 2 つの個体 s1､s2を

例に挙げて具体的に解説する｡ 

s1 = 01101011011 

s2 = 00100101011 

テンプレート t = 11011011100が生成された場合､ 

t  = 11 0 11 0 111  00 

s1 = 00 1 00 0 010 11 

s2 = 01 1 01 1 110  11 

このように変換される｡テンプレートが 1となっている位置で､s1と s2の文字列が交換さ

れる｡ 

(d) Arithmetic Crossover 

選択により､選択された親個体の線形結合により､以下のように交差される｡式中の oi は

子の設計変数値､piは親の設計変数値､αは交叉変数､γ は 0～1をとる乱数である｡ 

 211 )1( ppo ββ −+=  3.90 

 122 )1( ppo ββ −+=  3.91 

 αγαβ −+= )12(  3.92 

(e) Blend Crossover 

2つの親子体を頂点とする範囲を次式のように若干外側に広げて､その中で個々体を一様

分布によって求める手法である｡ 

 dppX α−= },min{ 211  3.93 

 dppX α+= },min{ 212  3.94 

 21 ppd −=  3.95 
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(f) Simulated Binary Crossover (Fixed) 

乱数γと交叉変数αの値を一定にした場合でも､親個体が互いに接近していれば､親個体に

近い個体が生成され､また､親個体同士が離れている場合には親個体から離れた子個体が生

成される特徴がある｡最適解探索の初期の段階では設計空間に分散的に個体が生成される｡

しかし､探索が進み､個体群の成長が収束していくと､近傍の子個体が生成される特徴を持

つ｡Simulated Binary Crossover では交叉時に全設計変数に対して交叉を行う｡交叉の定義式

は次式で表される｡ 

 










−

≤
=

+

+

otherwise

if

α

α

γ

γγ
β

1
1

1
1

)1(2
1

5.0)2(
 3.96 

 [ ]211 )1()1(5.0 ppo ββ −++=  3.97 

 [ ]212 )1()1(5.0 ppo ββ ++−=  3.98 

(g) Simulated Binary Crossover 

交叉手法は Simulated Binary Crossover (Fixed)と同じである｡しかし､交叉確率を各設計変

数に対して適用する点が Simulated Binary Crossover (Fixed)と異なる｡ 

(h) New Simulated Binary Crossover 

Simulated Binary Crossoverのβ の算出時に用いるγ を一様乱数ではなく､親の設計変数値

に応じて値を変更するように修正した交叉手法である｡ 

 

5） 突然変異 

(a) Simple mutation 

Simple mutationでは個体を構成するそれぞれの文字について､確率 pmに基づき､別の文字

へと変換する｡例えば､次に示す個体 sに Simple mutationを適用する場合を考える｡ 

s = 0110  1  011011 

それぞれの文字について確率 pmで文字が変化する｡5 文字目で確率的な変化が起こった

とすると､1→0となり､突然変異による sは次の通りとなる｡ 

s' = 0110  0  011011 

(b) Uniform mutation 

子個体の染色体（設計変数の値）に次式によって求められた値μを追加する｡式中のγ は

0から 1をとる乱数､α は突然変異変数である｡ 

 αγμ )5.0( −=  3.99 
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(c) Polynomial mutation 

追加値μ を次式で求める｡ 

 






−

<
= +

+

otherwise

fFif
11

ref
11

)
)1(2

1(

)2(
α

α

γ

γ
μ  3.100 

(d) New Polynomial mutation 

Polynomial mutationではγ を一様に与えていたが､New Polynomial mutationでは親の染色

体情報に応じて独立して値を変更する手法である｡ 

 

 

3.3 強化学習 
近年、ディープラーニングの登場を契機として、機械学習に注目が集まっている。本レ

ポートでは、機械学習の中でも特に強化学習に着目し、基礎的な理論から一般に用いられ

ているアルゴリズムの解説を行う。 

3.3.1 機械学習 

機械学習は諸説あるものの、教師あり学習、教師なし学習、強化学習に大別される。 

1） 教師あり学習 (Supervised learning) 

教師あり学習の目的は入力となる情報をもとに、未知の結果を予測することである。予

測にあたっては、事前に「特徴量」と「教師データ」のデータセットを用意した上で予測

モデルの学習を行い、推論時は特徴量を入力することで教師データに対応した予測値ｙを

出力する。教師となる既知の結果が学習に必要となるため、「教師あり学習」と呼ばれる。

例としては、スパムメールの分別に代表される「分類」、最小二乗法に代表される回帰が

ある。同分野は機械学習のカテゴリの中でも最も革新的に技術が進歩している分野である。 

 

2） 教師なし学習 (Unsupervised learning) 

特徴量のみのデータを与え､データ同士の関係性を表現することができるように学習す

るもの｡教師あり学習とは異なり､結果となる教師データがないことから教師なし学習と呼

ばれる｡例えば､クラスター分析 (Cluster analysis)､主成分分析 (Principal component analysis)

などが代表される｡ 

 

3） 強化学習 (Reinforcement learning) 

強化学習とは､ある環境の中で､どのような行動を起こせば目的となる報酬（スコア)を

最大化するのかを学習するものである｡ゲームを例に挙げると､ゲームの画面やキャラクタ

ー･オブジェクトの位置などが環境に相当し､行動がキャラクターの動きやコマンドなどに

相当し､報酬がゲームに勝利する､高いポイントを得ることに相当する｡強化学習では上述
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の通り､ゲームの状態からゲームに勝利するにはどのような行動が最適となるか学習し､推

論では､学習したモデル（エージェント）に対して状態等を入力することで､逐次最適な行

動を出力する｡ 

 

3.3.2 強化学習の概要 

強化学習は行動に対して報酬、つまり正解があることから､教師あり学習に類似してい

る点もあるが､入力 xからの予測値の出力 y（行動）には、環境の試行全体（エピソード）

に渡って報酬総和を最大化する目的を有している点で大きく異なる｡教師あり学習ではそ

の時点での報酬が最大となる行動を出力することはできても､そのとった行動が報酬総和

を最大となる行動に必ずしも結びつくわけではないため､報酬総和を最大化するような連

続的に状態が遷移するようなゲームや制御問題などに対しての適用が困難である｡一方で

強化学習の目的はこの報酬総和を最大化するというものであるため､その場しのぎで即時

報酬が最大となる行動を選択せず､将来得られる報酬を視野に入れながら行動を選択して

いく｡人間がある目的を持った上で考えてその目的を達成すればどうすればよいかを考え

る過程と同様のプロセスを踏むことから、人工知能技術の中でも比較的人間に近いアルゴ

リズムとして着目されている｡一方で適用にあたっては強化学習のエージェントがどのよ

うな学習を行うかがブラックボックスになりがちで､意図しない行動を出力することもあ

る。それらを許容もしくは行動に制約を設けるなどの対応が必要になることもあるため､

完全にエージェントに制御を一任することは現実的でない場合もある点に注意が必要であ

る｡ 

1） 強化学習の問題設定及び定式化 

強化学習の問題設定を行う上での出発点としてマルコフ決定過程(Markov Decision Pro-

cess 以下､MDP)がある｡これは次のようなルールに従う環境を指す｡この MDP に従うもの

として強化学習の基礎方程式となる Bellman Equationの定式化が可能となる。 

1 遷移先の状態 st+1は直前の状態 st及びその時の行動 atに依存する 

2 即時報酬 rは直前の状態と遷移先に依存する 

ここで､強化学習で頻出する用語をまとめた表を下記の Table 3.3に示す。 

 

Table 3.3 Definition of the term 
Symbol Name Description 

s State A set of environment states. 
a Action A set of actions. (Determined by the agent) 

T Transition function 
A function to return st+1 and transition probability. 
(Argument is st and at) 

R Reward function 
A function to output the reward for st and the st+1 as arguments. 
Sometimes it takes an action as an argument. 
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エージェントは状態を受け取り､行動を返す｡この入出力関係を示す関数を方策(Policy, 

π)という｡方策を出力するのが強化学習のエージェントの機能となる｡そして､状態 sや行動

a に応じて報酬が最大となるように方策（行動）の出力を行う関数等のパラメータを調整

するのが強化学習における学習の部分である｡ 

前述の通り､即時報酬 rは st, st+1に依存iする｡報酬総和 Rは即時報酬 rの総和である｡エピ

ソード終端を Tとして､時刻 tから起算して将来獲得できる報酬総和は次式で定義できる｡ 

 𝑅௧ = 𝑟௧ାଵ + 𝑟௧ାଶ + 𝑟௧ାଷ + ⋯ + 𝑟 3.101 

上式を成り立たせるためには rt +1以降の即時報酬が必要であるが､エピソード終端まで

計算しないと rTまで得られないため､Rtは不明なままである｡つまり､報酬総和を最大化す

るような行動を選ぼうにも将来の情報が不確かなため､選べないという状況となる｡このた

め､不確かな情報に対しては得られる可能性が薄いという意味合いや報酬は早く､多く貰え

たほうがいいという考えのもと､時間割引率(Discount factor) γ を導入する｡その際の報酬総

和は次のように表すことができる｡ 

 𝑅௧ = 𝑟௧ାଵ + 𝛾ଵ𝑟௧ାଶ + 𝛾ଶ𝑟௧ାଷ + ⋯ + 𝛾்ି௧ିଵ𝑟 = ෍ 𝛾௞்
௞ୀ଴ 𝑟௧ା௞ାଵ 3.102 

時間割引率γ は 0.0~1.0の値をとり､値が 1.0に近づくほど､Eq. 3.101に示した報酬総和に

近づき､0.0に近づくほど､近い将来の即時報酬のみで報酬総和が決定される｡Eq. 3.102 は正

確には報酬総和ではないことから､割引現在価値と呼ぶこともある｡また､Eq. 3.102 を変形

すると下記のように表すことができる｡Eq. 3.102 や Eq. 3.103 のように獲得できる報酬を割

り引いて見積もった値を期待報酬もしくは価値と呼ぶ｡ 

 𝑅௧ = 𝑟௧ାଵ + 𝛾ଵ𝑅௧ାଵ 3.103 

 

2） モデルフリーとモデルベース 

遷移関数 T と報酬関数 R が既知の場合は､遷移先の情報が行動を起こす前に得られるた

め、モデル（環境）からの情報がなくとも一方的に行動を環境へ送ることで強化学習を実

施できる｡このような場合は､モデルベースでの手法が取られる｡モデルベースの対になる

考え方として､モデルフリーがある｡多くの場合､環境を動かしたらどのような報酬が得ら

れるか､どのように遷移するかがわかっていない｡このような場合はモデルフリーによる手

法で学習を実施することが多い｡ 

 

 
i st+1は st, atに依存するため､rt+1は st, atに依存すると言い換えることもできる 
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3） 価値の定義 

価値は Eq. 3.103 のように定義したが､問題として､Rt+1がわかっていない､確率的に Rt+1

が変化する可能性もあることから、一意に Rt+1を決めることが困難であった｡まず前者に

ついては､Rt+1には適当な値を入れておいて学習を進めていって得られる報酬の見積もりの

精度を上げていくことで問題を解消できる｡後者については､それぞれの時刻の即時報酬に

確率をかけて期待値として計算することで確率的に変化する報酬に対して統計的に価値を

見積もることができる｡期待値の計算では、行動確率（方策π ）を定義し、即時報酬に方

策を乗じる｡方策π は行動 aをとる確率がπ (a|s)と表され､π (a|s)の argmaxや maxを取り､最

大となる確率の行動を実行し､環境から st+1を得る｡尚､モデルベースの場合は atを T (st+1|st, 

at)の引数とすることで遷移先の st+1を得る｡つまり､方策に基づいて行動するということは

stにおいて､方策πが確率的な行動を出力し､その確率が最も高い行動を選択し､環境がそれ

を実行し､st+1を得る一連のシーケンスを実施することである。ここで､方策に基づいて行

動して得られる価値を状態価値関数 Vπ (s)と呼ぶ｡状態価値関数 Vは下式で定義される｡ 

 𝑉గ(𝑠௧) = 𝐸గሾ𝑟௧ାଵ + 𝛾𝑉గ(𝑠௧ାଵ)ሿ 3.104 

尚､モデルベースの場合は下記のようにも記述できる｡この手法は方策を基準に行動を決

定していくことから Policy Baseと呼ばれ､この式は Bellman Equationと呼ばれる｡ 

 
 

𝑉గ(𝑠௧) = ෍ 𝜋(𝑎|𝑠)௔ ෍ 𝑇(𝑠௧ାଵ|𝑠௧, 𝑎௧)௦೟శభ (𝑅(𝑠௧, 𝑠௧ାଵ) + 𝛾𝑉గ(𝑠௧ାଵ)) 3.105 

また､価値を最大とするように行動を決めるように考えると､下式のように表され､Value 

Baseと呼ばれる｡尚､同式も Bellman Equationの一つである｡ 

 𝑉గ(𝑠௧) = max௔ ෍ 𝑇(𝑠௧ାଵ|𝑠௧, 𝑎௧)௦೟శభ (𝑅(𝑠௧, 𝑠௧ାଵ) + 𝛾𝑉గ(𝑠௧ାଵ)) 3.106 

Policy base は行動選択が方策により行われ､その方策の評価･更新に行動評価が用いられ

る｡一方 Value baseは行動の評価方法のみを学習してその評価値の最大を行動とする｡状態

価値関数 V 以外の価値の定義として､行動価値関数 Q が存在する｡行動価値関数 Q は状態

価値関数 V の Eq. 3.104 と同様に定式化できる｡また､学習が収束した段階では見積もり値

は一意に決まるものであり､Eq. 3.107から期待値をとった Eq.3.108 式が成立すると考えら

れる｡ 

 𝑄గ(𝑠௧, 𝑎௧) =  𝐸గሾ𝑟௧ାଵ + 𝛾𝑄గ(𝑠௧ାଵ, 𝑎௧ାଵ)ሿ 3.107 

 𝑄గ(𝑠௧, 𝑎௧) =  𝑟௧ାଵ + 𝛾𝑄గ(𝑠௧ାଵ, 𝑎௧ାଵ) 3.108 



 
 

第 3章 基礎理論 
 
 

81 
 

行動価値関数 Qは状態価値関数 Vとの相互的な記述が可能である。Vπ (st)と Vπ (st+1)の間

に Qπ (st)が存在しており､Eq. 3.109のように、状態価値関数 Vは行動価値関数 Qを用いて

表現することができる｡ 

 𝑉గ(𝑠௧) = ෍ 𝜋(𝑠௧, 𝑎௧)௔∈஺ 𝑄గ(𝑠௧, 𝑎௧) 3.109 

 

4） モデルフリーの学習 

モデルフリーの手法では遷移関数 T と報酬関数 R が未知であり､それを補うようにエー

ジェントが経験を蓄積しつつ､その経験を活用して学習を行っていく｡行動して得られた経

験の取り扱い方に対していくつかの注意点がある｡まず 1つに経験を活用する上で､経験を

蓄積するか活用するかのトレードオフの問題､2 つ目に行動価値関数 Q や状態価値関数 V

などの更新を実績から行うがある｡ 

(a) Epsilon Greedy 法 

一点目の課題に対して多く用いられる考え方が､Epsilon Greedy 法である｡遷移関数 T や

報酬関数 R が未知の場合､行動を起こして状態の遷移の情報や報酬に関する情報を獲得し

ていく｡最初は情報がないことから､ランダムに探索を進めていく必要がある｡一方､強化学

習の目的は報酬を最大化するものであるため､探索のみならず､得られた情報から活用を行

っていく必要がある｡Epsilon Greedy 法では下記のサンプルコードのように､ε の確率でラ

ンダムな探索を行い､それ以外では得られた経験を活用（Agentから行動を得る）していく｡

尚､ε はすべての Episode を通して一定とする方法や Episode が進むにつれて逓減させる方

法もある｡ 

 

(b) Temporal Difference 

Episodeが有限な環境における Episodic Taskにおいて､Episodeあたりの Stepが長大とな

る場合､エピソードが終了してから更新を行うと､そのエピソードでは更新前の行動価値関

数 Qなどを利用する必要がある｡一方で､エピソードの途中で更新をかけることも可能であ

るが､エピソードの終端で報酬総和が決まるので､この更新で利用するのはあくまで報酬総

和の予測値であり､正確性に欠ける｡このように更新のタイミングについて一長一短がある｡

ここではエピソードの途中で更新を行う手法である､Temporal Difference法（以下､TD(0)法）

及び TD(λ)法を解説する｡ 

Figure 3.18 Sample code of ε-greedy method by Python 

0.
1.
2.
3.
4.
5.
6.

def epsilon_greedy (action_space, q_func, state):
epsilon = 0.3
if np.random.rand() < epsilon:

action = np.random.choice (action_space.shape, )
else:

action = np.argmax(q_func(state))
return action 
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TD(0)法の更新手順は stから st +1へ遷移し､即時報酬 rt +1が得られたものとして､エージェ

ントは時刻 tにおいて､状態 stにおける価値を V (s)と見積もっており､実際に行動した結果､

即時報酬 rt +1と st +1が得られたこととなる｡したがって､V (s)と見積もっていたものが次の

ステップでは rt +1 + γV (st +1)であることが得られたこととなるため､更新にはその差を利用

する｡更新式は下式のように表すことができる｡尚ηは学習率である｡ 

 𝑉(𝑠௧) ← 𝑉(𝑠௧) + 𝜂(𝑟௧ାଵ + 𝛾𝑉(𝑠௧ାଵ) − 𝑉(𝑠௧)) 3.110 

TD(0)法と対になる手法として Monte Carlo 法が存在する。Monte Carlo 法では上述の更

新式を tと t +1の差異のみではなく､t +2, t +3, … Tまで拡張させて更新を行うものである｡

つまり､V(st+1)ではなく rt +2から rTまでの即時報酬を用いる｡ 

 𝑉(𝑠௧) ← 𝑉(𝑠௧) + 𝜂(𝑟௧ାଵ + 𝛾𝑉(𝑠௧ାଵ) + 𝛾ଶ𝑉(𝑠௧ାଶ) + ⋯ 𝛾௡𝑉(𝑠௧ା௡) − 𝑉(𝑠௧)) 3.111 

また､TD(0)とMonte Carloの中間を取るような手法がMulti-Step Learningであり､t +2や t 

+3 までは実際に得られた報酬を用いてそれ以降のステップは状態価値関数 V にて代替す

るという手法である｡ 

 𝑉(𝑠௧) ← 𝑉(𝑠௧) + 𝜂(𝑟௧ାଵ + 𝛾𝑟௧ାଵ + 𝛾ଶ𝑟௧ାଶ + ⋯ +𝛾௡ିଵ𝑟௧ା௡ + 𝛾௡𝑉(𝑠௧ା௡) − 𝑉(𝑠௧)) 3.112 

その他､各ステップにおける実際に得られた価値を合成して誤差を計算する TD(λ)と呼

ばれる手法も存在する｡下式の R (n)
tは nステップで今後得られる報酬総和（価値）であり､

λ n -1で各ステップの価値に対して重み付け平均化を行っている｡尚､λ=0 とすると､R λt= R (1)t

となるため､TD(0)法と同義である｡ 

 𝑅௧ఒ = (1 − 𝜆) ෍ 𝜆௡ିଵ்
௡ୀଵ 𝑅௧(௡)

 3.113 

 𝑉(𝑠௧) ← 𝑉(𝑠௧) + 𝜂൫𝑅௧ఒ − 𝑉(𝑠௧)൯ 3.114 

 

3.3.3 強化学習の代表的なアルゴリズム 

1） Q-learning 

古典強化学習の代表的な学習アルゴリズムとして､Q-learning がある｡これは行動価値関

数（以下､Q関数）を用いた学習で､一般的には Q関数の更新には TD(0)が採用される｡Q関

数の更新式を下式に示す｡ 

 𝑄(𝑠௧, 𝑎௧) ← 𝑄(𝑠௧, 𝑎௧) + 𝜂 ቆ𝑟௧ାଵ + 𝛾 max௔೟∈஺ 𝑄(𝑠௧ାଵ, 𝑎௧ାଵ) − 𝑄(𝑠௧, 𝑎௧)ቇ 3.115 
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Q学習のような学習では同一ステップにおいて行動選択の結果と Q関数の更新に用いら

れる行動が必ず一致するものではないことから､方策オフ型と呼ばれる学習手法である｡つ

まり､方策オフ型のアルゴリズムでは Eq. 3.115の max関数内の greedyな行動選択と実際に

次ステップの行動を選択したときの at+1が別々になることもあるということである｡Q値を

状態 sと行動 aの二次元の表iを用いて管理することからブラックボックスと言われる強化

学習の中でも行動の選択の基準の可視化が容易である。このため、現在でも利用されるこ

ともあるアルゴリズムであり、Q 関数の更新方法など、後発のアルゴリズムに対して多大

な影響を与えている。 

 

2） SARSA 

Q-learningに類似したアルゴリズムとして SARSAがある｡更新式は Eq. 3.116の通りで､

Eq. 3.115との違いは max関数の有無である｡ 

 𝑄(𝑠௧, 𝑎௧) ← 𝑄(𝑠௧, 𝑎௧) + 𝜂൫𝑟௧ାଵ + 𝛾𝑄(𝑠௧ାଵ, 𝑎௧ାଵ) − 𝑄(𝑠௧, 𝑎௧)൯ 3.116 

SARSAは方策オン型に分類され､Q関数の更新を行う前にε -greedy法により次ステップ

の行動を得た上で Q 関数の更新を行う｡更新式に用いる at+1と実際の行動が同一となる点

が Q-learningとの決定的な違いである｡尚､名前の由来は st, at, rt+1, st+1, at+1を用いるため､そ

れらの名前をつなげて SARSAと呼ばれる｡ 

 

3） Deep Q-Network (DQN) 3.17),3.18) 

Q-learning を始めとする古典的な強化学習と対比して、Q 関数の表現力・汎用性などを

飛躍的に向上させたアルゴリズムである。DQNの前身である Q-learningでは下記の課題が

存在した。 

(a) Q 値を表で管理することから、状態・行動空間は連続値で扱えず、離散的なものとな

るため、それらを細かく離散してしまうと、Q-Table の配列数が爆発的に増えてしま

い学習が進まない。 

(b) 状態・行動空間の離散が疎であれば、状態や行動の細かな変化に影響を受ける環境に

おいての強化学習の性能が向上しにくい。 

上記の課題に対してニューラルネットワークを用いて Q-Table の代替し、Q 関数を表現

することで、入力を連続値として扱うことができ、Q 関数の表現力が向上した。この点が

DQN の大きな特徴である。更に学習に際していくつかの工夫を施している。尚、Q-learn-

ing同様に方策オフ型で TD(0)法を採用し、Q値の更新式も Eq. 3.115 と同様であるなど、

Q-learningに類似する点が多い。 

 
i  状態値を細かく表現する場合は高次元の行列で取り扱うことも可能である｡ただし､表の状態･行動空間が爆発的に増
大することから､学習の収束が困難になる可能性もある点に注意が必要である｡ 
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(a) Experience Replay 

Q関数の更新をステップごとに行うのではなく、メモリにステップの s, a, rを格納して

おき、ニューラルネットワークの更新時にはそのメモリからランダムにサンプリングした

ミニバッチなどを取り出すことを行う。これにより、従来では連続的な状態・行動のデー

タで更新を行っていたものを、時系列の相関性を破棄することで、過学習の回避やニュー

ラルネットワークの重みの収束性を高める工夫を行っている。 

(b) Fixed Target Q-Network 

行動を決定するもの (Main Network)、行動価値を求めるもの(Target Network)の二種類の

ニューラルネットワークを用意する。Eq. 3.117を元に解説すると、 Q関数を更新には現時

点の Q (st, at) 及び次時点の Q (st+1, at+1) を求める必要があることがわかる。ここで、全く同

じニューラルネットワークから算出した場合、学習が不安定になることが多いことから、

次時点の Q値を求めるに際しては、数ステップ前にMain Network QMからコピーしたニュ

ーラルネットワーク (Fixed Target Q-Network: QT) を利用して計算する。 

 𝑄(𝑠௧, 𝑎௧) ← 𝑄ெ(𝑠௧, 𝑎௧) + 𝜂 ቆ𝑟௧ାଵ + 𝛾 max௔೟∈஺ 𝑄்(𝑠௧ାଵ, 𝑎௧ାଵ) − 𝑄ெ(𝑠௧, 𝑎௧)ቇ 3.117 

(c) Reward Clipping 

付与する即時報酬を-1, 0, 1のいずれかに固定することで、タスクが少し変わっても、元

のハイパーパラメータで実行を可能にする。 

(d) Huber Function 

誤差関数に Huber Functionを採用することで、ニューラルネットワークの誤差関数とし

て一般に用いられる最小二乗誤差関数と比較して、誤差が大きい場合の更新に制約がかか

るため学習の安定化が可能となる。 

 𝐿(𝑎) =  ൞ 12 (𝑥௜ − 𝑦௜)ଶ,                if |𝑥௜ − 𝑦௜| < 𝛿𝛿|𝑥௜ − 𝑦௜| − 12 (𝑥௜ − 𝑦௜)ଶ, otherwise      

 3.118 

尚、本来の DQN3.18)ではゲームの画像を入力として、行動を出力するタスクとなってい

る。入力を直接、値で受け渡すことでもニューラルネットワークの表現力の高さを享受で

きるため、実装が容易な点も加わり、典型的な強化学習アルゴリズムとして広まっている。 

 

4） DQNから派生したアルゴリズムなど 

(a) Double DQN3.20) 

DQN3.18)では､Eq. 3.117を下式のように記述する｡ 
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 𝑄ெ(𝑠௧,  𝑎௧)  ←  𝑄ெ(𝑠௧, 𝑎௧)  +  𝜂 ൜𝑟௧ାଵ  +  𝛾 max௔೟శభ 𝑄்(𝑠௧ାଵ,  𝑎௧ାଵ)  −  𝑄ெ(𝑠௧, 𝑎௧)ൠ 3.119 

ここで､QMは Main Q-Networkであり､QTは Target Q-Networkを示す｡Eq. 3.117との違い

は､行動を決定する QMとは別の QTを用意し､QTを定期的に QMと同期させつつ､更新時に

は QTを用いて Q値を最大とする行動を評価する点である｡QMを更新しても､評価基準であ

る QTが変化しないため､安定的な学習が期待できる｡ 

Double DQNでは､Eq. 3.120の通り､遷移先で Q値が最大となる行動（QMが出力）を利用

し､QTが算出した Q値を評価する｡ 

 TD௘  =  𝑟௧ାଵ  +  𝛾𝑄் ቊ𝑠௧ାଵ,  argmax௔೟శభ 𝑄ெ(𝑠௧ାଵ,  𝑎௧ାଵ)ቋ −  𝑄ெ(𝑠௧, 𝑎௧) 3.120 

学習初期では､Q 関数に推定誤差が存在するため､Eq. 3.119 のように､誤差がある状況で

QTの最大値を取る操作をすると､Q値が偶然にも最大値になっていた際､過大に評価する可

能性がある｡Double DQNでは､行動を選択する QMとその行動を評価する QTに分離するこ

とで､Q関数の誤差の増大を防ぐ狙いがある｡ 

(b) Dueling DQN (DDQN) 3.21) 

NNの中間層と Q値の出力層の間に状態価値関数 Vの層と Advantage関数(Adv)の層を設

け､分離させた後に和をとった上で Q値を算出する｡Advは次のように定義される｡ 

 𝐴𝑑𝑣 (𝑠௧, 𝑎௧) = 𝑄(𝑠௧, 𝑎௧)  −  𝑉(𝑠௧) 3.121 

つまり､Q関数は､Vと Advの和となる｡現実問題として､Q値は状態 stのみで決まる場合

（例えば､ゴールや失敗する直前等）や､行動 atのみで決まる場合､あるいはそれらが複合

的に作用する場合が考えられる｡従来の DQNでは､V及び Advの評価が NNの重みなどに内

包されている前提で､直接 Q値を求めていた｡DDQNでは､V及び Advを分離して学習し､出

力層で和を取ることで Q値を求める｡このように分離することで､行動に左右されず Vを学

習することが可能となる｡ 

(c) Prioritized Experience Replay(PER) 3.22) 

DQNで提案された Experience Replay (ER)は各ステップのデータで Q関数の更新を行う

のではなく､Replay Memoryに経験データとして各ステップの{st, at, rt +1, st+1}を格納してお

き、Replay Memory からランダムにサンプリングしたデータをバッチとして取り出して毎

ステップ更新する｡しかし､ER では取り出すデータの重要性を意識せず､ランダムにサンプ

リングするため､学習効率が悪い｡PERは TD誤差の値に応じた経験データ毎の優先度を設

定し､優先度に準じて確率的にサンプリングを行うことで､経験の重要性の高いデータを優

先的に用いて学習を行う｡このため､学習の収束性や学習結果の向上が期待できる｡ 
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第4章 長期性能予測手法の開発 
 

 

4.1 背景及び目的 
4.1.1 予冷･予熱効果の予測 

1） 性能予測の課題 

土壌熱交換システムは塩化ビニル管等のチューブを地中に埋設し、チューブを熱交換媒

体とする「チューブ方式」と、空間利用の合理性から地下ピットに外気を導入し、コンク

リート躯体を媒体とする「地下ピット方式」に大別される。前者のチューブ方式を対象と

した研究に関して、垂水ら 4.1)は北陸に立地する戸建住宅を対象とした長期的実測による

性能検証を行っている。また、一木ら 4.2)はボイドスラブ内に外気を導入するシステム

（名古屋市近郊）を対象として上田ら 4.3)が提案した近似的三次元モデルを応用し、円管

ダクトに対応するモデルの構築を行った後に同モデルを用いてダクト管径や管内風速、チ

ューブ長さなどに関するケーススタディを実施している。また、同結果を踏まえ簡易的に

システムの性能予測が可能となる近似式を作成し、システムの設計手法の提案を行ってい

る。更に、海外でもチューブ方式に関する研究は多数行われており、中国やインド、ポー

ランド、ギリシャ、メキシコ、ブラジルなど多様な気候条件下での性能検証や性能予測が

実施されている 4.4), 4.5), 4.6), 4.7), 4.8), 4.9)。このようにチューブ方式に関しては実測ベース

の研究から長期的な性能予測モデルの提案により十分な設計資料等が整備されている。し

かし、地下ピット方式については地下ピット形状が建物毎に異なる上、その形状が複雑で

あることなどから三次元かつ非定常の CFD による熱伝達性状等の詳細な再現が望ましい

が、CFDの計算負荷等の兼ね合いから、予測精度と計算コストを両立させた設計手法の確

立が十分になされていないのが現状である。 

先行研究 4.10)では実在オフィスに導入された地下ピットを対象として導入外気の予冷・

予熱効果や結露判定等を短期的に評価するために、地中の鉛直方向一次元熱伝導解析の結

果を初期条件とした日周期レベルでの非定常解析手法の提案を行うと共に、同手法の有効

性の検証を行った。しかし、土壌熱交換システムは土壌の熱容量の影響が大きく、日周期

レベルの検討では初期値の影響を強く受けてしまうため、長期的な検討が不可欠となる。

一方、既報の日周期レベルの解析に要した時間は 36 時間/日であり、単純計算で年周期レ

ベルの解析では 13,140 時間/年（548 日/年）と試算され、CFD による性能予測・検証は非

現実的といえる。また、PC の性能が向上した近年においても、地下ピット方式を対象と

した CFD ベースでの研究では定常解析や日周期レベルに限定されることが多い 4.11)4.12), 

4.13), 4.14), 4.15)。その背景には､CFD において連続条件（質量保存則）を満足させつつ、流

れ場を推定しなければならないという解法上の問題がある。計算時間を低減するために、

計算負荷を他のコアや PC、ユニットに分担させるマルチコアでの処理やクラスター化、
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General-Purpose computing on Graphics Processing Unit (GPGPU)による演算等の並列計算手

法は存在している。しかし、並列計算に対応したソルバーの導入コストや並列計算に特化

した計算機の導入、運用コスト等が必要となるため、設計段階におけるシステムの性能予

測時には設計コストの増大に繋がる。 

前述の流れ場の推定に関する計算負荷の低減手法として、例えば、蔡ら 4.16)は室内空間

を対象として 2 時間の非定常 CFD+建材内の熱・水分同時移動解析を行っている。しかし、

各タイムステップで流れ場を解く場合、膨大な計算時間を要することから、30分毎の定常

解析により流れ場を取得し、30分間は流れ場を固定しつつ温度場及び湿度場の解析を 1秒

間隔で行う手法を採用している。更に、城戸ら 4.17)は流れ場と温度場の連成解析を定期的

に行う手法に加えて、非定常解析時の代表時刻における流れ場を取得し、この流れ場を利

用することで、解析期間中で流れ場の解析を行わない非連成解析手法の提案を行っている。

一方、地下ピット方式の年間性能予測を対象とした研究では、CFDのようなミクロな解析

モデルではなく、計算負荷低減の観点からモデルを簡易化し、壁面の境界条件に一定の対

流熱伝達率を与えた非定常のエネルギー収支式を解くようなマクロ解析モデルが用いられ

ることが多い 4.18), 4.19)。土壌熱交換システムの場合、本来は土壌の熱容量の影響により流

れ場の変化が緩慢となるため、流れ場を各タイムステップで詳細に解析する意義は小さく、

流れ場の固定化による計算負荷の低減手法は極めて有効であるものと推察されるが、この

ような手法に着目した研究はなされていない。 

2） 目的 

4.2では既報4.10)の日周期レベルでの精度検証を踏まえ、流れ場の計算負荷を低減した土

壌熱交換システムの予冷・予熱効果の年間性能予測手法の提案を行い、実在オフィスの地

下ピットを対象に年間性能予測を実施すると共に、従来の手法との比較により提案手法の

有効性を検証する。尚、本章は従来の非定常 CFD の結果を基準として、提案手法を用い

た解析結果との比較によりその妥当性を議論しているが、長期的な実測結果との比較によ

る検証に関しては既往研究 4.20)にて検討している。 

 

4.1.2 結露性状及び真菌の増殖 

1） システム内での真菌増殖の問題 

一般に土壌熱交換システムにおいて、土壌と空気の熱交換の媒体となる建材はコンクリ

ートや PVC である。実運用時の課題としてこれらの建材に真菌等の微生物が付着・発

芽・生長することに伴う導入外気の空気質汚染が懸念されている。システム内で増殖する

微生物の中でも特に真菌はカビ臭いというクレームや各種感染症、室内の建材における黒

カビの原因になるなどの課題 4.21)があるため、システム内での空気質汚染の抑制に際して

はこの真菌の増殖を抑えるのが第一の目標となる。システム内での真菌の増殖メカニズム

は Figure 4.1のように整理される。 
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また、増殖の要因一覧を Table 4.1 に示す。尚、同表では、真菌の発芽(Spore germina-

tion)・生長(Mycelial growth)の段階では要因に応じて生育の度合いが変化するため、それ

ぞれ分けて記載している。 

 

Table 4.1 の増殖要因の中で、栄養素、塩類、pH はほぼ固定的なパラメータ（システム

運用上でのコントロールは困難）である。埃などの有機物も栄養素となることから、建築

空間においては栄養素の供給を断つことはできず、また、pH は中性が最も繁殖しやすい

条件であるが、例えばシステムの建材がコンクリートの場合は、竣工後､経年により表面

の pH がアルカリ性から中性へ遷移していくため、真菌が増殖しやすい環境になっていく。

このため、これらの要因による増殖抑制策を運用で導入するのは難しい。一方で、一般的

な真菌が最も活性化する温度域は概ね 30℃と報告 4.23)されているが、同システム内での建

材の表面温度は概ね 15～22℃程度で推移するため、活性化に際して温度が大きく影響は

しない。一方で、特に影響が大きいのは相対湿度と考えられている。これは真菌の胞子の

発芽・菌糸の生長の際に特に水分が必要とされるため、湿度のパラメータが重要であると

言われている。Figure 4.2 に示した温湿度生長曲線からも覗い知れるとおり、湿度が高い

ほど、高湿度環境への暴露時間が長いほど、菌糸の生長が早まることから、システム内の

運用において､高い湿度での長時間の暴露を防ぐのが､真菌の増殖における第一の抑制策と

なる｡ 

Figure 4.1 Fungal growth mechanisms4.22) 

Table 4.1 Factors of fungal growth 
Fungal Growth Factors Spore germination / Mycelial growth 

Relative humidity Strong dependency 

Temperature Dependent 

Time Dependent 

Nutrient’s content Low dependency / Dependent on medium and surface contamination 

Salt content Low dependency 

pH values Low dependency / Dependent 

Light (UV) Dependent 

Oxygen content Everywhere 

Floating of fungal spores in the air Everywhere 
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2） システム内の真菌増殖に関する研究 

システム内の真菌の増殖による空気質汚染に関する研究はそのほとんどが日本で行われ

ている。その理由としては次の 2点が挙げられる。 

(a) 日本の気候条件として真菌が増殖しやすい温湿度条件である 

温湿度生長曲線から推察される通り、温度が 30℃に近いほど、湿度が高い環境ほど真

菌の活性化が高まるため、日本のような高温多湿の環境下では夏季において真菌が増殖し

やすい環境になりやすいことが起因して実運用時の課題となり、一つの研究テーマになっ

ている。 

(b) 地下ピット方式の導入事例が多い 

日本国内外で広く用いられるチューブ方式であれば、筆者が設計した事例(Figure 4.3)の

ようにチューブに勾配を設けて結露水を水抜き穴（メカニカルトラップ）まで誘導し排水

するようなシステムを構築すれば、チューブ内の湿度の高い領域が生じないことから、真

菌の増殖､つまり空気質汚染のリスクの低減が可能である｡一方で地下ピット方式は、導入

外気の空気の流動性が緩慢なことから一度コンクリート表面で結露が起こると、その結露

水が蒸発するまでに長い時間を要するため、その間に胞子の発芽や菌糸の生長が生じやす

いという特徴を有している。地下ピットを利用して外気を導入するシステムが日本固有の

ものであり、海外の事例としてほとんど存在していないため、日本での研究がほとんどで

ある｡ 

Figure 4.2 Isopleth systems for mycelium growth4.23) 
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この課題に対する研究として、例えば、工藤ら 4.24)は地下ピット内に敷設された調湿材

が空気質汚染の温床になり得るとの報告を受け､実際に利用されている調湿材に付着した

微生物及び浮遊微生物の測定などを行っている｡結果として､調湿材表面では Acremonium 

sp.のみが検出された一方で､ピット内の壁面で検出された真菌のうち､優占種が Acremo-

nium sp.ではないことから､調湿材表面が真菌の生育にとって好環境であることを導き出し

ている｡また､室内側でも同種の真菌が高濃度で検出されたことから､ピット内で増殖した

真菌が外調機を経由し､室内へ侵入していることを明らかにしている｡三田村ら 4.25)は、

2010年 12月に竣工した住宅の床下ピットを利用したシステムを対象に 2011年 1月～2013

年 3 月までの床下ピットの温度の実測や浮遊真菌濃度の測定結果を報告している｡床下ピ

ット内の冬季の温度は運転開始1年目よりも2年目､3年目のほうが高いことが確認された｡

また､真菌濃度の I/O比は時期によって大きく異なるが､冬季の床下ピットは I/O比が 6.5と

真菌の増殖の可能性を示唆している。このように、熱的性能に関する研究のみならず、空

気質環境についても幅広く議論されており、システム導入にあたっての大きな課題となっ

ている。 

3） システム内の建材への付着とその防止 

真菌の増殖を抑制する手法としてのアプローチはいくつか考えられている。例えば、適

切に運用を行い、真菌の増殖しやすい環境を提供しないような運用面での対応のほか、定

期的なシステム内の清掃、コンクリート表面に対する抗菌剤の塗布などがある。このよう

なシステム内の建材への真菌の付着を取り扱った研究事例として、林らの研究 4.26)や柳ら

の研究 4.27)がある。文献 4.26では､浮遊・付着真菌に対するアプローチではなく､システム

内（ピット方式）での臭気（主に真菌に起因する臭気を想定）であるものの､多少のイニ

シャルコストの増加を許容できるのであれば､建設時の型枠にパネコート型枠を用いるこ

とで臭気の抑制が可能であると結論づけている｡これは、壁面が平滑になるほど、真菌の

胞子や埃などの有機物の付着が少なくなることにより、増殖が抑えられていたものと想定

される。また､文献 4.27は､夏季のシステム内での結露発生に伴う微生物汚染の実態の把握

Figure 4.3 Design examples for EAHE 

1/200

600φ

Mechanical traps
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とその対策について議論した研究である。システム内での細菌・真菌の増殖による空気質

の汚染の状態は従来の空調機内での汚染の状態と同程度であることを確認している。空気

質汚染の対策として、プレフィルタ・中性能フィルタ・管内洗浄（水、薬剤）を実施した。

結果として、プレフィルタの場合、浮遊細菌、浮遊真菌の低減率はそれぞれ約 40%、50%

であった。中性能フィルタの場合は、どちらも 90%以上の効果があった。水による高圧洗

浄は管内の付着細菌・真菌の低減に効果がある（おおよそ 90%）ことを確認でき、薬剤洗

浄の場合は高圧洗浄以上に効果があること（細菌は 99%、真菌は 100%）を確認している。

ただし、洗浄の場合は定期的に実施するため、それらのコストとのバランスを勘案する必

要がある。 

このようにシステムの運用による抑制ではなく、定期的なメンテナンスを実施するなど

してシステム経由後の外気の浮遊真菌濃度の低減が可能である。一方でピット方式であれ

ば、メンテナンスを行いやすいように導入経路のルート上に人通口を設けるなどの設計段

階からの配慮も必要となる。このため、同システムを採用するにあたっては、設計から運

用まで一貫して考慮することが望ましいと考える。 

4） 結露の発生状況に関する既往研究 

上述の通り､土壌熱交換システムはシステム内での結露の発生や高湿度環境が維持され

ることに由来する導入外気の空気質汚染が懸念されており 4.28),4.24)、特に影響要因の一つ

である結露に関しては、実測結果に基づいた報告が幾つかなされている。例えば、尹ら
4.29)は名古屋市に所在する行政支援・福祉施設に導入された土壌熱交換システム（地下ピ

ット方式）において、経路途中の表面温度と外気の露点温度との比較に加えて、目視でも

結露の発生が確認できなかったと報告している。林ら 4.30)は研修施設に導入された土壌熱

交換システムの性能評価の一環として、結露の判定を実施している。これによると、計測

期間において経路途中の相対湿度が 100％で推移していたものの、目視では結露を確認で

きなかったと結論付けている。その他の論文でも、結露が確認できなかったとの報告がな

されている 4.13)。ただし、これらの論文では目視やシステム内の相対湿度、外気露点温度

と一部の表面温度との比較により結露発生の有無を判断しているため、局所的に結露が発

生していた可能性も否めない。結露の発生を示唆した例として、松井ら 4.31)はチューブ方

式のシステムにおいて、チューブの出口相対湿度から結露発生の可能性を示唆している。

大和田ら 4.32)は福岡県内の教育施設の地下ピットを対象として実測を行っており､対象地

下ピット内での結露の発生はほとんど確認できなかったものの、一部の時間で結露が生じ

ていたと結論付けている。更に、木下 4.33)は地下ピット形状や運用条件の異なる 4 つの学

校建築を対象に、土壌熱交換システムの予冷・予熱効果や結露発生の有無の検証を行って

いる。同論文では、建物によっては著しく結露する対象もあったと報告している。 

一方、数値解析等により土壌熱交換システム内での結露発生の予測を実施した研究も既

に報告されており 4.14), 4.12),4.34), 4.35), 4.36, 4.37)､これらの内、三次元 CFDにより結露発生の

予測や結露しやすいと思われる部位の検討等を行った例もある 4.14), 4.12)。しかし、限定的
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な解析期間（定常解析等）や代表点での検討に留まり、長期的かつ詳細な結露予測による

抑制策の有効性の検証等を行った研究は存在しない。 

5） 目的 

実務レベルでは、結露の発生や結露抑制策の具体的な効果等が定量的に把握できていな

い状態で設計・運用を行っているのが現状である。このため、竣工後に結露の発生や微生

物の増殖による空気質汚染といった問題が生じ、対策が後手に回ってしまう可能性も否め

ない。従って、事前の予測により結露発生の有無の判断や結露しやすい部位の特定、結露

抑制策の効果等を把握した上で外気の予冷・予熱の定量的な効果を踏まえ､設計を行うべ

きである｡ 

以上のことから､4.3 では設計段階を想定した上で、結露発生の抑制と導入外気の予冷・

予熱効果を両立させた設計・運用手法の確立を目的として、実在オフィスの地下ピットを

対象に、年間シミュレーションによる結露評価手法の提案を行った上で、結露発生の抑制

と予冷・予熱効果の両面から外気導入手法の検討を実施する。即ち、4.2 にて提案する、

流れ場の計算負荷を低減した非定常 CFD に湿度輸送方程式を連成させて結露予測を実施

する。この手法を用いて、結露抑制策として考えられる外気導入経路や外気導入条件等に

関するケーススタディを実施し、結露の発生状況に関する詳細な分析を行う。加えて微生

物の増殖に起因する空気質汚染リスク評価の一環として、同解析に試行的に真菌iの増殖

予測モデルを one-way 連成させた解析を行い、地下ピット内での真菌の増殖に関する基本

的な特性を把握する。更に、予冷・予熱効果も合わせて評価した上で、それぞれの結露抑

制策の有効性を総合的に検証する。 

 

 

4.2 予冷･予熱効果の性能予測手法の開発及びその有効性の検証 
4.2.1 予冷･予熱効果の性能予測手法 

本論文で提案する計算負荷低減手法では、季節別の代表的な流れ場を事前に複数解析し、

この事前解析から得た流れ場を Figure 4.4 (a)に示す解析フローに基づき、外調機の稼働時

間毎に切り替え、読み込むことで温度輸送方程式の線形化を行い、計算負荷の低減を図る

ものである。 

 
i 微生物の内、真菌は温湿度の条件から他の微生物と比較して早い段階でコロニーを形成する。さらに真菌の菌糸は
他の微生物の栄養源となる。従って本論文では第一に考慮すべき真菌を対象としている。 
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事前解析等から得た流れ場を使用することで、次に示す i）及び ii）の効果が期待でき

る。尚、本論文では Figure 4.4 (a)に示した解析手法において、流れ場と温度場の解析が非

連成となることから同手法を「非連成解析」と定義し、Figure 4.4 (b)の従来の解析手法は

流れ場と温度場を連成させた解析であることから「完全連成解析」と定義する。また、本

論文で提案する非連成解析では質量保存式と運動量輸送方程式の連成解析手法として

SIMPLE法(Figure 4.5)を、乱流モデルとして k-ε モデルを採用した解析を対象としている。 

 

i) 流れ場の事前解析による計算負荷の低減 

Figure 4.4 CFD analysis flow charts of the proposed method and conventional method: (a) Uncou-
pled simulation; (b)Full coupled simulation (conventional method) 

No
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Substitution of U,V,W,k,e

Judging convergence

Loading flow fields

Time loop end 

Time loop start

Heat equation

Loading : YesLoading : No

Analysis start

Analysis end

Judging  end of 
calculation periods

Judging used
flow fields

(a)

No

Yes

No
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Judging convergence

Time loop end 

Time loop start

Heat equation

Analysis start

Analysis end

Judging  end of 
calculation periods

No

Yes

Continuity equation

Momentum equation(U)

Momentum equation(V)

Momentum equation(W)

Turbulence Energy(TE) equation

Dissipation rate of TE equation

(b)

  1. Estimate pressure fields p* 

  2. Obtain correction of the velocity; u*, v* and w* by momentum equations that was discretized 

  3. Solve the pressure correction equation concerning the correction of the pressure p’ 

  4. Calculate pn+1 by p’ + p* 

  5. Obtain un+1, vn+1 and wn+1 by substituting the correction of pressure and velocity for velocity correction equation 

  6. If un+1, vn+1, wn+1 and pn+1 are not convergence, then return to 1) 

n means iteration numbers in this time step

Figure 4.5 Algorithm of SIMPLE method 4.38) 
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Figure 4.4 (b)に示すように完全連成解析は各タイムステップで圧力補正式・速度補正

式・運動量、温度、k、εの輸送方程式を解いているが、非連成解析中は事前解析から得た

流れ場を用いることで解くべき方程式が温度のみとなる。 

ii) 計算時間間隔Δtの拡大 

Eq. 4.1にアンサンブル平均を施した温度輸送方程式を示す 4.39)。ここで、θは温度[K]、t

は時間[s]、uiは速度[m/s]、xiは空間座標[m]、αは温度拡散率[m2/s]、𝑢௜ᇱ𝜃′は乱流熱フラック
ス[(m･K)/s]を表す。尚、オーバーバーはアンサンブル平均値を表す。 

  4.1 

渦粘性モデルでは、𝑢௜ᇱ𝜃′を勾配拡散近似により𝜃の勾配と乱流温度拡散率αt [m2/s]を用い
て Eq. 4.2のように表す。 

  4.2 

  4.3 

ここで新たにαtが未知数となる。本論文で採用する k-ε モデルではαtに対して流れ場と

温度場の相似を仮定し、Eq. 4.3 のようにαtを渦動粘性係数νt [m2/s]及び乱流プラントル数

Prt (=0.9) [-]により表す。本論文で対象とする k-ε モデルではνtが k 及びε の関数であるた

め、k、ε に加えて𝑢௜を求めることで温度輸送方程式はクローズする。非連成解析では事前
解析により求めた𝑢௜、k 及びε を用いることで、流れ場と温度場を直接的に連成させず、

定数として扱う事が可能となる。これにより温度輸送方程式が線形化され、完全陰解法を

採用した場合、完全連成解析と比較して計算時間間隔Δ t の拡大が可能iとなる。更に、線

形化に伴い、温度輸送方程式の収束性の向上も期待できる。 

 

4.2.2 解析概要 

ここでは Case1シリーズ及び Case2シリーズにおいて完全連成解析及び非連成解析を実

施し、土壌熱交換システムの長期的な熱的特性を把握すると共に、完全連成解析の結果と

の比較を通じて提案手法の有効性の検証を行う。 

1） 鉛直方向一次元熱伝導解析の概要及び解析結果 

非連成解析では既報同様に CFD の初期条件として、地中の鉛直方向の一次元熱伝導解

析の結果である上下温度分布を地上に突出した流入口を除き、解析領域全体に与える。一

次元熱伝導解析の条件及び物性値は Table 4.2、Table 4.3に示す通りであり、本論文では地

中温度の出力の簡易化、空間分解能を高める目的から既報にて用いた熱回路網解析ではな

く、CFDと同様の汎用 CFDツールiiを用いて有限体積法に基づく熱伝導解析を行った。 

 
i Δtの拡大に伴い、時間項の数値粘性が増大し、解析結果に影響を及ぼす可能性がある。 
ii 一次元熱伝導解析及び Case1-1, Case2-1は株式会社ソフトウェアクレイドルの熱流体解析ソフト「STREAM V11」を
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本解析では助走期間を 20年とし、更に 1年間の解析期間を設け、解析終了時の 12/31の

24:00 に加えて、事前解析時の初期条件となる夏季代表日時(8/6 15:00)及び冬季代表日時

(2/9 11:00)の温度分布を出力した。代表日時に関しては、年間の外気導入を行う時間帯で

の外気温度とその時刻の地中深さ 1.78m（地下ピット床面を想定）における地中温度との

差を取り、その差が比較的大きい(=14.9℃)日時を夏季代表日、差が比較的小さい(=-

12.6℃)日時を冬季代表日と設定した。これは事前解析の流れ場取得時において、地下ピッ

ト内の流れ場が強い浮力を受ける時間帯であると想定されることから、これらの日時を選

定した。 

 

2） 事前解析による流れ場の取得手法及び解析条件 

本章では外気導入量別に外気導入量が大きく、外調機 5 台の定格風量に対応する Case1

シリーズ(10,350m3/h)、外調機 1台分で外気導入量の小さい Case2シリーズ(2,070m3/h)とい

う流れ場の性状が大きく異なる場合を対象として提案手法の適用可能性を探る。尚、

10,350m3/h は面風速（梁下の代表断面積=2.02m2）にすると、1.42 m/s、2,070m3/h は

0.28m/s に対応する。外気導入スケジュールに関しては、想定される冷房期間（6/1～9/30）

及び暖房期間（11/1～3/31）の内、10：00～18：00 まで地下ピット経由にて外気導入を行

い、その他の期間（4 月、5 月、10 月の中間期）及び時間帯（0：00～10：00、18：00～

 
用い、非連成解析の Case1-2～Case1-4, Case2-2～Case2-4 に関しては解析の都合上、同社の「STREAM V12」を用い
た。 

Table 4.2 Analysis conditions for vertical one-dimensional thermal conductivity analysis  
in the ground 

Calculation period January 1~December 31 
(A preliminary analysis was performed for the 20 years prior to the analysis year.)

Time interval 1 hour 

Domain 1.0m(X)×1.0m(Y)×20.0m(Z) 

Mesh 200 

Ground surface boundary condition Temp.: Sol air temperature, Convective heat transfer coefficient: 17.9W/m2K 

Calculation conditions for 
the sol air temperature 4.40) 

Meteorological data: The Expanded AMeDAS Weather Data for typical meteorological year 
(Yahata, Kitakyushu, Japan) 4.40) 
Convective heat transfer coefficient: 17.9 W/(m2･K), Solar radiation absorptance: 0.7 (-), 

Emissivity: 0.9 (-), Evaporation ratio: 0.1 (-) 

Bottom boundary condition of under-
ground Adiabatic (20 m depth) 

Table 4.3 Physical Properties at the one-dimensional thermal conductivity analysis and CFD analysis
 Specific heat [J/(kg･K)] Density [kg/m3] Thermal conductivity [W/(m･K)] 

Soil 4.41) 2,512 1,830 0.61 

Concrete 800 2,400 1.64 
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24：00）に関しては地下ピットを経由せずに外気導入を行うものとした。日単位を対象と

して非連成解析を実施した既往研究 4.42), 4.43)では、流れ場を複数用意せずとも外気導入量

を合わせることで、完全連成解析と非連成解析の取得熱量がほぼ一致することを確認して

いる。そこで、非連成解析による年間性能予測のケーススタディを実施する上で、事前解

析では外気導入量別に加えてシーズン別に代表的な流れ場を取得するため、外気導入時は

計 4種（外気導入量大：夏季・冬季、外気導入量小：夏季・冬季）の流れ場を用意し、外

気導入を行わない時間帯の流れ場として比較的静穏な流れ場を別途取得する。Table 4.4 に

流れ場取得時の解析条件を示す。 

 
固体の物性値は一次元熱伝導解析と同様とした。事前解析の初期条件としては、一次元

熱伝導解析より取得した夏季及び冬季代表日時の上下温度分布を与えた。尚、取得する流

れ場は非定常解となるため、適切な解析期間を設定する必要がある。同モデルを使用した

非定常 CFDによると、名目換気時間τ （Case1シリーズ：90s、Case2シリーズ：450s）の

概ね 5倍で温度場が安定していたため、解析期間を 5τとして流れ場の取得を行った。 

壁面近傍の第一メッシュサイズは 0.03m程度であり、空間平均の y+は Case1シリーズの

外気導入量では 35.8、Case2シリーズでは 27.0であった。尚、熱伝達上、重要な部位（床

や天井等）に関しては、y+ =10 程度（Case2 シリーズ）の細かいメッシュを挿入している

が、年単位の完全連成解析を実施するために、解析時のメッシュ数を制限している。この

ため、予備的な検証として、粘性底層に十分なメッシュを挿入した状態（空間平均で y+ 

=10 以下）にて実時間で 2 時間の完全連成解析と非連成解析を実施した。結果として取得

熱量の誤差は 1％以下であった。尚、非連成解析の場合、現状のメッシュよりも、更に細

かいメッシュの挿入が可能となり、予測精度の向上が期待できる。 

Table 4.4 Analysis conditions for CFD analysis 

Calculation period 
Pre-Analysis – Case1 series: 450 s 
Pre-Analysis – Case2 series: 2,250 s 
Annual Analysis: January 1~December 31 
(A preliminary analysis was performed for the 1 year prior to the analysis year.)

Time interval Pre-Analysis – all cases: 10 s 
Annual Analysis: See Table 4.5

Domain 44.8 m (X) × 34.9 m (Y) × 8.4 m (Z) 
Mesh 127 (X) × 109 (Y) × 36 (Z) = 498,348
Turbulence model Low Re-type k-ε model (Abe-Nagano-Kondo model) 4.44) 
Scheme for advection term 1st-order upwind scheme 
Initial temperature of underground and  
air tunnel system elements Results of the one-dimensional heat conduction analysis  

Boundary 
conditions 

Inlet of air tunnel Tin: Outside air temperature [°C], Uin=1.55 or0, kin=3/2(Uin×0.05)2, εin=Cμ
3/4·kin

3/2/lin 
Outlet of air tunnel Free slip 
Wall in air tunnel Velocity and Temp.: analytical wall function (AWF)  

Ground surface Temp.: Sol air temperature (AIJ, 2000),  
Convective heat transfer coefficient: 17.9W/m2K 

Upper side of air tunnel Adiabatic (The thickness of top slab element is 200mm.) 
Lateral and bottom Adiabatic 

Convergence condition Temperature transport equation and Pressure correction equation: 1×10-4 
Momentum, k and ε transport equation: 1×10-6

Uin: Inlet wind speed (m/s),   ℓin: Length scale (=1.2) [m],   kin : Inlet turbulence energy (m2/s2),   εin ： Dissipation rate of kin (m2/s3),    
Cμ ： Model constant (=0.09) [-] 
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また､本来であれば数値粘性の影響を考慮して QUICK等の高次のスキームを適用すべき

である。しかし、本提案手法は設計段階での活用も視野に入れているため、より安定な一

次精度風上スキームを移流項のスキームとして採用した。尚、移流項のスキーム別に完全

連成解析と非連成解析の解析結果の比較も同時に行っており、採用するスキームの違いに

よる完全連成・非連成解析の解析精度の対応関係は変化しないことを確認している。 

解析的壁関数は、粘性底層内におけるメッシュの有無別に壁関数を用意している。この

ため、解析的壁関数の特徴として壁面近傍のメッシュサイズへの依存性が小さい点や、通

常の壁関数と比較すると y*（壁面近傍の乱流エネルギーを用いた無次元距離）を利用する

ことにより、剥離・再付着流れにおいて摩擦速度が 0となる場合にも適用可能な点などが

挙げられる 4.45), 4.46), 4.47)。 

Figure 4.6に本章で使用した CFDのモデルを示す。 

 
CFDモデルに関してはコンクリート躯体と土壌を再現した一次元熱伝導解析を別途実施

し、この結果を参考にしてコンクリート表面の熱流に影響しない範囲で周辺土壌領域の最

適な解析領域とメッシュ幅の検討を行った。本章ではこの結果を CFD モデルに反映して

おり、既報の従来モデルによる解とほぼ一致していることを確認している。更に、既報同

様に解析では Gebhart の吸収係数を用いることで固体表面間の放射熱流束を解析しており、

既報では放射解析のメッシュ数は 929 であったが、ここでは 2,494 とすることで、より詳

細な放射メッシュの分割を行った。 

 

3） 解析概要 

年間性能予測では前述の外気導入スケジュールに従い、流入口の境界条件を時刻ごとに

変化もしくは流れ場を切り替えることで解析を行った。流入温度とする外気温度は拡張ア

メダス気象データの標準年・福岡県八幡のデータを用いた 4.40)。地表面の境界条件となる

相当外気温度には一次元熱伝導解析より得た相当外気温度に一定の対流熱伝達率を与えて

解析を行った。初期値に関しては一次元熱伝導解析より得た 12/31 の 24:00 の地中温度を

Figure 4.6 Analysis model of the system 
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与え、その他の解析条件は事前解析と同じとした（Table 4.4）。解析ケースを Table 4.5 に

示す。 

 
上述の通り、Case1シリーズは外気導入量を 10,350 m3/h、Case2シリーズでは 2,070 m3/h

とした。Case1-1 及び Case2-1 は従来の解析手法である完全連成解析を採用し、Δ t をそれ

ぞれ 10 s、30 s と設定したi。Case1-2～Case1-4、Case2-2～Case2-4 は事前解析から取得し

た流れ場を用いる非連成解析であり、Δ tを 3,600sとしたii。Case1-2及び Case2-2の外気導

入時間帯は夏季代表日の事前解析にて取得した流れ場を使用し、Case1-3及び Case2-3は冬

 
i Case1及び Case2の空間平均のクーラン数はそれぞれ 16.5、12.1である。一方、Case1及び Case2の場合、クーラン
条件を満足した解析を行うにはΔ tをそれぞれ 0.02 s、0.09 s程度まで細かくする必要がある。このため、クーラン条
件を満足した年単位の非定常解析では、数十年の計算時間を要する。また、予備的な検証としてCase1の外気導入量
において、クーラン条件を満足したΔ t (≒0.02 s)及びΔ t =10 sとした完全連成解析を実時間で 30 minに限定して行っ
たところ、双方のケースでの取得熱量の相対誤差は 1％であった。これらの結果より、クーラン条件の不満足が本章
の結果に対して大きな影響を及ぼした可能性は低いと考えられる。加えて、後述の脚注にて示す通り、非連成解析

時の時間項由来の数値粘性は十分小さいことを鑑みると、完全連成解析時のΔ t では、数値粘性も更に小さくなると
考えられる。このため、完全連成解析時のΔ t の拡大に伴う時間項由来の数値粘性の影響は十分小さいと推察される。 

ii 非連成解析時のΔ tに関しては 10 s・3,600 sとΔ tを設定した場合で日単位の精度検証を実施しており、両ケースでの
解析結果はほぼ一致することを確認している。尚、本章で数値粘性の影響を検証するにあたり、Case2-3 の条件下
（非連成解析、Δ t =3,600）において物質毎に温度輸送方程式中の時間項由来の数値粘性項と拡散項+移流項（空気の
み）の比を算出した。拡散項+移流項を 1 とした場合、数値粘性項の最大値は 10-2程度のオーダー（コンクリート）

であり、解析結果への影響は小さいものと推察される。また、非連成解析におけるΔ t の設定が解析結果に与える影
響は、数値粘性だけでなく境界条件となる流入温度等の時間的な解像度にも大きく依存するものと推察される。こ

のため、データの解像度（通常、1 hour 程度）に応じて適切なΔ t を設定すべきである。また、非連成解析において
は外気導入の切り替え時間である10：00及び18：00前後のΔ tを細かくしており、次の補図の通りとして設定した。
尚、10：00前後のΔ tに関しては名目換気時間を基準に事前検証を行い、図に示したΔ tで十分な時間分解能となるこ
とを確認している。 

 

 
Appendix figure 

外気導入無し外気導入・・・

10:00

Δt : 10 s

11:00

Δt : 2τ / 6 (s) Δt : τ (s) Δt : 3,600-5τ -10 (s)

τ : 90 s (Case1シリーズ)
450s (Case2シリーズ) 18:00

Δt : 10 s Δt : 3,590 s

19:00

・・・

Table 4.5 CFD analysis cases 

Case Air Volume [m3/h] Time interval [s] Used flow fields Notes 

Case1-1 

10,350 

10 - Full coupled simulation (Standard Case)

Case1-2 

3,600 

Obtained in the summer 

Uncoupled simulation,  Δ t : 1h Case1-3 Obtained in the winter 

Case1-4 Obtained in the summer and winter 

     

Case2-1 

2,070 

10 - Full coupled simulation (Standard Case)

Case2-2 

3,600 

Obtained in the summer 

Uncoupled simulation,  Δ t : 1h Case2-3 Obtained in the winter 

Case2-4 Obtained in the summer and winter 
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季代表日の流れ場を、Case1-4及び Case2-4では前述の冷暖房期間別に夏季代表日、冬季代

表日の流れ場をそれぞれ切り替えた。更に、非連成解析時の外気導入を行わない時間帯に

関しては静穏な流れ場を使用した。 

 

4.2.3 完全連成解析の結果 

1） 地下ピットの流出温度 

Figure 4.7に月別の外気導入時間帯における外気温度及び地下ピットの流出温度（完全連

成解析）を示す。 

 
Case1-1及びCase2-1の冷房・暖房期間共に外気温度と比較して流出温度は第一四分位、

第三四分位間の幅が狭まり、冷房期間は冷却側に、暖房期間は加熱側に推移していること

から、土壌の恒温性を利用した土壌熱交換システムの特徴が確認できる。外気導入量を小

さくした Case2-1 では Case1-1 と比較して各月の流出温度のばらつきがより小さくなり、

中央値に近い値をとり、極めて安定的である。これは Case1-1 の場合、地下ピット内の対

流熱伝達率が平均的に高いものの、外気導入量に対して流路が短く、熱交換が不十分であ

るのに対して、Case2-1 の場合は、外気導入量が小さいため外気が地下ピット内に滞在す

る時間が長くなり、結果として十分な熱交換が行われたことによるものと推察される。 

 

2） 土壌熱交換システムの導入効果 

外調機の吹出設定温度を冷房期間 26℃、暖房期間 22℃として、算出した Case1-1 及び

Case2-1の外調機の月別処理熱量（顕熱）を Figure 4.8及び Figure 4.9に示す。 

Figure 4.7 Inlet and outlet temperature of underground air tunnel during outside air introducing period
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尚、結果は土壌熱交換システムの導入効果を検証するために地下ピットへの外気導入の

有無で区別している。Case1-1 に関しては予冷・予熱量の積算値は夏季で-27.5GJ、冬季で

は 26.6GJ となり、土壌熱交換システムを導入することで外調機の顕熱処理熱量は夏季で

76.2％、冬季で 13.8％、年間では 20.6％の削減が可能であることが示唆された。これは既

往研究 4.48)にて示されている削減率と同程度のものである。既往研究での名目換気時間及

び対象地域と北九州市の年平均外気温度が同等であることなどからも、本結果はある程度

の予測精度を有しているものと推察される。Case2-1ではCase1-1と比較して地下ピット内

で十分な予冷・予熱が行われていたため、外調機の処理熱量の削減率が高いことが確認で

Figure 4.8 Annual cooling/heating effects (Case1-1) 
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Figure 4.9 Annual cooling/heating effects (Case2-1) 
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きる。Case2-1の予冷・予熱量は夏季が-14.7GJ、冬季では 11.3GJであり、外調機の顕熱処

理熱量は夏季が 100.0％、冬季で 31.3％、年間で 38.8％の削減が期待でき、特に夏季に関

しては十分な熱交換を行うことで外調機の顕熱処理が不要になるほどのポテンシャルを有

していることを確認した。 

以上よりシステム性能の改善策として、大きな外気導入量を必要とする場合は流出温度

をより外調機の吹出設定温度に近づけるために地下ピットの流路の拡張や地下ピット形状

の複雑化、地下ピットが土壌と接する面積を増加させるなどの検討が考えられる。また、

外気導入量が小さい場合は夏季の外調機の顕熱処理が不要であり、十分な冷熱を蓄えてい

ることから夏季の夜間に温熱を蓄える、夏季のみ外気導入量を増加させるなど、夏季の間

に冬季に利用する温熱を蓄えることにより冬季のシステム性能の向上が期待できる。尚、

本節の解析は顕熱のみを対象としているが、夏季においては外気の冷却に伴いコンクリー

ト表面での結露が懸念されることから、温度輸送に加えて湿度輸送を考慮に入れる必要が

ある。従って、湿度輸送方程式を連成させた湿度場の性状の把握は 4.3で検討する。 

 

4.2.4 提案手法（非連成解析）の結果 

1） 水平面及び東西方向の鉛直面の温度場の性状 

Figure 4.10及び Figure 4.11に各ケースの冬季の代表日時における水平面（地下ピット床

上 0.5m）及び流入口を含む東西方向の鉛直面の温度分布を示す。 
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Figure 4.10 Temperature fields of Case 1 series 
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各シリーズの非連成解析間での温度場の差異は水平面の Case2-2 と他のケースとの比較

を除き、水平面・鉛直面共にほとんど確認できない。Case2 シリーズの風量の場合、浮力

が流れ場に及ぼす影響が比較的強く、導入外気温度とコンクリートの温度の関係から夏季

は導入外気が天井を沿う流れ場であるのに対して、冬季は床面に沿うような流れ場である。

従って Case2-2ではその夏季の流れ場を使用していたため、Case2-3や Case2-4との差が生

じていたものと推察される。 

また、完全連成解析（Case1-1及び Case2-1）と非連成解析（Case1-2～Case1-4、Case2-2

～Case2-4）の水平面の温度分布を比較すると、外気導入部や周囲の土壌温度はほぼ一致

しているものの、外気の導入がない中央の配管ピット内に大きな差異が見受けられる。こ

れは配管ピット内が自然対流場であり、完全連成解析時の流れ場における浮力の影響度と

事前解析にて流れ場を取得した際の浮力の影響度が異なっていることによる流れ場の不一

 
  

 
Figure 4.11 Temperature fields of Case 2 series 
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致に起因している。しかし、非連成解析により発生する配管ピット内での温度場の差異が

性能予測に与える影響は小さいものと推察され、後述するように、月単位・年単位の取得

熱量は完全連成解析とほぼ一致している。また、地中の鉛直方向の温度場に関して、完全

連成解析と非連成解析の差は Case1シリーズの 17.5℃の等温線の位置が僅かに異なるのみ

で、長期的に非連成解析を実施した場合でも温度場の性状は完全連成解析とほぼ一致する。 

地中不易層の温度はその地域の年平均外気温度と同等となることが知られているが、各

ケースの鉛直断面の 17.0℃もしくは 17.5℃の等温線及び北九州市での年平均外気温度が

17.6℃であることから地中深さ 5m を超えた領域では両温度が概ね一致しており、比較的

浅い深さに不易層が存在する。外気導入部の直下の領域は熱交換による影響を受けている

ものの、不易層の深さは既報の一次元熱伝導解析結果と同程度の深さである。従って、熱

交換を行った場合でもその影響は比較的浅く、水平方向に対しても狭い領域（外側の躯体

より深さ方向、水平方向共に 3m 程度）で蓄熱・熱伝導現象が完結しているものと推察さ

れ、隣接する建物同士が土壌熱交換システムを利用した場合の性能低下への影響は小さい

ものと思われる。 

 

2） 非連成解析の予冷・予熱効果の予測精度 

Figure 4.12及び Figure 4.13に各ケースの月別積算予冷・予熱量を示す。 

 

Figure 4.12 Annual amount of heat exchange: (Case 1 series ) 
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中間期に近い 3月や 9月、11月では両シリーズとも、流入（外気）温度と躯体温度が近

いことや、前月に冷温熱を蓄えることなどから他の月と比較すると取得熱量は少なくなっ

ている。また、各シリーズのケース別で見ると、Case1 シリーズの取得熱量は Case1-1 と

他のケース間での差は小さく、使用する流れ場の依存性もほとんど確認できず、3 月や 8

月の Case1-2及び Case1-3の間で若干の差異が発生する程度である。更に、Case2シリーズ

は Case1シリーズと比較して完全連成解析と非連成解析の差が確認できる程度の誤差が発

生しており、8月では Case2-1と Case2-2の差が 0.2GJ程度発生しているものの、その誤差

は相対的には小さい。Case1-2～Case1-4の 1月、2月、7月の月別取得熱量には各ケース間

の差異が確認できなかったが、Case2-2～Case2-4 では、使用した流れ場の依存性が僅かな

がら確認できる。これは Case1シリーズの外気導入量の場合、慣性力が支配的であったた

め（アルキメデス数（Ar 数）iの最大：0.19）、年間を通して流れ場が大きく変化しておら

ず、一方、Case2 シリーズの外気導入量の場合は Case1 シリーズと比較して浮力が支配的

となり（Ar 数の最大：5.02）、温度場（浮力）の性状に対応した流れ場の切り替えが行わ

れていないためと推察される。Case2 シリーズでは流れ場が温度場の影響を受け、浮力の

影響により短期間で変化することから、慣性力と浮力の比である Ar 数に応じて流れ場を
 

i Ar 数は浮力と慣性力の比であり、非等温場の流れにおける流体運動の状態を表す無次元数として次式で表される。
勝田らの既往研究4.49)のように、室内が十分に発達した乱流場の場合において、吹出し・吸い込みを伴う室内気流に

対して Ar 数及び表面温度の分布性状の一致を流れ場の相似条件とし、温度場及び流れ場の分布性状が Ar 数により
関係付けられるとしている。Ar数は下式にて定義される｡ここで､gは重力加速度[m/s2]､β は体積膨張係数[1/K]､θinは

流入温度[℃]､θoutは流出温度[℃]､lは代表長さ[m]､uは流入速度[m/s]である｡ 
 

Ar =  𝑔𝛽(𝜃௜௡ − 𝜃௢௨௧)𝑙𝑢ଶ  

  
 

Figure 4.13 Annual amount of heat exchange: (Case 2 series) 
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切り替える手法も考えられる。しかし、既往の研究成果 4.42),4.43)より、Ar数に応じた流れ

場の切り替えを行った場合でも、ある一定の精度向上は期待できるものの、その改善効果

は限定的であることを確認している。これは流れ場の一致に対して、Ar 数の一致だけで

なく壁・天井・床の表面温度の分布性状の一致（相似）も要求されるためである。 

従って、複数の流れ場を用意するには事前解析の段階において、更なる計算時間を要す

ることや、流れ場を 1 種類で固定した Case2-2 や Case2-3 においても誤差自体は相対的に

小さいことに鑑みると、Case1 シリーズ、Case2 シリーズ、どちらの場合でも本提案手法

は十分に有用であると考えられる。ただし、上述の通り、僅かではあるものの、各月で完

全連成解析と非連成解析の取得熱量の間に差異が発生している。助走期間を数年・数十年

単位とした場合、各月の誤差の蓄積により、取得熱量を過大もしくは過小に評価してしま

う可能性を有する。この点に関しては別途､8年間の実測データ及び同手法を用いた解析に

よる精度検証を行っており 4.50)､誤差の蓄積の影響は限定的であったことを確認している｡ 

 

4.2.5 計算負荷の低減効果 

完全連成解析を基準とした計算時間の削減割合i及び年積算取得熱量の相対誤差を Figure 

4.14に示す。 

 
完全連成解析では年間性能予測に要する計算時間として数十日単位であったが、非連成

解析を用いることでいずれのケースでも 6時間以内での解析が可能となった。計算時間は

従来比で 0.5％程度であり、その解析の相対誤差は Case1シリーズで 1％、Case2シリーズ

 
i 年間解析での計算時間は助走期間（1 日）を除いた 1 年間の解析に要した実時間である。また、Case1-1 のみ並列計
算（4並列）であり、その他のケースは逐次計算（シングルコア）である。尚、上下温度分布や流れ場を取得する事
前解析に要した時間は含めていない。本章での解析はすべて単精度とした。解析に使用した PCのスペックは次の通
りである｡CPU: Intel® Core™ i7-4790K, Frequency: 4.0 GHz (up to 4.4 GHz) RAM: 8.00 GB (DDR3-1600) 

Figure 4.14 Comparison of the calculation time and relative errors 
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では僅かに精度が低下するものの、3％以下である。従って、計算コストと解析精度の双

方より本提案手法は土壌熱交換システムの設計段階における予冷・予熱効果の年間予測手

法として十分実用的であると言える。 

 

 

4.3 結露性状の評価手法等の開発及びその有効性の検証 
4.3.1 結露性状の評価手法の開発及び真菌の増殖予測モデル 

1） 結露性状の評価手法の開発 

本章の解析では、4.2 で提案した非連成解析に対して、湿度輸送方程式を連成させてい

る。同解析時の計算フローは Figure 4.15に示す通りである。 

 

非連成解析時は各時刻の設定外気導入量に応じて事前に取得した流れ場（今回は等温場

の定常解i）を読み込み、温度場及び湿度場のみを解くことで計算負荷の低減を図ってい

 
i 4.2 で乱流モデルとして k -ε 系のモデルを採用し、かつ浮力の影響度が小さい場合は、温度場の性状に応じて複数の
流れ場を用意せずとも使用する流れ場を外気導入量に合わせることで完全連成解析と非連成解析の取得熱量がほぼ

一致することを確認している。このように、アルキメデス数（慣性力・粘性力と浮力の比）が十分に小さい流れ場

において、流れ場の形成に対して浮力の影響度が小さいことが示唆された。従って、本章では外気導入量毎の等温

の定常解析にて取得した流れ場を非連成解析で使用した。 

 
Figure 4.15 CFD analysis flow charts of the Uncoupled simulation coupled with heat and humidity

equations 
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る。この流れ場の事前解析により、温度及び湿度輸送方程式の線形化が可能となる。結果

として従来の解析手法と比較して計算時間間隔Δ t の拡大や各輸送方程式の収束性の向上

により計算負荷の低減が期待できる。 

 

2） 湿度輸送方程式の連成による結露解析の概要 

結露の判定方法は空気側の壁面近傍第一要素の絶対湿度 xa, i [kg/kg(DA)]とコンクリート

の表面温度に対する飽和絶対湿度 xs, i [kg/kg(DA)]を比較し、xa, i >xs, i の場合には結露が発生

するものとした。xaと xsの定義を Figure 4.16に示す｡ 

 

また、タイムステップ毎に各面要素の結露速度を算出し、xa, i >xs, i の状態が継続する場

合は、結露速度を時間積分することで結露量を定義した。結露解析のイメージを Figure 

4.17に示す｡ 

 
結露速度 C  

n
s, i [kg/(m2･s)]、結露量 Ca, i [kg/m2]の定義は次の通りである。尚、下添字 nは

タイムステップ、iは面要素番号を表す。 

 )( ,,, isiai
n

is xxC −⋅′⋅= αρ
 

4.4 

  ⋅= tCC n

isia Δ,,  
4.5 

Figure 4.16 Definition of xa and xs 

Concrete

xs

xa

Air

Saturated absolute humidity at solid surface temperature

Absolute humidity at the cell near the wall

Figure 4.17 Judgements of dew condensation and evaporation occur on the solid surface: (a) Dew
condensation; (b) Evaporation occurred on the solid surface 
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(positive value) Dew condensation water
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(a) Condensation If xa < xs and 0 <Ca, i
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ここでρ は空気の密度[kg/m3] (=1.21)、α' iは局所湿気伝達率[m/s]、Δ tは計算時間間隔[s]

を表す。α' iに関してはルイスの相似則（ルイス数の指数 m：0.67）を適用し、面要素毎の

対流熱伝達率α  i [W/(m2･K)]を用いてα' iを算出している。解析における対流熱伝達率は空

気の壁面近傍第一要素とコンクリート表面の間で定義している｡また､流れの性状に関係な

く､全面要素に対してルイスの相似則を適用している｡α' iの導出式は次の通りである。 

 
m

p

i
i LeC ρ

αα =′
 

4.6 

 

λ
ρλ

′
= pC

Le
/

 

4.7 

Eq. 4.6 の C p及び Leはそれぞれ空気の定圧比熱 [J/ (kg･K)] (=1,007)、ルイス数 [-] (=0.82)

を表す。Eq. 4.7 のλ は空気の熱伝導率 [W/ (m･K)] (=2.56×10-2)、λ' は水蒸気拡散係数 [m2/s] 

(=2.56×10-5)である。 

一方、0<C  
n

s, iかつ xa, i <xs, iの場合には､結露水が蒸発するものとして負の結露速度（蒸発

速度）に応じて結露量が減少する。尚、結露水は空気－コンクリート間に設けた仮想のレ

イヤに存在するものとする。このレイヤの結露水の拡散（コンクリートへの吸放湿i、液

垂れなど）や消失（結露水の除去）は考慮に入れていない。 

 

3） 真菌の増殖予測モデル 

① 真菌の増殖予測モデルの概要 

真菌の増殖予測には K. Sedlbauer らが提案する温湿度曲線モデルを用いた真菌の増殖予

測手法 4.23)(WUFI-Bio)を採用する。真菌の一般的な増殖過程としては胞子の付着、胞子内

への水分の吸収、発芽、菌糸の成長、子実体にて胞子の形成、胞子を飛散するというサイ

クルである。この過程において、WUFI-Bio は胞子の発芽から菌糸の成長までをモデル化

しており、発芽と菌糸の成長の段階別 iiに温湿度曲線(Isopleth System)を用意している。

WUFI-Bio では直接的に考慮できる増殖要因として湿度、温度、時間があり、計算条件と

 
i 一般的に､コンクリート打設後､初期水分の放湿過程が終了するのは数ヶ月～1 年程度と言われており､土壌熱交換シ
ステムの運用初年度を対象とした実測結果を報告した論文 4.29)によると､流出入口の絶対湿度に差が見られた理由と

してコンクリート打設後の放湿を挙げている｡しかし､運用開始後 2 年目の実測を行った研究 4.53)によると､地下ピッ

トの流出入口の絶対湿度差は十分小さいという報告がある｡この理由として土壌熱交換システムでは､外気を地下ピ

ット内に取り込むことにより放湿が比較的早く進み､1年以内には初期水分の放湿過程が終了し､この段階では単位時
間あたりの導入外気の保有する水分量に対して吸放湿量が相対的に小さいためであると推察される｡このことから､

ある程度打設から時間が経過した後はコンクリートの吸放湿性がシステムの湿度環境に大きく影響を与える可能性

は低い｡本論文のように吸放湿性のあるコンクリート表面の結露等の予測を場合､本来はコンクリート内の熱水分同

時移動現象を再現する必要があると考えられるが､今回はコンクリートの初期水分の放湿が十分に進んだ状態（運用

開始 1 年後以降）を想定し､コンクリートの吸放湿を再現していない｡今後､コンクリートに加えてシステム内に敷設
されることの多い調湿材も含めた吸放湿現象のモデル化も視野に入れており､システム内での吸放湿現象の考慮によ

る結露性状等への影響に関する検討は､今後の課題として位置付けている｡ 
ii 段階別に用意している理由としては、菌糸の成長段階と比較して発芽段階では水分（湿度）依存性が強いためであ
る。 
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なる Substrate Class (Class)にて表面の栄養素や ph値を間接的に考慮できる。この Classと

は計算対象の表面の分類のことであり、Table 4.6iの通り、真菌が利用できる栄養素の状態

等に応じて 4種に分類されている。 

 

尚、Class I で表面に埃などの汚染物が多く存在する場合には Class 0 にするものとして

いる。同様に Class IIの建材表面が汚染されている場合は Class Iで評価する。その他のモ

デルの特徴として、Isopleth Systemは Class 0を基準としており、この Class 0は数十種の

真菌の温湿度依存性に関する既往の実験結果より構築されている。この曲線を作成する際

に、高温低湿で成長する種、低温高湿で成長する種等、菌種毎の温湿度曲線を包括して一

本の曲線としている。このため、WUFI-Bio での温湿度曲線に従って発芽及び成長する真

菌は実際には存在しておらず、結果として対象面での真菌の増殖を安全側に評価するもの

である。 

WUFI-Bioの計算フローを Figure 4.18に示す。主な計算ステップとしては、1) 胞子の水

分拡散解析、2) 同結果及び温湿度曲線を用いた発芽予測、3) 発芽判定後の菌糸の成長予測

の 3つが挙げられる。 

 
i Class I（例：木材）で表面に埃などの汚染物が多く存在する場合には Class 0にするものとしている。同様に Class II
（例：コンクリート）の建材表面が汚染されている場合は Class Iで評価する。 

Table 4.6 Substrate category4.55) 
Substrate class 0 Optimal culture medium (e.g. full medium). This isopleth system represents the maximum growth possible

for any mould found in buildings.

Substrate class I Bio-utilizable substrates, such as wall paper, plaster board, building products made of biologically 
degradable materials, materials for permanently elastic joints, strongly contaminated surfaces. 

Substrate class II 
Less bio-utilizable substrates with porous structure, such as plasters, mineral building materials, certain

woods, insulating materials not belonging to group I 
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② 胞子の水分拡散解析 

実際には Figure 4.19 (a)に示すように、球体に近い胞子が壁体に付着し、発芽、二次元的

に菌糸を伸ばしていく。しかし、WUFI-Bio では予測の簡易化のため、Figure 4.19 (b)のよ

うに表面から独立した胞子を隔壁、胞子内、隔壁の 3層のレイヤで構成した一次元のモデ

ルとなっている。 

 
このモデルを基に、以下に示す Eq. 4.9の拡散方程式等 (Biohygrothermal Model)により胞

子の含水率を算出することで発芽や菌糸の成長を評価する。Eq. 4.9は離散化の手法として

有限体積法が採用されており、境界条件は外側の隔壁面に対して実測や解析から得た表面

温湿度を規定する。また、胞子の温度は一様であるとの仮定を行っている。 

 2

2

x
P

t
w sat

w ∂
∂=

∂
∂

∂
∂ ϕ

μ
δϕ

ϕ
ρ  4.8 

ここで、ρwは水の密度[kg/m3]、w は含水率[m3/m3]、ϕ は相対湿度[-]、δ は空気中での水

蒸気拡散係数 [kg/(m･s･Pa)]、μ は隔壁の拡散抵抗率[-]、Psatは温度 T [K]での飽和水蒸気圧

[Pa]を表す。含水率 w及び拡散抵抗率μ は、相対湿度の関数として Figure 4.20のように与

えられる。 

Figure 4.18 Analysis flow of WUFI-Bio4.23) 
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Figure 4.19 Modeling of growth progression4.55): (a) Actual spore; (b) In WUFI-Bio 
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また、水蒸気拡散係数δ は次式で定義する。尚、式中の Pは気圧 [Pa]を表す。 

 

P
T 81.07100.2 ××=

−

δ  4.9 

③ 発芽予測 

Figure 4.21の発芽用の Isopleth System (LIMGerm.
i)により、温度と LIMGerm.の交点から相対

湿度を算出する。 

 
そして、含水率－相対湿度曲線(Figure 4.20 (a))を用いて発芽の有無を判断する含水率

(Critical Water Content)を導出し、胞子の含水率との比較を行う。ここで、胞子の含水率が

Critical Water Contentを超えた時点で発芽と判定する。 

 
i LIMとは Lowest Isopleth for Mouldの略であり、胞子の発芽及び菌糸の成長段階において、LIMを境界として真菌の
活性の有無を判断する。また、LIMは Class別、発芽及び菌糸の成長段階別に用意されている。 

Figure 4.20 Humidity curve4.55): (a) Moisture strage function; 
(b) Diffusion equivalent air layer thickness function 
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④ 菌糸の成長予測 

発芽判定後は Figure 4.22に示すような Class別の Isopleth System (Growth)により菌糸の

成長を評価する。 

 
Isopleth System (Growth)では 1 時間毎の胞子（菌糸の成長によるモデルの変更はない）

の温湿度に基づき、単位時間あたりの菌糸の成長長さ Gh [mm/hour]を求める。更に、全タ

イムステップで Ghの総和を取ることで菌糸長さ[mm]を算出する。 

⑤ WUFI-Bioの計算条件 

計算条件として、対象の地下ピットの外気導入口にフィルタが設置されていないことや、

対象面がコンクリートであることから、対象面を Class I、胞子の初期含水率 wは 0.5とし

た。境界条件となる表面温湿度は、CFDにて 1時間毎に各代表点で出力したデータを用い

た。尚、表面の相対湿度に関しては、壁面近傍の空気側の第一メッシュにおける絶対湿度

xaと壁面温度に対する飽和絶対湿度 xsより算出している。また、結露が起こる場合(xa>xs)

は相対湿度を 100％として扱い、WUFI-Bio での増殖予測では結露による影響を考慮して

いない。 

 

4.3.2 解析の概要 

1） 対象建物及び解析モデル 

北九州市に立地する地上 5階建ての中規模オフィスビル（2005年 4月竣工）を対象とす

る。同建物では外気負荷の削減を目的として、地下ピット方式の土壌熱交換システムが採

用されている。屋外に突出した流入口より地下ピット内に導入された外気は､地下ピット

の流出口までの約 70m の間､土壌（コンクリート）との熱交換を行う｡流出口通過後は､縦

シャフト内の各階に設置された外調機を経て室内の共用エリアへ供給される｡地下ピット

を経由しない場合は、縦シャフト上部の屋上付近の外気を直接、外調機へ導入することが

可能である。また、中間期には共用エリアに設置された自然換気装置により、地下ピット

Figure 4.22 Isopleth system for Class I (Growth) 
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や外調機を経由せず外気の導入を行う。Figure 4.23に本章の解析で使用した CFDのモデル
iを示す。 

 
図中の灰色の部位が外気導入経路の流体部（空気）であり､その周囲にコンクリートの

躯体､更にその周りの 10m まで土壌が存在する｡各物性値は第 4 章と同様である｡解析は空

気の温度・湿度輸送､地下ピット表面の対流・放射熱伝達と地下ピット表面の仮想レイヤ

での結露水の凝縮・蒸発及びコンクリート・土壌の熱伝導を連成させた三次元非定常解析

である｡ 

 

2） 非連成解析の条件 

本章では前述の通り、土壌熱交換システムにおける結露抑制策の内、外気導入経路、外

気導入条件、外気露点温度に応じた外気導入手法iiの有効性の検証を目的としたケースス

タディを実施する。解析ケースは Table 4.7に示す通りである。 

 
i 本節のモデルでは、地下ピットと土壌が接するコンクリート外側の面から水平方向、鉛直方向にそれぞれ 10m の土
壌領域を設けた。 

ii 本章で対象とする結露抑制策の他に調湿材を敷設が挙げられる。しかし、工藤ら 4.24)や松鵜ら 4.51)の研究成果では、

調湿材による除湿効果は期待できるものの、調湿材自体が微生物の増殖の温床となる可能性を報告している。この

ように、結露発生の抑制や外気の除湿を目的とした調湿材が逆効果となる可能性もあるため、本章では調湿材の導

入効果の検討を除外している。 

Figure 4.23 Analysis model of the system 
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各ケースの外気導入のスケジュールに関しては、Figure 4.24 の通りであり、このスケジ

ュールに応じての流れ場を切り替えた。 

 

Case1-0 及び Case1-1 は 4.2 と同様の外気導入条件である。まず､結露予測時の凝縮・蒸

発潜熱を考慮するCase1-0と考慮しないCase1-1にて予冷･予熱効果や結露性状等を比較し､

解析中の結露発生時の凝縮・蒸発潜熱を考慮する必要性について検討するi｡また､既往研

究 4.52)より、今回の解析条件と異なるものの、Case1-1 の外気導入条件では夏季に著しく

結露が発生することや、地下ピット後半部で結露発生の可能性が高いことが示唆された。

しかし、高湿な外気導入の制限や春季に外気導入を実施し､地下ピット内の表面温度を上

昇させるなどの対策により、夏季の結露を抑制できる可能性を示している。そこで、まず

Case1-2では結露の発生を抑制するために、Case1-1に対して後述する露点温度制御を組み

込んでいる。更に、春季に外気導入を行い、結露の要因となる冷熱を除去する目的から、

露点温度制御に加えて 4 月・5 月に外気導入を行う Case1-3 を設けた。外気導入制御以外

の結露抑制手法としては､外気導入経路の長さを短縮させ､経路後半部の躯体表面温度の低

くなる部位と外気の接触を防ぐことが考えられる｡Case2 シリーズは､ピット形状を変更さ

 
i 凝縮・蒸発潜熱を考慮した場合､温度及び湿度輸送方程式が非線形となりΔ t の拡大に制限がかかるため､大幅な計算
時間の増加に繋がる｡これらのケースにて凝縮・蒸発潜熱の考慮の有無による結露性状や予冷・予熱効果への影響を

検証する｡ 

Table 4.7 CFD analysis cases 

 Route Dew point temperature control for 
judgeing the outside air introducing

Schedule of introducing the outside air 
November – March, 

July - September April and May October 

Case1-0 One way (70.3 m) - 10:00 ~ 18:00 - -
Case1-1 One way (70.3 m) - 10:00 ~ 18:00 - -
Case1-2 One way (70.3 m) Yes 10:00 ~ 18:00 - -
Case1-3 One way (70.3 m) Yes 10:00 ~ 18:00 10:00 ~ 18:00 -

   
Case2-1 Two way (48.4 m and 21.9 m) - 10:00 ~ 18:00 - -
Case2-2 Two way (48.4 m and 21.9 m) Yes 10:00 ~ 18:00 - -
Case2-3 Two way (48.4 m and 21.9 m) Yes 10:00 ~ 18:00 10:00 ~ 18:00 -

Figure 4.24 Schedule of introducing the outside air 

SpringWinter

1/1 4/1 6/1 10/1 11/1 12/31

FallSummer Winter

Winter or Summer

OFF Introduce the 
outside air OFF

Spring or Fall

0:00 24:0018:0010:00

Loading quiet flow field

Loading flow field that air flow rate is 10,350 m3/h

0:00 24:0018:0010:00

OFF Refer to the table 
for case study OFF
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せることなく経路を短縮可能な手法を検討する｡具体的には Figure 4.25 に示したように

Case1 シリーズでは流入出口であった 2 面から外気を取り入れ、経路中央の流出口にて合

流する経路とした。外気導入条件は Case1 シリーズと対応させ、Case2-1～Case2-3 として

いる。 

 

Table 4.8に同ケーススタディでの解析条件を示す。 

 
初期温度は、まず､地中の鉛直方向の一次元熱伝導解析を実施し、周期的定常状態とな

った時点（解析開始から 21年目 12月 31日 24時）での鉛直方向の土壌温度プロファイル

を取得した。同解析の条件については Table 4.2 を参照されたい。尚､結果については既報
4.10)に示した分布性状とほぼ同様である｡その後、取得したそれぞれの深さでの温度を

CFDモデルの深さと対応させ、一次元的な初期温度としてコンクリート及び土壌に与えた。

この初期温度分布を用いて、Case1 シリーズでは Case1-1 の条件にて、Case2 シリーズは

Case2-1 の条件で 1 年間の助走期間を設けた非連成解析により温度場（三次元）を作成し

Figure 4.25 Place of inlet, outlet, and respective point each series:  
(a) Case 1 series; (b) Case 2 series 

Outlet
Inlet

C-1:Floor
C-2:Internal corner

B-1:Floor
B-2:Internal corner

A-1:Floor
A-2:Internal corner

E-1:Floor
E-2:Internal corner

D-1:Floor
D-2:Internal corner

Inlet
Inlet

B-1:Floor
B-2:Internal corner

A-1:Floor
A-2:Internal corner

E-1:Floor
E-2:Internal corner

D-1:Floor
D-2:Internal corner

Outlet

C-1:Floor
C-2:Internal corner(a) Case 1 series (b) Case 2 series 

Table 4.8 Analysis conditions for uncoupled simulation 
Calculation period January 1~December 31 

(A preliminary analysis was performed for the 1 year prior to the analysis year.)
Time interval 3,600 s (When switching flow field: 10 s ~, When condensation occurs on Case1-0: 60 s)
Domain 54.8 m (X) × 45.1 m (Y) × 13.4 m (Z) 
Mesh 222 (X) × 180 (Y) × 61 (Z) = 2,437,560
Turbulence model Low Re-type k-ε model (Abe-Nagano-Kondo model) 
Scheme for advection term Temperature: QUICK, Humidity: 1st-order upwind scheme 
Initial temperature of underground and 
air tunnel system elements Results of the one-dimensional heat conduction analysis 

Boundary 
conditions 

Inlet of air tunnel Tin: Outside air temperature [°C]4.40), xin : Outside air absolute humidity [kg/kg(DA)]4.40) 
Outlet of air tunnel Free slip 
Wall in air tunnel Temperature: Analytical wall function (AWF)4.45),4.46), Humidity: Lewis analogy 
Ground surface Temperature: Sol air temperature, Convective heat transfer coefficient: 17.9W/(m2･K) 
Upper side of air tunnel Adiabatic Lateral and bottom 

Convergence condition 
Temperature transport equation and Pressure correction equation: 1×10-4 
Momentum, k and ε transport equation: 1×10-6 

Humidity transport equation: 1×10-7 
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た上で、更に 1 年間の解析を各ケースで実施したi｡熱的な境界条件に関しては、まず地表

面に相当外気温度 4.40)及び対流熱伝達率を与えた｡更に､より実運用時に近い状態で解析を

行うために、地下ピット天井面を断熱とし、孫ら 4.18)の論文を参考に室温を建物 1 階床面

に与えた。地下ピット内の表面間の放射については、Gebhart の吸収係数を用いることで

表面間の放射熱流束を評価している。この際、放射率を 0.9、放射解析のメッシュ数を

3,941 とした。流入口の境界条件となる外気の温湿度は拡張アメダス気象データ 4.40)（標

準年・福岡県八幡）を使用した。尚､土壌内の地下水流による温度場への影響は考慮して

いないii｡非連成解析時に使用する流れ場は地下ピット経由での外気導入無し（外気導入量

= 0m3/h）、外気導入有り(10,350m3/h)の 2種とした。以下では事前解析による流れ場取得の

概要を示す｡ 

 

3） 流れ場取得のための事前解析の概要 

Case1シリーズと Case2シリーズは流入出口の位置が異なり、同一の外気導入量でも流

れの性状が異なるため、外気導入量 2種×2シリーズ(Case1+Case2)の計 4種の流れ場を取

得した。解析条件を Table 4.9に示す｡ 

 
Case2シリーズでは Figure 4.25に示した通り、2つの流入口に対して 1つの流出口とな

る。尚､Case2 シリーズの外気導入有りの場合における各流入口の流入量は、両流入口か

ら自然流入、流出口から一定流量だけ流出する条件での定常解析を実施した。解析結果

として各流入口の通過流量は東側流入口、西側流入口でそれぞれ 3,635m3/h、6,715m3/hで

あり､これをもとに流れ場を取得した。 

 

 
i 周期的定常状態に達した年の結果と今回の結果を比較すると､結露性状などの結果が変わる可能性がある｡これは､シ
ステムの予冷・予熱量の収支が取れるまでに数年～数十年を要するためであるが､予冷・予熱効果を含め､結露性状

についてもこのバランスが取れた状態を対象とした検討も考えられる｡しかし現実問題として､この状態を作り出す

には計算時間が膨大となる｡そこで本章の解析では､土壌鉛直方向の一次元熱伝導解析結果（周期的定常状態）を三

次元の CFD モデルに反映させ､助走を 1 年間（外気導入有りの条件）設け､三次元の初期温度分布を作成した上で 1
年間の本解析を行うという段階を踏んでいる｡ 

ii 対象建物近くでの地盤調査より､地下水流がほとんど無いことが確認されているため､本章の解析では土壌内の水分
移動を考慮していない｡ただし､対象によっては､地下水流の影響も無視できない場合も想定されるため､土壌内の熱

移動に加えて地下水流の数理モデルとの連成解析も選択肢の一つとして考えられる｡ 

Table 4.9 Analysis conditions for pre-analysis (obtain flow fields) 
Calculation period Steady simulation (Isothermal)
Domain 54.8 m (X) × 45.1 m (Y) × 13.4 m (Z) 
Mesh 222 (X) × 180 (Y) × 61 (Z) = 2,437,560
Turbulence model Low Re-type k-ε model (Abe-Nagano-Kondo model) 
Scheme for advection term QUICK 

Boundary 
conditions 

Inlet of air tunnel Uin=1.55 or 0 (Case 1), 0.54, 0.95 or 0 (Case 2), kin=3/2(Uin×0.05)2, εin=Cμ
3/4·kin

3/2/lin 
Outlet of air tunnel Free slip 
Wall in air tunnel Velocity: Analytical wall function (AWF)4.45), 4.46) 

Uin: Inlet wind speed (m/s), ℓin: Length scale (=1.2) [m], kin: Inlet turbulence energy (m2/s2), εin ： Dissipation rate of kin (m2/s3), 
Cμ ： Model constant (=0.09) [-] 



 
 

第 4章 長期性能予測手法の開発 
 
 

121 
 

4） 露点温度制御及び結露評価の概要 

Case1-2、Case1-3、Case2-2、Case2-3で実施する露点温度制御は次の通りとした。 

1) 露点温度制御の判断は 4時間毎とする。i 

2) 解析時は判断時刻(10:00, 14:00)にて、Figure 4.25（もしくは Figure 4.35, Figure 4.39）

に示す計 10点の代表点における地下ピット内の表面温度を取得する。ii 

3) 外気の絶対湿度よりその時刻の外気露点温度を取得する。 

4) 全代表点の表面温度が露点温度を上回った場合、外気導入を行う。 

 

土壌熱交換システム内の長期的な結露状況を評価する指標として、寺西らの論文 4.54)を

参考に時刻ごとの結露面積割合 Ar [%]、コンクリート表面の面要素ごとの結露時間割合 tr 

[%]を定義した。Ar, n 及び tr, i は次式の通りである。 

 100,
, ×=

A
AA

a

nc
nr

 

4.10 

 100,
, ×=

t
tt

a

ic
ir

 4.11 

Aa は地下ピット内で外気と接するコンクリートの全表面積[m2]、Ac, n は Aa の内、各時刻

で結露水が存在するコンクリートの表面積[m2]、ta は解析期間の時間数（今回は 8,760）

[h]、tc, i は各面要素で結露水が存在していた時間数[h]を表す。つまり、結露面積割合 Ar は

時間的な結露評価手法であり、結露時間割合 tr は空間的な結露評価手法である。 

 

4.3.3 外気の予冷・予熱効果 

Figure 4.26に月別の予冷・予熱量を、Figure 4.27に各ケースの 4月～9月の外気導入時

間数を示す。 

 
i 流れ場が切り替わる際は、通常時のΔ t (3,600s)を数十秒程度まで細かくする必要がある。本来、外気導入の判断は境
界条件と同等の時間分解能（本論文では 1 時間毎）が望ましく、流れ場を切り替える場合はその 1 時間のみΔ t を細
かくすれば良い。しかし、ソルバーの都合上、解析途中にΔ tの設定を変更できない。従って、事前に毎時刻のΔ tを
細かくする設定が必要となり、計算サイクル数（計算負荷）の増加に繋がるため、外気導入判断の間隔を 4 時間毎
とした。 

ii 代表点は計 5つのクランクごとに設け、それぞれのクランクで床面及び結露が発生しやすいと考えられる入隅部に 2
点設定した。尚、天井面については断熱条件としており、結露が発生しないため、対象から除外した。 
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Case1-0 と Case1-1 を比較すると､凝縮・蒸発潜熱の考慮の有無にかかわらず､予冷・予

熱量は同等である｡また､冬季は露点温度制御がほとんど機能していないため、Case1-1 と

Case2-1 の両基準ケースとその他のケースの予冷・予熱効果に差は無い。6 月～9 月を比

較すると僅かではあるが予冷効果の差を確認でき、7月にその差が最も顕著となる。これ

は、Figure 4.26の 7月の各ケースの外気導入時間数から見て取れる通り、露点温度制御が

機能し地下ピット経由での外気導入が抑制されたためである。露点温度制御が作動した

際の代表点の表面温度と外気露点温度との関係は Figure 4.28に示す通りである。 

Figure 4.26 Outdoor air load / pre-cooling and pre-heating quantity 
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Figure 4.27 Number of hours of outside air introduction 
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尚、Case1-2と Case1-3及び Case2-2と Case2-3はほぼ同様の結果であったため、Figure 

4.29～Figure 4.39では Case1-3と Case2-3の図は省略している。図より 10点の代表点の内、

露点温度制御が作動したのは入隅部の代表点（特に A-2）が多かった。A-2の表面温度が

低いことにより、外気導入が抑制された理由は、A-2は室内からの熱的影響を受けにくい

位置にあり、土壌からの冷熱に強く影響を受けたためと推察される。 

中間期を除く外調機の年間の処理熱量削減率はCase1シリーズでCase1-1から順に 36.6% 

(65.1%)、35.7% (56.4%)、35.7% (57.0%)となった。尚、括弧内は夏季の削減率を表す。ま

た、Case2シリーズでは 29.1% (50.0%)、27.5% (35.3%)、27.7% (37.1%)であった。露点温度

制御の導入による夏季の予冷効果は、Case1-1と Case1-2では 13.3％（Case1-1基準）の減

少であり、Case2-1と Case2-2で 29.4％（Case2-1基準）の減少となった。また、Case1-1と

Case2-1 より、二方向から合流とすることで予冷効果が 23.2％、予熱効果が 19.9％の減少

（Case1-1基準）となった。 

以上の結果から、露点温度制御の導入により夏季の予冷効果が 1～3 割低下し、中間期

の外気導入は露点温度制御や予冷・予熱効果には影響を与えず、また外気取り入れ口を 1

方向から 2方向とすると予冷・予熱効果が低下する可能性が示唆された。 

 

4.3.4 結露の抑制効果 

1） 結露面積割合 

Figure 4.29～Figure 4.33に Case1-3と Case2-3を除いた各ケースの結露面積割合を示す。 

Figure 4.28 Relationship between surface temperature and dew point at each representative point 
when dew point temperature control operation: (a) Case 1-2; (b) Case 2-2 
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Figure 4.29 Condensation area ratio: Case 1-0 
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Figure 4.30 Condensation area ratio: Case 1-1 
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Figure 4.31 Condensation area ratio: Case 1-2 
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Case1-0 及び Case1-1 より､予冷・予熱量と同様に双方のケースで結露面積割合の時間的

な傾向には大きな差異は見受けられない｡基本的に 6月、7月は冬季の冷熱を蓄えており、

躯体周囲の温度が低い。このため、Case1-1及びCase2-1では、一時的に高湿な外気の導入

に伴い面積割合が上昇し、乾燥するというサイクルを数時間から数日の単位で繰り返して

いることが確認できた。両ケース共通の特徴として、8 月、9 月では躯体表面温度の上昇

により結露面積割合が低い。Case1-1 や Case2-1 は夏季の結露が顕著であった一方で、

Case1-2 や Case2-2 では露点温度制御の導入により、大幅な結露発生の抑制が可能となっ

た。Case1-1、Case2-1の 6月、7月で結露面積割合が 1％以上となっていた時間がそれぞれ

107h、165h であったのに対して、露点温度制御を導入したケースでは半分以下となって

いた。 

また、全ケースで 1月､3月､9月､11月の一部で結露面積割合が高くなっているが、この

時間帯は雨天日であり、条件によっては夏季以外でも結露が発生する可能性が示唆され、

雨天時には土壌熱交換システムの利用を制限するなどの対策が有効であるものと推察され

る。また、今回の解析条件では、中間期の外気導入は結露抑制策としての効果が確認でき

なかった。この理由は 4月、5月の熱交換量の収支が 0に近かったためと考えられる。外

気温度が比較的高い場合のみ外気導入を行うなどの対策により、中間期の外気導入による

Figure 4.32 Condensation area ratio: Case 2-1 
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Figure 4.33 Condensation area ratio: Case 2-2 
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結露抑制策に有効性を見出すことは可能である。ただし、中間期に冷熱を取り除く場合、

予冷効果が損なわれる点に注意が必要である。尚、露点温度制御を導入したのにもかかわ

らず、Case1-2や Case2-2に結露面積割合が上昇した理由は、外気導入の判断を 4時間毎に

行っているためである。これはソルバー及び解析時間の都合によるものであり、この点は

今後の検討課題である。 

 

2） 結露時間割合 

Figure 4.54～Figure 4.39に各ケースの結露時間割合を示す。 

 

 

 

 

Figure 4.34 Condensation time: Case 1-1 ceiling side 

Figure 4.35 Condensation time ratio: Case 1-2 ceiling side ratio  
Δ in (b) and (f) represent representative points for the dew point temperature control and predic-

tion of fungal growth 

Figure 4.36 Condensation time ratio: Case 2-1 ceiling side 

Figure 4.37 Condensation time ratio: Case 2-2 ceiling side 
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Case1-0 の結果は省略しているが､Case1-1 と比較した全面要素の結露時間割合の RMSE

値は 0.05%であり､差異はほとんどない｡また､Case1-0 と Case1-1 の結露時間割合の分布性

状も同様であり､結露しやすい部位の特定を行う場合は､Case1-1 でも十分対応できること

を示す結果となった｡このように､結露性状と予冷・予熱量の双方の結果から､土壌熱交換

システム内で結露が生じた場合における凝縮・蒸発潜熱は考慮せずとも､予冷・予熱量や

結露の発生の分布等にはあまり影響を与えないことが示唆された｡ただし､各部位での結露

発生の時間を正確に予測する場合には凝縮・蒸発潜熱を考慮する必要がある｡ 

Figure 4.34、Figure 4.35より、Case1シリーズ共通の傾向として、流出入口付近の入隅に

結露時間割合が 1%（実時間で 86.7h）を超える部位が集中している。流入口で結露が発生

する理由は、夏季においてこれらの部位の表面温度が低くなっていたことや、露点温度制

御で制御できなかった時間帯（11～13 時、15 時～17 時）に結露が発生したためと推察さ

れる。また、流出口付近の結露に関しては､夏季において経路前半部である程度予冷され

後半部での予冷の余地が小さくなり、結果として躯体表面温度が低くなるため、結露時間

割合が高くになったものと考えられる。また、Case1-1 と Case1-2 を比較すると、Case1-1

では図右側の入隅部に結露時間割合が高い部位が存在しているが、Case1-2 ではほとんど

結露していない。更に、流出口付近で結露発生状況が緩和されていることも確認できる。

Case2-1 は Case1-1 と同様に流出入口等、また中間部の空気が滞留しやすい位置 (Figure 

4.38)で一部、結露時間割合が高い。Case2-1 と Case2-2 を比較すると、東側流入口での分

布性状はほぼ同様であるが、Figure 4.36､Figure 4.37 の右側の入隅部や Figure 4.38､Figure 

4.39 の図中の点線で囲った部位のような中間部の空気が滞留しやすい位置で結露が緩和さ

れている。 

 
Figure 4.38 Condensation time ratio: Case 2-1 floor side 

 
Figure 4.39 Condensation time ratio: Case 2-2 floor side 
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以上より、露点温度制御によりある程度の結露発生の抑制が期待でき、外気の導入経路

を一方向の場合のみならず、二方向から合流させた場合でも、結露発生の抑制が可能であ

ることが示唆された。また､既往の研究成果も踏まえた地下ピット内での結露発生の対策

としては､建物一階の床面の断熱性能を過度に高くしないこと､露点温度制御を導入した際

の表面温度計測点の検討､結露しやすい部位には断熱材を設けるなどが挙げられる｡ただし､

運用初年度に関してはコンクリート打設後の初期水分の放湿があり､結露リスクが高くな

るものと推察されるため､外気導入量を増加させることにより初期水分の放湿を促進させ

るような対策も有効であると推察される｡上記のような検討により結露発生は大幅に抑制

されるものと考えられる｡また結露予測や結露発生の抑制を考える場合、今回の解析のよ

うに導入外気中に含まれる水分のみを対象として結露現象を予測するのではなく、その他

の水分ソースやシンクを考慮に入れた解析による対応も考えられるが、この点は今後の検

討課題と位置づけている。 

 

4.3.5 真菌の増殖予測結果 

1） 代表点の温湿度 

各ケースの代表点 A-2 及び E-2 の表面温湿度（WUFI-Bio への入力データ）のプロット

を Figure 4.21の曲線とともに Figure 4.40～Figure 4.45に示す｡ 

 

Figure 4.40 Mycelium length: Case 1-1 
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Figure 4.41 Mycelium length: Case 1-2 
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Figure 4.42 Mycelium length: Case 1-3 
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Figure 4.43 Mycelium length: Case 2-1 
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尚､Figure 4.40～Figure 4.45のプロットは 6/1~8/31の 6h毎のデータであり､一部のデータ

を間引いている｡また､ここでも Case 1-0 の結果は省略する｡Figure 4.40～Figure 4.42 より

Case1シリーズでは Case1-1の E-2とその他のケースの E-2に差異が見られる程度でほぼ同

様の温湿度であることが伺える｡また､Case2シリーズはCase1シリーズと同様に Case2-1の

E-2と他のケースに差異が見られるがその他はほぼ同様の温湿度を示している｡これらの入

力データより､LIMGerm.の Class Iを超えるプロットが多くを占めているため､WUFI-Bioにて

真菌胞子の発芽が予想される｡更に､A-2 よりも E-2 のほうが温湿度は高い傾向にあること

から､E-2の菌糸長さが長い結果になるものと推察される｡ 

 

2） 成長曲線 

WUFI-Bioによる真菌の増殖予測結果として､Case1-1～Case2-3のA-2、E-2における胞子

の含水率及び菌糸の成長過程を Figure 4.46～Figure 4.51に示す。 

Figure 4.44 Mycelium length: Case 2-2 
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Figure 4.45 Mycelium length: Case 2-3 
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Figure 4.46 Moisture content of the spore and mycelium length: Case 1-1 
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Figure 4.47 Moisture content of the spore and mycelium length: Case 1-2 
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Figure 4.48 Moisture content of the spore and mycelium length: Case 1-3 
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Figure 4.49 Moisture content of the spore and mycelium length: Case 2-1 
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上述の通り､WUFI-Bioでの発芽判定は胞子の含水率が Critical Water Contentを超えた時

点であり､これらの図より､一部のケースの E-2を除き､1月もしくは 3月の雨天日にて結露

した直後に発芽と判定している。このような判定を受けた代表点では､その後、4月中旬ま

で菌糸が成長し、4月下旬以降は胞子の含水率が成長段階での Critical Water Contentを下回

ったため、成長が停滞している。しかし 6月中旬より高湿な外気の導入に伴い、胞子の含

水率が再び上昇し、夏季の菌糸の成長が顕著となった。また､Case 1 シリーズでは A-2 と

E-2の発芽が同時期に判定されたケースにおいて､最終的な菌糸の長さが同程度となること

が確認できる｡一方で､Case 2シリーズでは､A-2の発芽が 3月､E-2の発芽が 6月と時期は異

なるものの､E-2 の菌糸の成長が A-2 に追いつくように急速な成長を遂げ､最終的には A-2

Figure 4.50 Moisture content of the spore and mycelium length: Case 2-2 
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Figure 4.51 Moisture content of the spore and mycelium length: Case 2-3 
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と E-2 の菌糸長さは同程度となっている｡その他に確認できる点としては､冬季は胞子の含

水率が Critical Water Contentを超えないため、菌糸は成長しない。 

 

3） 部位別の真菌の増殖リスク 

Figure 4.52及び Figure 4.53に各ケース､各代表点の 12月 31日 24時時点での菌糸長さを

示す｡ 

 

 
まず、床面と入隅部で比較すると、多くの場合､入隅部（⭕-2）の菌糸長さが長いこと

が確認できる。これは、入隅部は夏季に土壌からの冷熱の供給により床の表面温度が低く

なることや､一度結露や表面近傍の相対湿度が上昇し､その後､乾燥した外気が導入される

時間帯でも､表面近傍の流れが極めて静穏のため､高湿度な環境が維持されやすいためと推

Figure 4.52 Mycelium growth: Case 1 
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Figure 4.53 Mycelium growth: Case 2 
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察される。しかし､C及び Dの代表点では､床面と入隅部での菌糸長さの差異がほとんど無

い｡これは､上述の理由とは反対に､C及び Dはクランク部に位置しており､床面近傍と同様

に入隅部近傍での気流が発生していたことに起因すると考えられる｡このため､システム設

計時の結露防除の観点からは､気流が静穏となる入隅部のような箇所をセメントなどで詰

めてシームレスな角のないように施工すれば良いと考えられる｡ 

Figure 4.54 に各代表点の結露時間割合と真菌の増殖予測結果である菌糸長さのプロット

を示す｡ 

 
同図より､結露時間割合と菌糸長さは対数の関係にあると言える｡これは､WUFI-Bio の概

要で説明したとおり､胞子の発芽､菌糸の成長共に湿度依存性が強く､結露状態（相対湿度

100%）が数時間継続しただけで､胞子内の含水率が上昇し発芽と判定したり､成長速度が

5mm/hになったりと､結露の発生が菌糸長さに多大な影響を与えたためであると推察される｡ 

本章ではシミュレーション（結露予測+真菌の増殖予測）によるリスク評価となるが、

空気質汚染リスクを軽減させる防除策としては、第一に結露させないことが極めて重要で

あることが示唆された。ただし､真菌は結露状態でなくとも相対湿度 70%以上で継続的に

曝露されることで発芽成長することが指摘 4.56)されてはいるが､実運用時（特に夏季）に

システム内の結露を防除することだけでなく､相対湿度を 70%以下に保つのはパッシブシ

ステムである以上､ほぼ不可能である｡厳密に真菌の増殖による導入外気の空気質汚染を防

ぐのであれば､デシカントなどを通した乾燥空気をピットで冷却する､サーバールームのよ

うに新鮮な外気を必要しない室にクローズドループ方式で空気を循環させるなど､従来と

は異なるシステムのハイブリッド化､利用先の転換などでシステムの有効性を見出すこと

は可能であるものと考えられる｡また､真菌胞子自体は外調機のフィルタで概ねカットでき

るため 4.57)､システムの利用が室内浮遊真菌濃度を著しく上昇させるファクターとなると

は考えにくい｡実運用で問題となるのは､導入した外気の臭いであり､これは結露に伴うも

Figure 4.54 Relationship condensation time ratio and mycelium length 
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のであると考えられ､実際に設計者側へのクレームとなっている｡臭気についても､コンク

リート表面の塗装でコントロールは可能であるとの報告 4.26)もある｡ただし､地下ピットの

表面積を考えると､施工費用がかさむため､イニシャルコストの増大につながってしまう｡

この対策ではローコストで導入可能な土壌熱交換システムのメリットを弱めてしまうため､

第 5 章及び第 6 章では､システムの運用・設計条件により結露を防ぐための条件の検討を

考え､結露リスクのみを空気質汚染リスクの要因として考慮することとする｡ 

 

 

4.4 まとめ 
4.4.1 予冷予熱効果の性能予測手法 

4.2 では､流れ場の計算負荷を低減した土壌熱交換システムの年間性能予測手法の提案や

事前解析の概要を示した上で、提案手法による年間性能予測に関するケーススタディを実

施した｡以下に得られた知見を示す｡ 

1) 外調機の顕熱処理熱量は外気導入量が 10,350m3/h の場合、夏季で 76.2％、冬季で

13.8％、年間では 20.6％の削減が可能であり、外気導入量を 1/5 とした場合、夏季で

100.0％、冬季で 31.3％、年間で 38.8％の削減が可能であることが示唆された。特に夏

季に関しては外気導入量を小さくすることで外調機の顕熱処理が不要となるほどのポ

テンシャルを有していることが示唆された。 

2) 鉛直方向の温度場の分布性状より、熱交換を行った場合でもその影響は比較的浅く、

水平方向に対しても狭い領域で蓄熱・熱伝導現象が完結しており、隣接する建物同士

が土壌熱交換システムを利用した場合でも性能低下への影響は小さいものと推察され

た。 

3) Ar 数が小さく慣性力が支配的な流れ場においては浮力の影響が小さいことから長期的

に見ても流れ場はほとんど変化しない。このため、非連成解析で使用する流れ場によ

る精度の依存性は確認できず、従来の完全連成解析と比較して年間取得熱量の誤差は

1％以下であった。更に、Ar 数が大きく、流れ場が浮力の影響を受ける場合の非連成

解析に関しても、僅かに精度が低下するものの、完全連成解析との誤差は 3％以下で

あった。 

4) 完全連成解析による年間性能予測の計算時間として数十日を要した。非連成解析を用

いることにより 6 時間以内での解析が可能となり、本提案手法は計算コストと解析精

度の双方を両立させた設計段階における年間性能予測手法として十分有用であること

を確認した。 

 

4.4.2 結露性状の評価手法の開発及び真菌の増殖予測モデルとの連成解析 

4.3 では、CFD をベースとした解析により、土壌熱交換システムの年間での結露発生の

予測及び真菌の増殖予測と予冷・予熱効果の評価を実施し、省エネルギー効果及び導入外
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気の空気質の確保の観点からの外気導入手法の有効性の検討を行った。以下に得られた知

見を示す｡ 

1) 非連成解析に対して湿度輸送方程式を連成させた場合でも、4.2 と同様に大幅な解析時

間の低減が可能でありi、年単位での結露性状と予冷・予熱効果の把握が可能となった。 

2) 同一の外気導入部・外気導入量でも、外気の取り入れ口を 1つから 2つにすると予冷・

予熱効果が数十％のオーダーで低下する。 

3) 3 月や 9 月､また冬季の雨天日等でも結露が発生する可能性が示唆され、雨天時には土

壌熱交換システムの利用を制限するなどの対策が有効であると推察される。 

4) 外気の導入経路が複雑であった場合でも、結露が発生する可能性の高い点に表面温度

の計測点を置き、露点温度制御を導入することで結露の発生を抑制できる可能性を有

する。また、露点温度制御の導入により夏季の予冷効果が 1～3割程度低下するが、冬

季の予熱効果にはあまり寄与しないことが示唆された。以上よりシステム利用時にお

ける結露発生と省エネルギーのトレードオフの関係性が示唆された。 

5) 結露時間割合と菌糸長さは対数の関係にあった｡これは､WUFI-Bioで扱われる胞子の発

芽､菌糸の成長は共に湿度依存性が強く､結露状態（相対湿度 100%）が数時間継続した

だけで､胞子内の含水率が上昇し発芽と判定したり､成長速度が 5mm/h になったりと､

結露の発生が菌糸長さに多大な影響を与えたためであると推察される｡ 
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第5章 逐次近似最適化によるシステム設計の最適化 
 

 

5.1 背景及び目的 
土壌熱交換システムを設計・運用する上での諸性能として省エネルギー効果､導入外気

の空気質の確保､外気導入量､導入・運用コストが挙げられる｡このうち､どの性能を重視す

るかは設計者の裁量に委ねられ､要求する性能に応じて設計・運用を行う必要がある｡しか

し､その性能は主に Table 5.1に示す条件（設計変数）に支配されることになる｡ 

 
この点に関して､設計変数の影響度などがシミュレーションベースではあるが検討され

た研究例は存在する｡例えば､石川ら 5.1)はチューブ内の熱伝達､土壌の熱伝導を含めた三次

元モデルを用い､経路長さ､埋設深さ､管径､外気導入量等､様々な設計変数を考慮したケー

ススタディを実施し､システム性能に対する影響について考察している｡また､井上ら 5.2)は

経路長さ､埋設深さなどの各因子がシステムの長期的な熱的特性に及ぼす影響を実験計画

法に基づく数値解析により明らかにし､設計時の基礎資料となる情報の提示を行っている｡

更に､Kumarら 5.3)はチューブ方式を対象に管の内径､管の熱伝導率､経路長さ､外気導入量､

管の外径の 5 つを設計変数として､遺伝的アルゴリズムを用いた予冷効果を最大化する解

の探索や設計変数の影響度について検討している｡しかし､対象の地下ピット方式では､上

述のチューブ方式のようにシステム性能に対する各設計変数の寄与の程度が明らかにされ

ておらず､設計・運用時の指針なども提示されていないのが現状である｡ 

本章では､逐次近似最適化による土壌熱交換システムの性能予測のメタモデルの構築や

最適解の候補の提示による設計資料等の整備を目的としている｡具体的には実在オフィス

の地下ピットを対象に､サンプリング手法として第 4 章で提案した長期性能予測手法を用

いた逐次近似最適化によりメタモデル（応答曲面）を構築する｡更に､同モデルを評価関数

とした最適化アルゴリズムによる最適解の探索､並びに各種性能に対する設計変数の影響

度を分析する｡ 

 

5.2 メタモデリングの概要 
5.2.1 問題設定 

Table 5.2に本論文での最適化問題の対象となる目的関数､設計変数､制約条件を示す｡ 

Table 5.1 Influence factors to the system performance 
Shape Operation

 Depth of burial Operating years
 Thickness of wall and floor slab Room temperature on the first floor
 Path length Outside air condition (Region)
 Sectional area of the path Conditions of outside air introduction
 Route type Time of outside air introduction
 Heat transfer area of the system Flow rate of the outside air
 Thermal insulation performance on the first floor Moisture absorbent
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本章における目的関数は､f1(x)：システムの導入による外調機の顕熱処理熱量の削減率

[%]､ f2(x)：結露リスクi  [%]､ f3(x)：外気導入量 [m3/h]の三種である｡設計変数は､メタモデ

リングの初期段階であることを鑑み､ x1：経路の代表面での面風速[m/s]､ x2：1F 床の断熱

材厚さ[m]の 2種と限定した上で最適化問題を定義した｡解析結果をもとに f1(x)と f2(x)は次

の Eq. 5.1及び Eq. 5.2により算出しメタモデリングを実施する｡f3(x)は Eq. 5.3の様に x1の

関数として定義するため､メタモデリングの対象から除外している｡ 
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Eq. 5.1の Qdは地下ピット経由なしの場合の年間外調機処理熱量[GJ]､Qpは地下ピットを

経由した場合の年間外調機処理熱量[GJ]である｡Eq. 5.2の Aiはコンクリート表面の面要素 i

の面積[m2]､tr, iは面要素 iにおける結露時間割合[%]であり､Eq. 5.4により算出する｡Eq. 5.3

の tc, iは面要素 iで結露していた時間数[h]､taは解析期間の時間数(=8,760) [h]を表す｡Eq. 5.3

の Aは外気導入経路の代表面の面積(=3.81) [m2]である｡ 

 

5.2.2 メタモデリングの流れ 

本論文で実施するメタモデリング及び最適化の流れを Figure 5.1に示す｡ 

 
i 導入外気の空気質の確保にはシステム内での微生物の増殖リスクを低減すべきであるが､微生物の増殖には結露発生
の有無や結露の時間が強く影響を受けるものと推察されるため､結露リスクを目的関数として扱っている｡ 

Table 5.2 Formulation of multiobjective optimization problem 

 Objective function  f1(x)→Max,  f2(x)→Min,  f3(x)→Max 

 f1(x): Reduction rate of sensible heat load for outdoor air-condi-
tioning system [%], 

 f2(x): Risk of dew condensation [%], 
f3(x): Flow rate of outside air [m3/h] 

 Design variable  x = [x1, x2]  x1: Average wind speed in the sysytem[m/s], 
 x2: Thermal insulation thickness on the first floor [m]  Limiting condition  0 < x1 ≤ 1.5,  0 ≤ x2 ≤ 0.1  Δx1=Δx2=0.01
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流れとしてはメタモデルを作成し､このモデルを利用して最適化を行う（逐次近似最適

化）｡メタモデリングでは目的関数の大まかな近似を行う初期サンプリング､初期サンプリ

ングの近似結果から徐々に近似精度を向上させていく追加サンプリングの段階に分けられ､

その後､最適化アルゴリズムの一つであるMulti-Objective Genetic Algorithm (MOGA)を用い

て､メタモデルを評価関数とした最適解の候補を探索する｡ 

1） 初期サンプリング 

まず､初期サンプリング時の設計変数の組み合わせは Random samplingにより決定する｡

初期サンプリング数は 20とし､サンプリング時間を短縮するために複数のソルバーを使用

し､最大で並列数 2×ソルバー数 10の並列･分散解析を行う｡一台の PCでソルバー1つもし

くは 2つを使用し､最大 5台の PCで CFDを実施した｡尚､後述する追加サンプリングでも

並列・分散解析を行っているが､使用できる PC､ライセンスなどの状況が変化するため､分

散解析の数が 4～10と幅がある｡ 

 

2） 逐次近似最適化（追加サンプリング） 

初期・追加サンプリング結果から作成するメタモデル（目的関数の近似モデル）は

Krigingによる応答曲面で表現するi｡メタモデルの精度向上を目的とした追加サンプリング

点の探索は､最適解の探索時と同様に MOGA によるメタモデルの RMSEiiの最小化と

Efficient Global Optimization (EGO)の併用手法とする｡ 

 
i 作成する応答曲面は､i) 目的関数について､ii) 目的関数の近似誤差(RMSE)について､iii) 大域解､局所解付近での追加
サンプリング実施時の期待値(EI)についての 3種であり､目的関数ごとに応答曲面を作成する｡本論文では､設計変数 2
種×目的関数 3種であるため､f3(x)を除き､計 6つの応答曲面を作成した｡ 

ii二乗平均平方根誤差(RMSE)は応答曲面の近似誤差を意味する。EIとは異なり、応答曲面全体の局所的な精度について評価できる。 

Figure 5.1 Flow chart of metamodeling and optimization *N is the maximum number of solvers 

NoIs the initial sampling done?
Yes

Random sampling

MOGA and create the response surfaces

Cluster analysis 

Solver 1 Solver 2 Solver 3 Solver 3

Accuracy OK?Yes

No

Solver 1 Solver 2 Solver 3 Solver 4

Start of metamodeling

Initial sampling

Additional 
sampling

Solver N*

Determine the combination of the design variables

Solver N*

Clustering the set of non-dominated solution
(each solution has combination of design variables)

Search the candidates of the maximum value of 
the RMSE or EI using the response surface and MOGA

End of metamodeling Optimization by MOGA using metamodel
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近似の流れとしては､先に目的関数の RMSEの応答曲面とMOGAにより､大域解､局所解

のみならず､メタモデル全体で精度の低い点を探索し､サンプリングを実施して精度向上を

図る｡その後､目的関数の EI の応答曲面と MOGA を用いて､EI を最大化する設計変数を探

索し､大域解､局所解付近の近似精度の向上を図る｡この追加サンプリングでも初期サンプ

リング同様に分散処理を実施する｡MOGA から出力される個体（評価値（RMSE・EI）及

びこれに対応する各設計変数の組み合わせ: Figure 5.2）はMOGAの個体数分（今回は 512）

だけ存在する｡ 

 
ここでは､出力された設計変数の組み合わせをクラスター分析 (Figure 5.5)にかけ､各クラ

ス内で RMSEや EIを最大化する設計変数の組み合わせを各ソルバーに割り当て､追加サン

プリングを実施した｡ 

 
クラスター分析には k-means clustering (k-means)を用いた｡非階層型のクラスター分析手

法である k-means は､クラスタリング用のデータが円状にあることが前提である｡しかし､

MOGA で出力される解の候補のデータは､この前提から外れてしまうことが多く､本来､

MOGA と k-means の相性は良好ではなく､階層型のクラスター分析が望ましいが､k-means

Figure 5.2 Candidate solutions calculated by MOGA and response surface 
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Figure 5.3 Candidate solutions divided into six classes by k-means clustering 
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を利用することによる最適化結果への影響は無い｡これは､k-means により解の候補を分類

し､そこから各ソルバーに割り当てる設計変数の組み合わせを決定し､逐次近似最適化を行

い､再びMOGAにより解の候補を探索し､k-meansによりクラスタリングを行う・・・と回

数をこなせば分類手法による応答局面の精度などの差は無くなっていくためであり､

MOGAの解のクラスタリングに k-meansを利用することは実用上問題ない｡尚､k-means は

Pythonの機械学習ライブラリである scikit-learn5.5)の sklearn.cluster.KMeansクラスを利用し

た｡ 

 

3） 最適解の探索 

最後にメタモデルの精度向上が期待できなくなった時点で､メタモデルについての

MOGAを実施し､最適解の探索等を行う｡ 

 

5.3 CFD概要 
5.3.1 対象建物及び解析モデル 

北九州市に立地する地上 5階建ての中規模オフィスビルの土壌熱交換システム（地下ピ

ット方式）を対象とする。屋外に突出した流入口より地下ピット内に導入された外気は､

地下ピットの流出口までの約 70m の間､土壌（コンクリート）との熱交換を行う｡Figure 

5.4に本論文で使用した CFDのモデルを示す。 

 
図中の灰色の部位が外気導入経路の流体部（空気）であり､その周囲にコンクリートの

躯体､更にその周りの 10m まで土壌が存在する｡解析は空気の温度・湿度輸送､地下ピット

表面の対流・放射熱伝達､地下ピット表面の仮想レイヤでの結露水の凝縮・蒸発及びコン

クリート・土壌の熱伝導を連成させた三次元非定常解析である｡ 

 

5.3.2 非連成解析の概要 

前述の通り､サンプリングには第 4章で開発した長期性能予測手法を用いており､従来の

CFDと比較して､大幅にサンプリング時間を短縮している｡非連成解析により年単位での性

Figure 5.4 Analysis model of the system and place of respective point 
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能予測（サンプリング）が可能となり､システム性能の最適化が現実的なものとなる｡

Table 5.3iに非連成解析（年間性能予測）の CFDの解析条件を示す。 

 
非連成解析では事前に流れ場のみの解析（等温・定常）を行い､流れ場を取得する｡そし

て､取得した流れ場を解析中に適宜読み込むことで計算負荷の低減を図る｡流れ場は､Table 

5.3 の流れに関する境界条件を設定した上で､初期・追加サンプリングで設定された設計変

数 x1に応じて流入面での流速を設定した定常解析により取得した｡非連成解析で使用する

流れ場は地下ピット経由の外気導入あり（x1の外気導入量）と外気導入無しの2種とした｡

外気導入のスケジュールは、冬季（11/1～3/31）と夏季（6/1～9/30）は 9:00～18:00の時間

帯を地下ピット経由の外気導入ありとし､この時間帯は設計変数 x1の定常解の流れ場を使

用した｡また､それ以外の時間帯､期間は地下ピット経由の外気導入無しとして別途取得し

た静穏な流れ場を使用した｡外気導入の時間帯には露点温度制御を導入し､結露発生の抑制

を図っている｡第 4 章の露点温度制御では外気導入の判断を 4h 毎としていたが､本解析で

は 1h 毎に行っている｡非連成解析でのモデルでは､x2の値に応じて断熱材厚さが変化する

ため､適宜モデルを修正し､解析を行った｡尚､コンクリートの表面要素での結露判定方法及

び面要素毎の仮想のレイヤに蓄積する結露水の取扱については第 4 章と同様としており､

コンクリート内部の水分移動は考慮していない｡ 

 

 

 
i 助走計算では設計変数 x1=0.75､x2= 0.05の条件で 1年間解析を行った｡ 

Table 5.3 Analysis conditions for uncoupled simulation 
Calculation period January 1~December 31 

(A preliminary analysis was performed for the 1 year prior to the analysis year.) 
Time interval 3,600 s (when switching flow field: 1 s ~)
Domain 54.8 m (X) × 45.1 m (Y) × 12.0 m (Z)
Mesh 213 (X) × 166 (Y) × 44 (Z) = 1,555,752
Turbulence model Low Re-type k-ε model (Abe-Nagano-Kondo model)
Scheme for advection term Momentum and Temperature: QUICK, Humidity: 1st-order upwind scheme 
Initial temperature of under-

ground and air tunnel system ele-
ments 

Results of the one-dimensional heat conduction analysis 

Bound-
ary condi-
tions 

Inlet of air tunnel 
Tin: Outside air temperature5.4) [°C], xin: Outside air absolute humidity5.4) [kg/kg(DA)] 
Uin: Inlet velocity [m/s] (depend on design variables), kin = 3/2(Uin×0.05)2, 
εin = Cμ

3/4･kin
3/2/lin 

Outlet of air tunnel Free slip 
Wall in air tunnel Temperature: Analytical wall function (AWF), Humidity: Lewis analogy 

Floor of the first 
floor 

From November to March: 22 °C, From June to September: 26 °C, 
Intermediate period: Linear interpolation from winter and summer temperatures, 
Overall heat transfer coefficient: 9.0 W/(m2·K)

Ground surface Temperature: Sol air temperature5.4), Convective heat transfer coefficient: 17.9 W/(m2･K)
Upper side of air 

tunnel Adiabatic 
Lateral and bottom 

Convergence condition 
Temperature transport equation and Pressure correction equation: 1×10-4 
Momentum, k and ε transport equation: 1×10-6 
Humidity transport equation: 1×10-7

Uin: Inlet wind speed [m/s), ℓin: Length scale (=1.2) [m], kin : Inlet turbulence energy [m2/s2], εin ： Dissipation rate of kin [m2/s3], 
Cμ : Model constant (=0.09) [-]
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5.4 メタモデリングの過程 
5.4.1 初期サンプリング結果 

ランダムサンプリングによる設計変数の組み合わせを初期サンプリング結果と共に

Table 5.4に示す。また、初期サンプリング終了段階でのメタモデルを Figure 5.5に示す｡ 

 

 
現段階では f2(x)が多峰性に富み､非線形性が強いことから､メタモデルの精度改善のため

の追加サンプリング回数が多くなる可能性が示唆される｡これらの結果より、追加サンプ

リングを実施する。 

 

5.4.2 RMSEの改善（追加サンプリング） 

初期サンプリング後の応答曲面の近似精度として Figure 5.6 (a)に f2(x)の RMSEに関する

応答局面を示す｡ 

Table 5.4 Combinations of design variables and results of initial sampling 
No. x1 x2 f1(x) f2(x) f3(x)  No. x1 x2 f1(x) f2(x) f3(x) 
1 1.41 0.05 10.8 0.57 19,329  11 0.73 0.00 25.1 0.08 10,007 
2 0.18 0.08 34.1 0.84 2,468  12 0.45 0.06 22.6 0.63 6,169 
3 0.48 0.00 31.7 0.06 6,580  13 0.92 0.08 14.2 1.15 12,612 
4 1.04 0.03 14.3 0.92 14,257  14 0.13 0.08 38.4 1.11 1,782 
5 1.27 0.04 11.9 0.39 17,410  15 0.23 0.08 30.8 0.66 3,153 
6 1.10 0.07 12.6 1.02 15,080  16 0.83 0.00 23.1 0.07 11,378 
7 1.07 0.01 16.9 0.03 14,668  17 0.14 0.01 45.1 0.12 1,919 
8 1.44 0.02 12.7 0.06 19,741  18 0.96 0.02 15.7 0.53 13,160 
9 0.53 0.05 21.0 0.97 7,266  19 0.59 0.10 18.3 0.16 8,088 
10 0.37 0.02 28.1 0.34 5,072  20 0.23 0.04 32.8 0.37 3,153 

Figure 5.5 Metamodel at the end the of initial sampling: (a) f1(x); (b) f2(x) 
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Figure 5.6 Process of the Metamodeling (reducing RMSE for f2(x)): (a) End of initial sampling; 
(b) Cycle 1;  (c) Cycle 2;  (d) Cycle 3;  (e) Cycle 4;  (f) Cycle 5;  (g) Cycle 6 
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尚､f1(x)の近似精度については初期サンプリング時点で概ね良好であり､RMSEや EIに関

する応答曲面を図示する必要性が低いことから Figure 5.6や Figure 5.7では省略している｡

まず､f1(x)の応答曲面及び Figure 5.6 (a)の f2(x)の応答曲面と MOGAにより、f1(x)及び f2(x)

の RMSE を最大化する設計変数の組み合わせを探索する。そして、MOGA の結果の個体

をクラスター分析にかけ、各ソルバーに割り当てる設計変数の組み合わせを決定し、追加

サンプリングを実施する。1 回目の追加サンプリングの設計変数の組み合わせとその実施

結果は Table 5.5の Cycle 1に示す通りである｡ 

 

Table 5.5 Results of the additional sampling for reducing RMSE 
Cycle No. x1 x2 f1(x) f2(x) f3(x) RMSE for f1(x) RMSE for f2(x) 

1 

21 0.36 0.09 24.4 0.02 4,935 2.7 % 29.4 % 
22 1.27 0.10 10.9 0.03 17,410 10.2 % 36.8 % 
23 0.03 0.00 66.7 0.07 411 10.1 % 32.1 % 
24 0.61 0.03 20.4 0.52 8,362 1.8 % 35.5 % 
25 1.40 0.09 10.4 1.19 19,192 7.2 % 36.8 % 
26 0.83 0.04 16.2 0.63 11,378 6.1 % 35.9 % 
27 1.02 0.05 13.7 0.72 13,983 1.1 % 34.6 % 
28 1.50 0.09 9.9 1.13 20,563 13.7 % 36.8 % 

2 

29 0.03 0.10 50.5 1.38 411 5.1 % 35.0 % 
30 0.09 0.06 43.6 0.29 1,234 1.7 % 35.0 % 
31 0.08 0.03 47.7 0.07 1,097 2.3 % 34.1 % 
32 0.61 0.08 18.5 1.45 8,362 1.0 % 34.8 % 
33 0.78 0.06 16.2 0.94 10,693 0.7 % 34.8 % 
34 0.91 0.10 13.8 0.05 12,475 1.9 % 34.9 % 
35 1.44 0.07 10.4 0.85 19,741 0.6 % 35.0 % 
36 1.36 0.01 14.4 0.04 18,644 1.9 % 32.7 % 

3 

37 0.76 0.09 15.8 0.06 10,419 0.3 % 23.1 % 
38 1.14 0.09 11.9 0.03 15,628 0.5 % 25.3 % 
39 1.21 0.02 14.4 0.08 16,588 0.4 % 23.3 % 
40 0.66 0.01 22.3 0.25 9,048 0.2 % 25.6 % 
41 1.23 0.00 18.7 0.02 16,862 0.9 % 26.7 % 
42 1.50 0.00 16.3 0.01 20,563 5.5 % 29.4 % 

4 

43 0.29 0.00 39.7 0.09 3,976 0.7 % 23.6 % 
44 1.24 0.06 11.7 0.79 16,999 0.2 % 27.1 % 
45 0.03 0.05 54.0 0.12 411 0.5 % 27.6 % 
46 0.40 0.04 25.1 0.62 5,484 0.2 % 22.2 % 
47 1.48 0.04 10.8 0.30 20,289 0.4 % 26.4 % 
48 0.78 0.02 18.1 0.29 10,693 0.1 % 21.5 % 
49 1.00 0.10 13.0 0.04 13,709 0.1 % 13.1 % 
50 0.01 0.03 60.6 0.22 137 0.6 % 12.2 % 

5 

51 0.01 0.01 65.7 0.35 137 0.4 % 17.1 % 
52 0.26 0.05 30.4 0.65 3,564 0.1 % 20.9 % 
53 0.27 0.07 29.0 0.74 3,701 0.1 % 20.6 % 
54 0.23 0.10 30.1 0.09 3,153 1.2 % 22.9 % 
55 0.51 0.07 20.8 1.11 6,991 0.1 % 19.8 % 
56 0.77 0.07 16.1 1.09 10,556 0.1 % 20.5 % 
57 1.36 0.03 12.8 0.13 18,644 0.2 % 18.6 % 
58 1.50 0.06 10.2 0.70 20,563 0.3 % 21.4 % 
59 1.28 0.08 11.2 1.09 17,547 0.2 % 21.1 % 
60 1.50 0.10 9.7 0.22 20,563 0.8 % 22.9 % 

6 

61 0.43 0.01 28.4 0.19 5,895 0.3 % 15.8 % 
62 0.38 0.03 26.5 0.64 5,209 0.1 % 13.7 % 
63 0.03 0.07 52.4 1.19 411 0.8 % 16.1 % 
64 0.03 0.09 51.1 1.55 411 0.8 % 16.6 % 
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そして、初期サンプリング結果に追加サンプリング結果を追加し、応答曲面を作成し、

応答曲面の精度を確認した。1回目の追加サンプリング結果を反映させた f2(x)の RMSEに

関するの応答曲面は Figure 5.6 (b)の通りである｡Figure 5.6 (b)では Table 5.5のサンプリング

ナンバーNo. 21～28までの結果を反映させているため追加サンプリング点周囲の RMSEが

低減している｡このように僅かではあるが､初期サンプリング後よりも RMSEが低下した空

間が散見される｡これを繰り返していった結果、6回目の追加サンプリング後に得た f2(x)の

RMSEに関するの応答曲面が Figure 5.6 (g)である｡ 

Figure 5.6 (a)と Figure 5.6 (g)を比較すると追加サンプリングにより RMSEが全体的に低

下した事がわかる｡ただし､6 回の追加サンプリング後でも未だ精度改善の余地は残ってい

る｡しかし､最大でも RMSE が 15%程度であることやこれ以降の RMSE の精度改善を試み

るとサンプリング数が膨大となるためこの時点で RMSEの応答曲面を用いた追加サンプリ

ングを終了とした｡ 

 

5.4.3 EIの改善（追加サンプリング） 

EIの改善は RMSEの追加サンプリング段階終了後のメタモデルの EIの応答曲面（Figure 

5.7 (a) （f2(x)のみ示す））を利用する。 

 

Figure 5.7 Process of the Metamodeling (reducing EI for f2(x)): 
(a) End of additional sampling Cycle 6;  (b) Cycle 7;  (c) End of additional sampling Cycle 8 
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改善の流れは RMSEの場合と同様である。EIの応答局面とMOGAを利用して EIが最大

となる追加サンプル点の探索により得た設計変数の組み合わせ及びサンプリング結果を

Table 5.6に示す｡ 

 
また､追加サンプリングの結果を反映させた f2(x)の EIの応答曲面は Figure 5.7 (c)の通り

である｡Figure 5.7 (a)と比較して大域解となり得る解空間での精度が向上していることが分

かる｡この段階で､大域解付近では後述の最適解の探索段階では実用的な精度を有している

と判断し､2回の追加サンプリングで EIの改善を終了とした｡ 

 

 

5.5 メタモデリングの結果及び最適解の探索 
5.5.1 応答曲面・設計変数の寄与率 

Figure 5.8に f1(x)と f2(x)に対する設計変数の寄与率を示す｡ 

Table 5.6 Results of the additional sampling for reducing EI 
Cycle No. x1 x2 f1(x) f2(x) f3(x) EI for f1(x) EI for f2(x) 

7 

65 0.14 0.00 50.8 0.06 1,919 0.0 % 2.3 % 
66 0.19 0.02 37.8 0.06 2,605 0.0 % 3.2 % 
67 0.33 0.10 25.3 0.05 4,524 0.0 % 13.5 % 
68 0.77 0.10 15.5 0.12 10,556 0.0 % 5.8 % 
69 1.12 0.10 11.9 0.04 15,354 0.0 % 8.0 % 
70 1.03 0.00 20.6 0.03 14,120 0.0 % 4.3 % 
71 1.20 0.01 15.8 0.04 16,451 0.0 % 5.6 % 
72 1.29 0.02 13.8 0.07 17,684 0.0 % 3.1 % 

8 

73 0.31 0.01 33.4 0.18 4,250 0.0 % 0.9 % 
74 0.19 0.03 36.5 0.14 2,605 0.0 % 0.2 % 
75 0.89 0.01 19.1 0.05 12,201 0.0 % 1.2 % 
76 1.39 0.00 17.2 0.01 19,055 0.0 % 4.4 % 
77 1.50 0.01 13.4 0.05 20,563 0.0 % 5.5 % 
78 0.29 0.095 27.1 0.03 3,976 0.0 % 8.7 % 
79 0.37 0.095 23.9 0.03 5,072 0.0 % 4.3 % 
80 0.75 0.095 15.8 0.12 10,282 0.0 % 8.6 % 
81 0.98 0.095 13.2 0.03 13,435 0.0 % 15.3 % 
82 1.10 0.095 12.1 0.04 15,080 0.0 % 11.2 % 
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寄与率の分母は全設計変数を最小から最大とした時の応答曲面の変化の分散､分子が各

設計変数を最小から最大とした時の応答曲面の変化の分散として算出している｡尚､設計変

数の制約条件の幅により寄与率は変化する｡また､f3(x)は Eq. 5.4 に示した通り､x1の関数で

あるため､寄与率や応答曲面は作成しているが､図示を省略する｡Figure 5.8 (a)より f1(x)はほ

ぼ外気導入量で決定される｡しかし､Figure 5.8 (b)の f2(x)の寄与率を見ると､x1の寄与率は

24.2%､x2が 75.8%である｡x2（断熱材厚さ）が効く理由は､x1のある点で x2の値を動かした

ときの変化量が x2のその変化量よりも大きいためである｡f1(x)は x1が支配的ではあるが､

f2(x)は x2の値に応じて大きく変化するため､性能を検討する際には､どちらの設計変数も軽

視はできないと言える｡ 

f1(x)と f2(x)の応答曲面を Figure 5.9及び Figure 5.10に示す｡ 

 
Figure 5.8 Contribution ratio of the Design variables to the Objective function: (a) f1(x);  (b) f2(x)

x1: Average wind speed x2: Thermal insulation thickness

(a) f1(x): Reduction rate of  sensible heat load (b) f2(x): Risk of dew condensation

3.7%

96.3%

24.2%

75.8%



 
 

第 5章 逐次近似最適化によるシステム設計の最適化 
 
 

156 
 

 

 
まず､Figure 5.9より外気導入量と 1F床の断熱性能が低いほど､システムの導入による省

エネ効果が高い｡これは､外気導入量が小さい場合､地下ピットの出口温度が外調機の吹き

 
Figure 5.9 Metamodel: f1(x) Reduction rate of sensible heat load for outdoor air-conditioning system 

 
Figure 5.10 Metamodel: f2(x) Risk of dew condensation 
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出し設定温度に近くなり､また､断熱性能が低いと建物 1F 床からの貫流熱をシステムで回

収（システム性能を上げる方向に働く）しているためである｡一方で Figure 5.10 の結露リ

スクは多峰性に富む非線形性の強い応答曲面であり､大域解は x1=1.46m/s､x2=0.00mにある

が､x1=0.35m/s､x2=0.09m など､複数の局所解が存在している｡x2=0.08m の場合かつ x1=0.01, 

0.60, 0.95, 1.42m/s付近では f2(x)の値が高い｡特に､x2=0.08mの比較的 f2(x)の値が大きい稜線

から x2に+0.01m ほど行くとすぐに局所解に到達することが見て取れる｡従って､設計変数

が僅かに異なるだけで結露リスクは大きくなるため､設計変数の選択は極めて慎重にする

必要があると考えられる｡尚､結露リスクが非線形な応答曲面を示した理由としては､露点

温度制御が機能するためと推察される｡露点温度制御時は前述したとおり､1h おきに外気

導入の判断を行っているが､各設計変数が僅かに変化することで変化前は制御が機能して

いない時間帯に制御が機能して外気導入を行って結露し､その後露点温度制御が機能し続

けてしまうといったことで非線形性が強まったものと考えられる｡ 

ただし､この f2(x)の応答曲面は露点温度制御のサンプリング点（代表点）が変化するだ

けで形状が大きく異なることが予想されるため､普遍的に用いることができるものではな

い｡従って､シミュレーションのみならず､現実のシステムへの適用も考慮に入れた露点温

度制御用の表面温度のサンプリング点の決定手法の提案を行い､シミュレーション実施者

や設計者が､サンプリング点を恣意的に決定することによる応答曲面の形状の変化（ゆら

ぎ）を抑えた上で､多数の設計変数を考慮に入れた普遍的に用いることのできる応答曲面

の提示を今後の検討課題と位置づけている｡ 

 

5.5.2 最適解の分布 

Figure 5.11に MOGAで出力された個体の三次元最適解分布を､Figure 5.12に二次元最適

解分布を示す｡ 
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Figure 5.11 Distribution of three-dimensional optimal solutions 
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Figure 5.12 Distribution of two-dimensional optimal solutions: (a) f1(x) – f2(x);  (b) f2(x) – f3(x); 
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Figure 5.12 については､三次元分布を二次元的に図示しているため､各図でいずれか一種

の目的関数の値を無視して描画している｡まず､f1(x)と f2(x)､f2(x)と f3(x)に着目すると､どち

らも解の評価が高い解を選択でき､最適解分布にトレードオフの関係性は確認できない｡し

かし､Figure 5.12 (c)のように f1(x)と f3(x)は強いトレードオフの関係にあり､f1(x)の評価が高

い解を選択しようとすると､f3(x)を犠牲にしなければならず､その逆も同様である｡また､パ

レートフロントは f1(x)及び f3(x)で概ね形成されている｡これは､f2(x)の応答曲面での大域解､

局所解の空間に f1(x)と f3(x)のどちらかの目的関数の評価が高い解空間が存在するためと考

えられる｡また､この理由により､Figure 5.12 (b)のようにパレートフロントから f2(x)の値が

高い（評価が低い）方にシフトした空間に Rankの高い劣解が存在するものと推察される｡

Figure 5.13に設計変数の最適解の分布を示す｡ 

 
x2=0～0.01m 付近の設計空間に最適解が集中しており､一部 x2=0.09m にも最適解は存在

している｡しかし､x1については幅広く最適解が分布している｡ 

Figure 5.14に平面での最適解及び設計変数の分布を示す｡ 

 
Figure 5.13 Distribution of optimal solutions (Design variable) 
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同図は各目的関数の解の最小（最大）もしくは設計変数の制約条件の最大値を 1.0 とし

て基準化した図である｡つまり､f (x)は 1.0に近いほど評価が高いことを示している｡設計段

階では先に要求する外気導入量（f3(x)もしくは x2）の範囲を決めた上で､f1(x)の値が大きく､

f2(x)の値が小さい解を選択するものと考えられる｡Figure 5.14より､x2は 0m～0.01mに解の

候補が存在しており､f3(x)の候補の中で上記の設計変数を含む解を f1(x)及び x2と照らし合

わせながら選択することとなる｡次節では同図を利用した設計手法について述べる｡ 

 

 

5.6 解の候補を利用した設計手法の提案 
Figure 5.15 に最適解の候補を利用した設計プロセスを示す｡ここでは要求する f3(x)の範

囲を 8,225～12,338m3/h (0.4～0.6)と定めた場合を仮定して説明する｡まず､Figure 5.14 から

その範囲をとる解を抽出する(Figure 5.15, 1)｡ 

 

Figure 5.14 Combination of optimal Objective function and Design variable 

 
Figure 5.15 Design process for an EAHE system using the figure of combination of optimal Ob-

jective function and Design variable (1, 2) 
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この段階でその範囲をとる x2は概ね 0～0.01m (0.0～0.1)を通っていることが分かる｡さ

らに､その中から期待できる目的関数（外調機の顕熱処理熱量削減率､結露リスク）のバラ

ンスがとれた解を選別する(Figure 5.15, 2)｡すると､Figure 5.16のように設計変数 x1=0.65m/s､

x2=0mのとき､f1(x)が 27% (0.38)程度､f2(x)が 0.08% (0.05)前後の解を選択することができる
i｡ 

 
このように事前に応答曲面などを求め､そこから最適解の候補を探索し､提示することで

設計変数の決定に際しての大きな指針となりうるものと考えられる｡ただし､本論文では､

一つの建物に導入されたシステムを対象としたメタモデリングであったため､このモデル

で普遍的な設計はできない｡しかし､典型的な形状ごとの幅広い設計変数に対応したメタモ

デルを構築することで､設計者が解析を行わずとも容易に設計変数を決定することができ

るため､普遍的な設計手法の確立は十分可能であると推察される｡このような普遍的なメタ

モデル・最適解の候補の提示については今後の課題として位置づけている｡ 

 

 

5.7 まとめ 
本章では土壌熱交換システムの設計段階において､設計者側の要求性能に応じて設計変

数を検討することのできるメタモデル（応答曲面）や多目的遺伝的アルゴリズムを用いた

解の候補の提示による設計資料等の整備を目的として､設計変数の数を 2種とし､サンプリ

ング手法に流れ場の計算負荷を低減した非定常解析手法を採用した逐次近似最適化を実施

し､応答曲面や解の候補の提示､並びに各種性能に対する設計変数の影響度を分析した｡得

られた知見は以下の通りである｡ 

 
i この設計変数の組み合わせで解の検証を追加の非連成解析により実施したところ､f1(x)=27.0%､f2(x)=0.089%であった｡
これらの値はメタモデルの予測値とほぼ一致しており､検証は一点のみではあるものの､メタモデルの近似精度は良

好である可能性が高いことが示唆された｡ 

 
Figure 5.16 Design process for an EAHE system using the figure of combination of optimal Ob-

jective function and Design variable (3) 
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1) 設計変数を地下ピットの面風速と一階床面の断熱材厚さとして外気負荷削減率と結露

リスクのメタモデリングを実施した｡外気負荷削減率は線形的な減少の形をとったが､

結露リスクは非線形で多峰性に富む形となった｡ 

2) 結露リスクは地下ピットの面風速 x1=0.01m/s､一階床面の断熱材厚さ x2=0.08mの場合に

最大となった｡一方で大域解は x1=1.00m/s､x2=0.09m にあるが､x1=0.25m/s､x2=0.09m､

x1=1.00m/s､x2=0.00mなどに複数の局所解が存在した｡ 

3) 最適解の分布性状として､外気負荷削減率と外気導入量は強いトレードオフの関係にあ

り､パレートフロントが明確に現れていた｡ 

4) x2は 0m～0.02m､0.09mに解の候補が存在しており､設計時には外気導入量の候補の中で

上記の設計変数を含む解を外気負荷削減率及び x2と照らし合わせながら選択すべきと

考えられる｡ 
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第6章 強化学習による運用制御手法の開発 
 

 

6.1 背景及び目的 
6.1.1 背景 

地下ピットは通常、意匠･構造設計との関係性が深いが故に設計の自由度も低い。この

ため､形状に対する最適化は建物ごとに制約条件が大きく異なることから､普遍的なシステ

ム性能の向上を視野に入れると､運用条件の最適化を目指した運用手法の提案が望ましい

と考える｡しかし､システム自体の熱容量が膨大であるため､制御結果の応答スケールが極

めて長大であり､将来的な影響を加味した上での最適な運用条件（制御則）を構築するこ

とが困難である｡このため､システム運用段階では､要求風量に応じたスケジュール制御や

逐次の外気及びシステム内の状況に基づいた制御により運用されているのが実情 6.1)であ

る。最適な制御則を構築する場合､地下ピット経由での外気導入のタイミングやその風量

について、外気条件やシステム内部の情報から将来的な状態を予測・評価し､動的に制御

を行う必要があると言える｡ 

動的な制御手法としてModel Predictive Control (MPC)が選択肢に挙げられるが､本システ

ムの場合､予測ホライズンを求めるために数時間～数十時間先を予測しつつ､最適な行動を

出力していく必要がある｡特に外気温度･湿度等の外乱の影響もあり､広範な予測ホライズ

ンにわたる精度の維持には限界があることから､MPC の適用は難しい｡しかし近年､制御性

や制御モデルの転用などの観点から､機械学習による制御の研究や開発が活発化している。

機械学習の中でも、強化学習は Figure 6.1 に示すように制御対象から得られる状態 s とユ

ーザーが目的に応じて定義する報酬 rから、行動 aを決定するプロセスを通して､報酬の総

和を最大化するような制御則を学習していく点に着目が集まっている｡ 

 
強化学習を用いた建築設備の制御に関しては国内外で徐々に研究や導入が進みつつある｡

Wang ら 6.2)のサーベイ論文では､強化学習を用いた建築設備システムの制御に関する研究

事例をまとめている｡同論文によると､2015 年以降に文献数が増加しており､特に空調や中

央熱源（暖房）､蓄電システムが主流であり､MPC に次ぐ次世代の制御手法として着目さ

れている｡空調システムへの適用事例として､Weiら 6.3)や Valladaresら 6.4)の研究のように､

 
Figure 6.1 Diagram of reinforcement learning 
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State sEnvironment
(Control Target)

Action a
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強化学習アルゴリズムの一種である Q学習や DQNによる制御や従来制御との比較を通じ

て､強化学習による制御の適用可能性を検討した事例がある｡更に､日本国内における研究

事例として､池田ら 6.5)は､地域エネルギーシステムの熱源設備及び蓄熱槽の運用最適化を

εDE-RJ6.6)及び Q学習により実施し､それらの制御性能を検証している｡結果として､Q学習

では学習は進んだものの､εDE-RJ の方が良好な結果を示しており､Q 学習の適用限界や強

化学習に適した最適化対象などについて議論している｡工藤ら 6.7)は､PCM を利用した換気

システムを対象に Q学習による制御手法を提案している｡学習時には､インデックスを時間､

カラムを風量とした Q テーブルを作成した上で､事前に定義した気象データの環境下で学

習する手法をとっている｡結果として従来の制御結果よりも制御性能は高かったが､課題と

してロバスト性を担保する場合には､多数の Q テーブルを準備する必要があることを示し

ている｡ 

 

6.1.2 目的 

このように､強化学習による制御は建築空間等の状態数が多くなる複雑な課題に対して

も応用が可能であり、本対象システムのみならず、建築設備全体の運用最適化のような問

題にも対応できる手法である。強化学習は従来の動的な制御手法による最適制御が困難で

あった土壌熱交換システムにおいて､最適な制御則を構築できる可能性があるものの､同シ

ステムの制御に強化学習を適用した研究事例は無い｡そこで本論文では、土壌熱交換シス

テムを対象に省エネ性能の確保と結露発生の抑制を両立させた制御則の構築及びその検証

を目的とする｡本章では､筆者が開発した土壌熱交換システムの長期性能予測が可能な手法

（以下、非連成解析）を環境とした強化学習の制御問題を定義し､学習環境の実装及び学

習を実施する｡特に本章では報酬の定義にあたって､事実及び反事実の行動の結果を報酬と

し､効率的な学習を行うアルゴリズムを実装しており､強化学習により得られた制御結果と

スケジュールに応じた制御等との比較を通じて､その有効性を検証する｡更に､学習結果と

して得られた制御則をもとに､強化学習が選択する行動の傾向を分析する｡ 

 

 

6.2 土壌熱交換システムの運用制御への強化学習の適用 
6.2.1 学習環境の構築 

強化学習のアルゴリズムは Python や C などのプログラミング言語で実装されているこ

とが一般的となっている｡一方で､プログラミングを行わずとも MATLAB の機械学習ツー

ルボックス｢Reinforcement Learning Toolbox6.8)｣などにて学習環境を構築することも可能と

なっている｡本論文では､強化学習側の処理において土壌熱交換システムのシミュレータ側

との通信や複雑な処理等を要するため､Pythonにて強化学習を実装した｡ 

実装内容の大まかな流れを Figure 6.2に示す｡ 
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同図では､強化学習のアルゴリズムに DQN､モデルベースでの学習を想定しており､下線

部がシミュレータ側の処理を示す｡尚､強化学習の環境側のカプセル化手法として､gym6.9)

がデファクトスタンダードとなっており､実装にあたっては gymでカプセル化を行い､reset

関数（Figure 6.2の 3., 4.の処理に相当）を実行するとシミュレータ側から初期状態 s0が戻

り､Agentから出力される行動 atのインデックスを引数とする step関数（Figure 6.2の 9.~11.

の処理に相当）を実行すると状態 st+1､報酬 rt+1､環境の終了 dt+1が戻るように前述までのシ

ミュレータの出力タイミング等を変更した｡Agent 及びシミュレータは中間ファイル

(YAML)を介しての通信とした｡学習の流れを解説すると､まず､1. にて Q-Networkを初期化

し､学習エピソードのループに入る｡エピソード開始直後にシミュレータを実行させ､step

ループ直前の状態 s0を得る｡次に 7. の通り､Agentに対して st（reset直後は t=0）を入力と

して実行する行動 atを得る｡そして 9.~11. に示したとおり､atを YAMLに書き込み､シミュ

レータ側を atの条件で 1ステップ進捗させ､結果として次状態 st+1や報酬を得るi｡シミュレ

ータ側でそれらを受領後､Agentの学習データの格納庫である experienceに経験データを蓄

積させ､Q-Networkを更新させ､1ステップの終了とする｡学習時はこれらのループ及びエピ

ソードのループを回し､様々な経験データの蓄積及び学習を続け､誤差関数を収束させる｡

これらをより具体的に描画したフローは Figure 6.3の通りである｡ 

 
i 実際には報酬の計算はシミュレータ側から別途送信される情報をもとに Python側で実行している｡ 

 
Figure 6.2 Process of developed implementation 

0. Set EPISODE, STEP
1. Initialize Q-Network
2. for episode <- 1 to EPISODE do
3. Start CFD
4. Write YAML (st) by CFD
5. st <- Read YAML
6. for step <- to STEP do
7. at <- Predict st by Agent
8. Write YAML (at) 
9. Read YAML (at) on CFD

10. Calculate CFD
11. Write YAML (st+1, rt+1, info) by CFD
12. st+1, rt+1, info <- Read YAML
13. Feed experience (at, st, rt+1, st+1) to Agent
14. Update Q-Network
15. st <- st+1
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6.2.2 強化学習の問題設定 

状態･行動を Table 6.1のように設定した｡ 

 
状態 s は外気導入量や外気温湿度､エンタルピーなどの気象条件に加え､実運用時におい

て現実的に取得可能なパラメータであるシステム内の代表点 8点の表面温度や相対湿度と

した｡行動 aは Figure 6.4の通り､システムを経由させて外調機へ導入するか､システムを経

由せず外調機へ導入するかの二値の離散行動である｡つまり､強化学習の Agentが at=0を出

力した場合は､MDo開､MDe閉となり､外気を直接､外調機へ導入する｡at=1 を出力した場合

は､MDo閉､MDe開となり､システムを経由して外調機へ導入する｡Figure 6.4において､Tは

温度､xは絶対湿度､下付き添字 eはシステム流出口､oは外気､OAは外調機入口､SOAは外

調機出口を示す｡ 

Figure 6.3 Training flow with CFD simulator 

at
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Analysis end (Episode end) 

End of 
calculation 
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Time loop end
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Analysis start (Episode 
start) 

Sync with DQN
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Reinforcement learning start

Initialize Q-Network

Episode cycle start

Sync s0
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Update Q-network

Learning step end

Reinforcement learning end

CFDDQN

s0

Learning step 
end

Episode cycle 
end
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Table 6.1 Definition of state and action 

State s 

State s Fresh air volume, Outside air temperature, 
Outside air absolute humidity, Outside air enthalpy, 
Solar radiation, Dew point temperature, 
Surface temperature 0~7, Relative humidity 0~7 

Action a 0m3/s, 8,100m3/s 
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6.3 FCREによる報酬設計手法の提案 
6.3.1 Single Discrete Action環境 

外調機の外気負荷低減を目的とした報酬 r1、システム内の結露発生を導入外気の空気質

汚染リスクと見なし､結露の抑制を目的とした報酬 r2の二種を定義し､それらの報酬の最大

化を今回の強化学習の目的とする｡強化学習における通常の報酬の与え方は､Figure 6.5 に

示した例のように､強化学習の Agentが選択した行動 atに応じて環境(CFD)の風量を操作し､

at=1の場合はシステムを経由した外気温度(Te)､at=0の場合は直接外調機に外気を導入した

ときの外気(To)をもとに r1を計算し､さらにその時のシステム内部での結露情報を用いて r2

を計算する｡ 

 
更に､r1及び r2から逐次報酬 rt+1を求め､状態 stと共に Agentに返すフローを繰り返し､報

酬総和を最大化する方策を獲得していく｡つまり､通常の強化学習では行動 a を実施し､そ

の行動のみの結果に対する即時報酬を得ることを前提としており､選択しなかった行動

 
Figure 6.4 Diagram of EAHE. 

If at=0 then, MDe is closed and MDo is opened. If at=1 then, MDe is opened and MDo is closed.
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Figure 6.5 Common reward calculation methods in RL. Above: at =0, Below: at =1 

at =1

at+1A
ge

nt

CFD

Te, t+1
Condensation info.

st+1

rt+1

FAHU

EAHE
Calculate 

reward

A
ge

nt

at =0

at+1A
ge

nt

CFD

Condensation info.

st+1

rt+1

FAHU

EAHE

To, t+1

A
ge

ntCalculate 
reward



 
 

第 6章 強化学習による運用制御手法の開発 
 
 

169 
 

（反事実）は評価されない｡同様の行動を評価する機会は､類似した状況下となる遠い将来

のステップ･エピソードである｡従って､多様な経験を獲得するために多くの試行回数を繰

り返す必要があることから､学習の収束に時間を要する｡ 

今回の問題設定では行動が離散値であり､行動選択肢も 2種と限定的であることから､別

の視点で報酬を定義する｡報酬の計算フローを Figure 6.6に示す｡ 

 
特徴的な点は､実行した行動に加えて､反事実の結果を予測し､報酬計算に組み込む点で

ある｡一般的な強化学習の報酬の計算手法と比較して､選択した行動が正しいのか､反事実

の行動が正しいのかを比較し､選択した行動に対するフィードバックが即座に行えるため､

学習の安定性､最適な方策獲得の可能性及び学習収束速度の向上が期待できる｡尚､強化学

習を用いずとも､全ての行動選択肢に対して次のステップで得られる報酬を予測して先読

みを行い､貪欲に優れている方を選択していく方法も考えられる｡強化学習では｢報酬総和

を最大化｣を目的としているため､最終的に得られる報酬総和が高ければ良く､一時的に逐

次報酬が悪化することを許容している｡例として､本システムにおける報酬を考える｡冬期

にシステムを利用すると､温熱を取得（=冷熱をコンクリートや土壌に蓄熱）するため､短

期的には高い報酬を得られるが､長期的に見ると､冷熱を過剰に蓄熱することで夏期のシス

テム表面温度が低下し､結露が発生してしまい､結果として得られる報酬総和が低くなる結

果が得られることもあり､貪欲に行動することが適切であるとは限らない｡強化学習では､

報酬総和を最大化する目的があるため､そのバランスを考慮しつつ行動を決定していくこ

とが可能であり､土壌熱交換システムにおける制御手法として適していると考える｡ 

本論文で提案する手法は､レコメンデーションシステムなどで近年着目されている

Counterfactual Machine Learningの分野における Off-Policy Evaluation6.10)の考え方に近い｡以

降では､本手法を Factual and Counterfactual Reward Estimation(FCRE)と呼ぶ｡ 

Figure 6.6 Reward calculation method by FCRE. Above: at =0, Below: at =1 
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Figure 6.6について､r1の計算フローを例にして FCREによる報酬の計算手法を解説する｡

at=1の場合､報酬を計算するために必要なデータ(Te, t +1, To, t +1)は状態 st +1などと共に環境側

より取得可能であり､外調機入口温度 TOAを Te, t +1としてシステム経由時の外調機出入口温

度差ΔTを計算する｡更に､TOAを To, t +1とすると反事実であるaොt=0の行動時の結果と読み替

えられるため､直接外気導入時の外調機出入口温度差を導出できる｡そして､at=1 とaොt =0 で

の温度差をもとに優劣を判断して報酬 r1を算出する｡ 

一方で､at=0 の場合､環境側ではシステム経由で外気を導入しないことになるため､To, t +1

は取得可能であるが､Te, t +1は at=1の条件ではないため取得できない｡言い換えると､Teは流

量平均温度であり at=0 の際には計算することができない｡流出口付近の温度をセンシング

して Teとすることも可能ではあるが､at=0 の条件では雰囲気の温度であり､本来､取得した

い Teとは別物であるため値としては利用できない｡ 

そこで､状態 stと atを説明変数として Te,t+1を予測する回帰モデルを構築し､適宜予測す

ることで､選択した行動及び反事実の行動aොtの外調機出入口温度差を算出し､比較を行うこ

とで､選択した行動 atの適･不適を評価するi｡ 

1） 省エネ性に関する報酬 

省エネ性に関する報酬 r1は Eq. 6.1のように外調機の外気負荷を想定し､出入口温度差の

比較を通じて算出する｡外気導入時間帯は行動の選択肢に関わらず､定風量での外気導入か

つ､外調機は全外気型を想定しているため､厳密に外気負荷を計算する必要がないことから､

温度差で報酬を定義した｡また､土壌熱交換システムでは､一般的に顕熱のみの処理を想定

しているため､温度差のみで外調機負荷を評価する｡ 

 𝑟ଵ,௧ାଵ =  𝛥𝑇(𝑎௧) − 𝛥𝑇(𝑎ො௧)𝑇௦௧ௗ  6.1 

 𝛥𝑇(𝑎)  =  ⎩⎪⎨
⎪⎧ 𝑇ை஺(𝑎) − 2226 − 𝑇ை஺(𝑎)𝑇ை஺(𝑎) − 2028 − 𝑇ை஺(𝑎)0                       (𝑖𝑓 winter 𝑎𝑛𝑑 𝑇ை஺(𝑎) < 22)(𝑖𝑓 summer 𝑎𝑛𝑑 𝑇ை஺(𝑎) > 26)(𝑖𝑓 spring / fall 𝑎𝑛𝑑 𝑇ை஺(𝑎)  <  20) (𝑖𝑓 spring / fall 𝑎𝑛𝑑 𝑇ை஺(𝑎) > 28)(𝑒𝑙𝑠𝑒)  6.2 

 𝑇ை஺(𝑎௧)  =  ൜ 𝑇௢,௧ାଵ𝑇𝑒,௧ାଵ                      (𝑖𝑓 𝑎௧ = 0)(𝑖𝑓 𝑎௧ = 1) 6.3 

 𝑇ை஺(𝑎ො௧)  =  ൜𝑓 (𝑠௧, 𝑎ො௧) 𝑇௢,௧ାଵ                     (𝑖𝑓 𝑎ො௧ = 1)(𝑖𝑓 𝑎ො௧ = 0) 6.4 

aොtは反事実の行動を示す｡例えば､at=0のとき､aොtは 1である｡Tstdは報酬を正規化するため

の基準値（4.0℃）である｡ΔT は外調機の吹出温度差であり､Eq. 6.2～Eq. 6.4 を用いてそれ

ぞれ算出する｡Eq. 6.2の季節の定義は 4月･5月･10月を中間期（春期･秋期）とし､6月～9

 
i 環境のオブジェクトを逐次 deep-copy できる場合は､予測モデルを構築する必要はなく､環境を複製した上で､全ての
選択肢を計算すれば良い｡しかし､今回はCFDのソルバーの拡張性の都合上､逐次の環境の複製が極めて困難であるこ
とから､次ステップ t+1の反事実の結果を予測するモデルを構築した｡ 
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月を夏期､11月～3月を冬期とした｡r1は Eq. 6.1での正規化後､–1.0～1.0の範囲でクリップ

する｡ 

Eq. 6.1を解説すると､例えば夏期に at=1で Te, t+1= 30.0, To, t+1= 31.5の場合､ΔT(at=1)= –4.0､

ΔT(aොt=0) = –5.5となる｡吹出温度差が 0に近い at =1を選択したほうが省エネであるため､r1, 

t+1= 0.375で正の値をとる｡一方で夏期にat=0で､TOA(at=0)=31.5､TOA(aොt=1)=30.0のとき､r1,t+1= 

–0.375 で負の値をとり､反事実であるaොt=1 の選択が適切であったと Agent にフィードバッ

クされる｡ 

 

2） システム内部での結露発生iに関する報酬 

システム内部での結露を抑制するための報酬 r2は､選択した逐次の行動に応じてどの行

動が適切であったかを Eq. 6.5のように判断し計算した｡Δx(a)は､Eq. 6.6により求める｡ 

 𝑟ଶ,௧ାଵ  =  ൝    1 −1    0                           (𝑖𝑓 𝑎௧ = 0 𝑎𝑛𝑑 𝛥𝑥௧ାଵ(𝑎ො௧) < 0.0)(𝑖𝑓 𝑎௧ = 1 𝑎𝑛𝑑 𝛥𝑥௧ାଵ(𝑎௧) < 0.0)(𝑒𝑙𝑠𝑒)  6.5 

 𝛥𝑥(𝑎)  =  ൜ 𝑓 (𝑠௧, 𝑎ො௧)        𝑥௘,௧ାଵ −  𝑥௢,௧ାଵ         (𝑖𝑓 𝑎ො௧ = 1)(𝑖𝑓 𝑎௧ = 1) 6.6 

r1と異なり､at=0 及びaොt=0 の際､システム流出入口湿度差が定義できないため､at=1 及び

aොt=1の湿度差をもとに r2を計算する｡at=1の場合､環境側より取得した実データを用いて算

出する｡一方で at=0 の場合､xe, t+1 を取得できないため､Counterfactual Predictor を用いて

Δx(aොt =1)を直接予測する｡Δx(a)が負の場合には､システム経由の外気導入により､結露が発

生していたと判断できる｡このため､at=1 での行動時にΔx(at=1)が負の場合は､｢選択した行

動により結露が発生｣とし､r2, t +1= –1のペナルティを課す｡また､at=0の行動時にΔx(aොt=1)が

負の場合は､｢反事実の行動により結露が発生｣と考え､システムを経由させないという判断

が正しいということで､r2, t +1=1となる｡ 

制御の本来の目的は｢結露を抑制する｣ことである｡この目的をそのまま報酬に設定する

といくつかの不都合が生じる｡例えば､代表点の結露水の凝縮･蒸発の有無や､代表点の結露

量の増減に応じた報酬の定義方法等が考えられるが､実環境への適用を考慮すると､同様の

変数の取得は困難であるため､不適である｡その他､現実的に取得でき得る情報として､代表

点での結露水の有無が考えられる｡この手法では､一度結露が生じ､蒸発するまでに数十～

数百ステップを要する場合､継続して報酬にペナルティがかかり続けるような状況に陥る｡

Eq. 3.107の 2項目が再帰的に記述できることから推察される通り､時間割引率γを 0.99など

としても､学習においては遠い将来の行動価値を無視して､近い将来の報酬を意識すること

となる｡つまり､γ t+nで現時点から n ステップ進んだ将来の行動価値が減衰することから､n

が大きい､遠い将来の行動価値は無視される｡このため､どのような行動をとっても近い将

 
i 尚､シミュレータもしくは実環境でリアルタイムに空気質汚染を評価することが困難であるため､本論文ではその一番
の要因と考えられる､システム内での結露の発生の抑制を制御目的の一つに位置づけている｡ 
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来全てにペナルティがかかってくるため､報酬の最大化が難しくなることが予想される｡事

前に結露水の有無に応じた報酬を定義した上で､学習を実施したところ､数十～数百ステッ

プの間でどのような行動をとっても報酬を得られない､もしくはペナルティを受けるよう

な学習となり､結果として夏期に必ず at=0を出力するもしくは通年で at =0を出力する解に

陥ることが多かった｡このため､逐次報酬を適切に評価できるように､システム流出入口の

絶対湿度差を用いて結露の有無を評価して報酬を定義した｡ 

 

3） 報酬のスカラー化 

Agentには報酬をスカラーで渡す必要がある｡単純に即時報酬 rを r1と r2の和とした場合

には､r1と r2の獲得頻度･スケールが大きく異なり､各報酬が不均衡となる可能性がある。

不均衡となった場合には､報酬を獲得しやすい方が他方の報酬を奪い合うような学習結果

が予想される｡そこで､即時報酬 rを Eq. 6.7のように各報酬を調整している｡各報酬の重み

wは事前に重みのバランスを検討の結果､w = (0.4  0.6)とした｡ 

 𝑟 = 𝒓 ⋅ 𝒘்൫𝑤ℎ𝑒𝑟𝑒  𝒓 = (𝑟ଵ 𝑟ଶ)൯ 6.7 

 

6.3.2 Multi Discrete Action環境 

6.3.1で定義した FCREの手法を応用させ､Multi Discrete Actionを想定した場合の報酬の

設計手法について解説する｡基本的な考え方は Single Discrete Action と同様であり､外調機

の外気負荷の削減を目的とした報酬 r1、システム内の結露発生を導入外気の空気質汚染リ

スクと見なし､結露の抑制を目的とした報酬 r2の二種を定義し､それらの報酬の最大化を今

回の強化学習の目的とする｡Multi Discrete Actionでの FCREの計算フローを Figure 6.7に示

す｡前述の通り､Single Discrete Action (Figure 6.6)の計算フローと同様であり､大きな違いは､

反事実の行動が複数存在するため､すべての反事実の行動の結果を CPで予測を行う点であ

る｡ 

 

 
Figure 6.7 Reward calculation method by FCRE for Multi Discrete Action 
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1） 省エネ性に関する報酬 

省エネ性に関する報酬 r1の計算過程を解説する｡Eq. 6.8 の各行動時のシステム流出口温

度のベクトル Teを Eq. 6.9を用いて準備する｡Eq. 6.9では､実際に行動した結果である Teは

観測値を用い､反事実の行動の結果は CP による予測結果を用いる｡尚､at=0 のとき､システ

ム流出口温度は意味をなさないため､Eq. 6.9では求めず､任意の値を設定しておく｡ 

 Te = (0.0  Te(at, 1) ⋅⋅⋅ (at, Naction)) 6.8 

 𝑇௘(𝑎௧,௜)  =  ൜ 𝑇௘ (𝑎௧,௜)    
𝑓 (𝒔௧, 𝑎௧,௜)        ൫𝑖𝑓 𝑎௧ ,௜ ∉ 𝒂ෝ௧ 𝑎𝑛𝑑 𝑖 ≠ 0൯൫𝑖𝑓 𝑎௧,௜ ∈ 𝒂ෝ௧ 𝑎𝑛𝑑 𝑖 ≠ 0൯ 6.9 

Teを算出した後に､Eq. 6.10～6.12 の計算を行い､各行動時の外調機顕熱負荷ベクトルを

求める｡ 

  TOA = 
Te∘a+To(max(a) − a)

max(a)  6.10 

 

  
 ΔT = ⎩⎪⎨

⎪⎧
 

TOA − 22
26 − TOA
TOA − 20
28 − TOA
0             

         

(if winter and TOA < 22)       (if summer and TOA > 26)     
(if spring / fall and TOA < 20)
(if spring / fall and TOA > 28)
(else)                                      

 6.11 

  𝑸 =  − 𝐶௣ × 𝜌 × max(𝒂)3,600 × 𝜟𝑻 6.12 

最後に Q の最小値と実際に行動した結果得られた Q の差を基準値で除して r1を算出す

る｡ 

 r1= 
min(Q) − Q(at)

Qstd
 6.13 

 

2） システム内部での結露発生に関する報酬 

次にシステム内部での結露を抑制するための報酬 r2は r1同様にシステム流出入口の絶対

湿度差のベクトルΔxを準備し､これらの比較を通じて算出する｡ 

   Δx(at, i) = ൜ 
xe(at, i) − xo
f (st, at, i)      

        
൫if at, i∉ aොt and i≠0൯൫if at, i∈ aොt and i≠0൯ 6.14 

   Δx = (0.0  Δx(at, 1) ⋅⋅⋅ Δx(at, Naction)) 6.15 

r2の算出にあたり､aොtの評価も行う点は､r1と変わりない｡r2の評価は絶対湿度差ではなく､

Eq. 6.16 のように時間あたりのシステム流出入口の通過水分量差､つまり､内部での結露量

[kg/h]で評価する｡しかし､その差は行動毎に大きな乖離が予想される点や r2をスケーリン
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グする際の基準値の設定が困難であることなどの理由で､ranking の処理により､降順で順

位付けを行い Cnd-Rankを得る｡尚､Eq. 6.16の clipは蒸発が生じた場合にρΔx∘aを 0に置き

換えるための処理を表す｡ 

 Cnd-Rank = ranking(clip(ρΔx∘a, − inf, 0.0)) 6.16 

最後に Eq. 6.17に示す通り､最適行動時（1位）と実際に選択した行動時の順位との差を

とり､－1.0～0.0の範囲に r2を収める｡ 

 r2= 
1 − Cnd-Rank(at)

Naction − 1  6.17 

 

3） 報酬のスカラー化 

最終的に求めた r1及び r2をスカラーに変換するが､単純な和とした場合､それぞれの報酬

の獲得頻度やスケールの相違により､どちらかの報酬を獲得するような傾向に収束する恐

れがある｡このため､各報酬の足並みを揃えるために､r1及び r2に対して重み wを乗じ､下式

のように rを求め､Agentへフィードバックする｡ 

  r = r⋅wT 6.18 

以降は Single Discrete Actionの FCREの手法を用いて解析及び学習を実施する｡ 

 

6.4 解析条件 
6.4.1 CFD 

今回の学習対象の CFDのモデル及びその条件を Figure 6.8、Table 6.2にそれぞれ示す。 

 

 
Figure 6.8 CFD model of EAHE system 
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解析の流れとしては､１）流れ場の取得､２）初期温度の取得､３）本解析（強化学習や

比較対象の解析）の順で実施した｡共通の条件として､モデルは流路長さ 25.2m､幅 3.0m､高

さ 1.5mと一般的なストレート型のシステムを模擬したものとした｡強化学習を実施するに

あたり、強化学習の収束に要するエピソード数のオーダーが未知数であったため、形状を

簡略化したシステムかつ､メッシュを限定した上でモデル化を行った。各物性値は Table 

4.3と同様である｡気象データは拡張アメダス気象データ 6.11)の福岡県八幡における標準年

のデータを使用した｡尚､本解析及びその助走期間は､空気の温度・湿度輸送､地下ピット

表面の対流・放射熱伝達と地下ピット表面の仮想レイヤでの結露水の凝縮・蒸発及びコン

クリート・土壌の熱伝導を連成させた三次元非定常解析である｡ 

 

1） 流れ場の取得 

非連成解析では､事前に流れ場を定常解析にて求めておき､本解析時にスケジュールもし

くは強化学習の行動出力値等に応じて作成した流れ場を適宜読み込み､切り替える｡流れ場

の取得にあたっては､Table 6.2の Pre steady analysisに示した条件で等温定常解析を実施し

た｡風量は 0 m3/h (at=0)及び 8,100 m3/h (at=1)の二種類を想定し､流入風速を 0.0 m/s及び 2.25 

m/sと設定し､それぞれの流れ場を取得した｡ 

 

2） 初期温度の取得 

初期温度は、解析を次の 2段階に分けた上で､三次元温度場を取得し､それを本解析時の

初期温度分布に設定する｡ 

Table 6.2 Condition of CFD 
 Pre steady analysis Main unsteady analysis 
Calculation period / Time inter-
val - 1/1 ~ 12/31 / 3,600s (Approaching period: 1 year) 

Mesh 110(X) × 48(Y) × 21(Z) = 205,920, Structured grid
Domain 40.4m(X) × 13.4m(Y) × 6.9m(Z)
Scheme for advection term 1st-order upwind scheme for advection term
Turbulence model Standard k-ε model - 

Inflow boundary (Flow) Ui= {0.0, 2.25}, 
ki= 3 / 2(Ui×0.05)2, εi=Cμ

3/4·ki
3/2 / li

Ui: Accordance with loading flow fields 

Inflow boundary (Temp. and 
humidity) - To= Toutside, t + max (Toutside)×NT, t, xo= xoutside, t + max (xoutside)×Nx, 

t

Outlet boundary Free slip 

Wall boundary in the air tunnel Velocity: General logarithmic 
function 

Temperature: General logarithmic function 
Humidity: Lewis relationship (Exponent=0.67) 

Upper side boundary of the air 
tunnel - Surface temperature: 22.0~26.0°C, Heat transfer coefficient: 

23.0W/(m2·K)
Initial temperature - Results of the one-dimensional heat conduction analysis 

Ground surface boundary - Surface temperature: Sol air temperature6.11), 
Convective heat transfer coefficient: 17.9W/(m2·K) 

Soil side and bottom - Adiabatic condition
Ui: Wind speed [m/s],   ℓi: Length scale (=1.0) [m],  ki: Turbulence kinetic energy [m2/s2],  εi: Dissipation rate of kin [m2/s3],  Cμ: 
Model constant (=0.09) [-], 
To: (Inlet) Outside temperature [°C],   Toutside: Outside temperature (Meteorological Data6.11)) [°C], 
xo: (Inlet) Outside absolute humidity [kg/kg'],   xoutside: Outside absolute humidity (Meteorological Data6.11)) [kg/kg'], 
N: Random noise for each time, −0.01 ≤ N ≤ 0.01 
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(a) 地中の鉛直方向の一次元熱伝導解析を 20 年間実施し、周期的定常状態となった時点

（解析終了時点の 12 月 31 日 24 時）での鉛直方向の土壌温度プロファイルを取得し

た｡同解析の条件は Table 4.2と同様として解析を実施した｡ 

(b) 取得したそれぞれの深さでの一次元温度プロファイルを CFD の三次元モデルの深さ

と対応させ、一次元的な初期温度としてコンクリート及び土壌に与え､1年間の非連成

解析を実施し､解析終了時の三次元温度分布を取得した｡初期温度を除くその他の解析

条件は､Table 6.2のMain unsteady analysisに示したものと同様であり､読み込む流れ場

は毎日 9:00~18:00にシステム経由で外気導入するスケジュールに従う｡本解析時には､

ここで､取得した三次元の温度場を初期条件として設定することで､1 年間の助走期間

を設けたもの見なす｡尚､助走期間では流入温度等の計算に用いるノイズ Nを 0.0とし

た｡ 

 

3） 本解析 

比較対象となる Random 及び Baseline での制御時の解析､強化学習での解析､FCRE の予

測モデルのデータセット作成時の解析は Table 6.2のMain unsteady analysisに示した条件に

て実施する｡それぞれの違いは､毎日 9:00～18:00において､1回/時間の頻度で読み込む流れ

場の決定手法が異なる点である｡Random及び FCREの予測モデルのデータセット作成用の

解析では､流れ場の切り替えをランダムに行う｡Baselineはシステム経由で外気導入を行う｡

強化学習では強化学習が選択した atの値に応じて 2種の流れ場を切り替える｡尚､共通事項

として 18:00～翌 9:00の間は外気導入を行わないものとしている｡ 

Table 6.1に示した状態値として、代表点の表面温度及びその表面から 50mm離れた位置

の相対湿度があるが､具体的な取得位置は Figure 6.8 青（ピット底面）、橙色（ピット側面）

で示した計 8点である。解析時には環境側の不規則性を持たせるために､外気温度･外気絶

対湿度の最大値の±1.0 % (±0.34 ℃､±0.000204 kg/kg')の範囲で一様乱数を毎ステップ生成し､

外気温度･外気絶対湿度に生成した乱数を加算したものを流入温度及び流入絶対湿度に設

定している｡その他､表面での結露･蒸発やその量は､4.3 と同様の手法にてタイムステップ

毎に各メッシュの結露･蒸発速度を定義し､結露水は空気−コンクリート間に設けた仮想の

レイヤに蓄積することで､非定常的な結露･蒸発現象を再現する｡尚､結露水の拡散や消失は

考慮に入れていない｡ 

 

6.4.2 FCREの予測モデルの構築 

1） FCRE予測モデルの概要 

先述の通り､反事実となる次ステップ（1時間後）の報酬を計算するための流出口温度Te, 

t+1 (TOA(aොt))及び流出入口絶対湿度差Δx(aොt)の予測モデルを構築する｡入力を各状態値 st（Ta-

ble 6.1の State欄を参照）及び反事実の行動aොt､出力を TOA(aොt)及びΔx(aොt)とした回帰モデルを
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構築し､at=0 の際に反事実の TOA(aොt)及びΔx(aොt)を予測し､報酬を計算していくi｡尚､入力の st

について､Table 6.1 の State のうち､現ステップの外気導入量が出力に影響を及ぼすことは

考えにくく､次ステップでの行動 atによる影響が支配的となることから､外気導入量の特徴

量を除いた｡ 

使用する予測アルゴリズムは LightGBM6.12)を採用した｡LightGBM は決定木アルゴリズ

ムをベースとした勾配ブースティング手法の一種である｡まず､勾配ブースティングとは､

複数の回帰モデル（弱学習器）を作成し､最終的に一つの学習器に統合していくアンサン

ブル学習と呼ばれる学習手法の代表的な解法の一つである｡ブースティングでは､弱学習器

ごとに学習を行い､予測誤差を次の弱学習器に伝播させ､その誤差を訓練データとして用い

て誤差を最小化させるように弱学習器をネスティングする｡勾配ブースティング手法は主

に XGBoost6.13)､LightGBM がよく用いられる｡LightGBM の特徴として､ブースティング時

の分岐先の決定手法等が効率化されており､学習時間･精度･利便性の面で極めて優れてい

るため､データサイエンスや機械学習の分野で多く利用されている｡ 

 

2） FCREの予測モデルの計算条件 

学習に用いるデータは環境側で流れ場の選択（風量の変更）をランダムに選択して得ら

れる{st , at, Te, t+1, Δxt+1}を 10年分蓄積したものとした｡データセットの内､at=0のデータは

予測に用いないため､取り除いており､学習に使用したデータサンプル数は 16,239 である｡

Training データ､Test データの割合はそれぞれ 90%､10%として､Training データは K-Fold 

Cross-Validationにより､モデルの学習･検証を 5回繰り返し､Trainingデータ全てで学習した

後に､Test データで再度､モデルの検証を行う｡学習に使用した入力データの一部を Figure 

6.9に散布図行列図として示す｡ 

 
i Multi Discrete Actionにて絶対湿度差の値に応じた r2を定義することを想定して､r2算出時に用いる予測モデルは分類

ではなく､回帰による手法を採用している｡ 
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LightGBMのハイパーパラメータは､ベイズ最適化手法をベースとするハイパーパラメー

タ探索フレームワークの Optuna6.18)を用いて決定した｡ 

 

6.4.3 強化学習の条件設定 

強化学習の条件を Table 6.3に示す。 

 

 
Figure 6.9 Pairplot matrix of the input data at training the Counterfactual Predictor 

Table 6.3 Conditions of reinforcement learning 
Episode (step) Training: 30, Evaluation: 5 (3,649 steps / episode) 
Algorithm DQN6.14) + Double DQN6.15) + DDQN6.16) + PER6.17) 
Discount factor γ 0.99 
Exploration rate ε Linear schedule, ε0=1.0, εN = 0.02 
Learning rate η 0.0005 
Replay memory buffer 50,000 

Q-Network / Batch size 22×64×64×2 / 32 
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強化学習のアルゴリズムは DQN をベースとし､Double DQN･DDQN･PER の手法を組み

込む｡行動が離散的な環境では､NN の中間層を深くせずとも Q 関数を表現できることから、

中間層 64×64の 3層とした。学習は Table 6.4に示した環境で実行した｡ 

 
 

 

6.5 解析結果 
6.5.1 FCREの予測モデルの予測精度 

予測結果として､検証データの正解値及び予測値の散布図を Figure 6.10 に示す｡更に､検

証データ及び Cross-Validationの RMSE及び決定係数を Table 6.4に示す｡ 

 

 
1時間後の流出温度は現時点の外気温度や表面温度などと相関が高いため､予測誤差はほ

とんど生じない｡このため､RMSE や決定係数の値から確認できるように､予測精度は良好

である｡一方､絶対湿度差は特に強い因果関係にある 1時間後の外気絶対湿度の情報がない

中､予測する条件のため予測誤差が大きい｡しかし､報酬で計算する上では､細かい誤差は重

要ではない｡絶対湿度差が正か負かを判定できれば良く､この場合は十分な予測精度を有し

ており､実用上は差し支えない｡本章での報酬 r2は､予測値の正負で決まり､分類タスクとみ

なすことができる｡その場合の Confusion Matrixは下表の通りであり､Accuracy = 73.5%､Re-

call = 67.5%である｡ 

Table 6.4 Execution environments 
PC Intel® CoreTM i7-4790K, RAM 8GB 
Environment CFD: Cradle STREAM v. 14.1 
Agent Stable Baselines 2.10.16.19) (Python 3.7) 

 
Figure 6.10 Prediction results. 

Left: Outlet temperature, Right: Absolute humidity difference 

Table 6.5 Prediction accuracy 
 RMSE R2 
Outlet temperature [°C] 0.39 (0.40) 0.996 (0.996) 
Absolute humidity difference [kg/kg'] 9.8×10-6 (10.2×10-6) 0.745 (0.675) 

Parentheses indicates mean cross-validation score
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強化学習のエージェントの学習は､正確に予測できていたデータに傾くと考えられ､概ね

適切に予測できていたことから､予測ミスによる学習への影響は限定的であると推察する｡

以上のことから､FCREでは本予測モデルを採用する｡ 

 

6.5.2 強化学習の進捗 

重み調整後の報酬総和 R1､R2及びその和である Rを Figure 6.11に示す｡R1は Eq. 6.1に重

み w1を乗じた各エピソードの報酬総和､R2は Eq. 6.5に重み w2を乗じたものである｡4エピ

ソード目までに最終の報酬総和と同等となっていることから､早い段階から､大まかな方策

を獲得していることがわかる｡R1, R2を確認すると､R1よりも R2の報酬総和が低い傾向にあ

り､R1を優先的に獲得するような学習結果であることが確認できた｡ 

 
Figure 6.12に強化学習が選択した行動のヒートマップを示す｡1～3エピソード目では､ε-

greedy 法によるランダムな行動選択が生じやすいことに加え､学習初期のため､方策が固ま

っていていないことから､行動の選択に規則性は確認できない｡しかし､Figure 6.11 に示し

た通り､4 エピソード目以降に R1及び R2の報酬が安定した結果と照らし合わせると､この

エピソード以降､R2の報酬を高めるように夏期の外気導入を行わないような方策を獲得し

ていることが確認できる｡一方､冬期は結露の可能性が低いため､R1を高めるためにほとん

どの時間帯で外気を導入するように判断している｡その後は､エピソードが進行しても大勢

に変化は無く､学習初期で獲得した方策と同様の行動を選択し､学習を進めていた｡ 

Table 6.6 Confusion matrix of the Counterfactual Predictor 

 
Predicted Class 

Positive Negative 

True Class 
Positive 518 249 
Negative 182 675 

Positive indicates Δx is negative value.

 
Figure 6.11 Total reward each episode 
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6.5.3 Random及び Baselineとの比較i 

Figure 6.13 に Random､Baseline､強化学習による制御時の外調機処理熱量を示す｡年間外

調機処理熱量は Random､Baseline､強化学習でそれぞれ 113.6GJ､105.5GJ､108.6GJであった｡

年間では Baselineが最も省エネという結果であった｡しかし､Figure 6.12で確認できるよう

に強化学習では冬期の外気導入を積極的に行っていたため､Baseline とほぼ差はない｡

Baseline と強化学習の処理熱量で差が生じるのは 7～8 月の夏期であった｡この時期は表面

温度が低い上､外気の湿度が高く結露しやすい条件であるため､Figure 6.12 示した通り､高

湿な外気をシステムに導入しないような行動を選択することから､省エネ効果が低減する

結果となっている｡ 

 
Figure 6.14 に制御別の結露面積割合を示す｡結露面積割合とは､システムの表面積に対し

て､各時刻で表面に結露水が存在する面積の割合である｡尚､グラフが煩雑となるため､7 日

ごとの最大値をプロットしている｡Random では､7 月初旬にシステム内のほぼすべてで結

露が生じるような時間帯（最大で 96.1%）があるなど､システム内部が高湿度環境に暴露

されることから､真菌等の増殖による導入外気の空気質汚染が懸念される｡また､Baselineも

 
i Table 6.2 の CFD の計算条件で述べた通り､地下ピット表面の結露水の蒸発･凝縮潜熱や表面の仮想レイヤの結露水の
排水等は計算で再現していないため､結露の過大評価につながっている恐れがある｡このため､Figure 6.13 及び Figure 
6.14の比較結果は絶対的な値での比較ではなく､相対的に判断されるべきである｡ 

Figure 6.12 Action heatmap. Colored indicates at=1 

 
Figure 6.13 Monthly accumulated heat load of FAHU 
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同様に 6月中旬から 7月中旬にかけて大部分で結露が生じることがあり（最大で 72.6%）､

空気質汚染が懸念される｡一方で､強化学習により制御を行うことで､大幅に結露が抑制で

きており､結露面積割合は最大で 27.3%であった｡この結果から､強化学習による制御を適

用することで空気質汚染リスクは大きく低減できるものと推察される｡ 

 
Figure 6.15 は Figure 6.8 に示した代表点において、結露水が存在した時間の合計（各ケ

ース､5回の評価分）を示したものである。 

 
流路前半では、Baseline と RL の差はほとんどない。一方で結露の抑制という観点から

は、流路後半において RLが有効であることが確認できた。報酬 r2は、一定量の結露の発

生の有無に応じて決まる｡流路前半部のように夏期の表面温度が比較的高い部位では結露

は発生するものの､その量はごく僅かで報酬 r2に寄与するほどではないものと推察される｡

一方で流路後半は表面温度が低く､一度に大量の結露が発生する傾向にある｡このため､RL

では流路後半の結露を改善する方向に学習していたものと考えられる｡ 

 
Figure 6.14 Condensation area ratio 

 
Figure 6.15 Annual condensation time at each representative point 
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6.5.4 外気導入の判断 

Figure 6.16･Figure 6.17･Figure 6.18に夏期の各時刻の露点温度と代表点の表面温度（最小）

及び選択した行動の関係をそれぞれ示す｡ 

 

 

 

まず､Figure 6.16に示したとおり､Randomのケースでは､外気導入の選択が無作為に選択

されるため､表面温度が外気露点温度を下回る条件でも外気導入する場合があることがわ

かる｡このため､結露時間割合や結露面積割合が高い結果につながった｡Baseline の Figure 

6.17は確実に外気導入を行うことから､同図ではOffの行動がない｡Figure 6.14や Figure 6.15

で示した結露状況の結果において､Baselineのほうが結露状況が改善されていた理由として

は､Randomでは外気絶対湿度が低く内部の結露水が蒸発側に遷移する状況でも外気導入が

 
Figure 6.16 Relationship dew point temp. and surface temp. (Random) 

 
Figure 6.17 Relationship dew point temp. and surface temp. (Baseline) 

 
Figure 6.18 Relationship dew point temp. and surface temp. (Reinforcement learning) 
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オフを選択する場合があるため､結露水が除去される機会が少ないためと推察される｡その

観点から､Baseline のように継続的に外気導入を行うほうが良い結果となった｡最後に､

Figure 6.18 に示した強化学習の判断結果では、外気露点温度よりも表面温度が低い状況

（同図の斜め線の下部）では､積極的に外気を導入しないような行動を選択していたため、

結露は抑制できていた｡斜め線の上部で外気導入 On の判断がなく､若干の余幅がある理由

は､同図で示した代表点以外の部位で外気露点温度と表面温度が近しいもしくは表面温度

のほうが低い状況が発生するためと推察される｡また､表面温度が外気露点温度よりも高い

状況では結露が生じる可能性が低いため､積極的な外気導入を実施ていた｡熱的な観点から

の強化学習の判断結果を Figure 6.19に示す｡ 

 

同図は x 軸を外気温度､y軸を代表点の平均表面温度としたものである｡同図の y 軸の平

均表面温度 20～25℃の範囲に着目すると外気導入 Onのデータ群において､Figure 6.18に示

したとおり露点温度が 25℃を超えることがほとんどない（結露が発生しない）ため､省エ

ネを目指して外気導入を行っていたことが伺える｡ 

 

6.5.5 学習済み Agentの行動確率 

実際に Figure 6.20～Figure 6.41にて学習済みの Agentを用いた行動確率の感度解析から､

Agentが省エネを目指す方策や結露を回避する方策を学習できたか考察する｡同図は状態 S

の内､x 軸の状態値を除き､S をそれぞれ 0.0～1.0（正規化済み）とした条件で､xo を 0.0～

1.0 の範囲で動かした場合の行動確率であり､行動確率が 0.5 を超えると Agent は at=1

（8,100m3/h でのシステム経由の外気導入）を選択する｡尚､正規化に用いた最大･最小値は

Table 6.7に示した通りである｡ 

Figure 6.30のように露点温度が高いと結露発生が同図より､結露が生じにくい条件（Sが

大きい＝表面温度等が高い）では xoには依存せず､at=1 を選択することがわかる｡一方で､

結露が生じやすい条件（S が小さい＝表面温度等が低い）では､xoの上昇とともに at=0 を

選択し､内部での結露発生を回避する傾向が見て取れた｡ 

 
Figure 6.19 Relationship OA temp. and surface temp. (Reinforcement learning) 
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Figure 6.20 Action probability (Dew point temperature) 

 
Figure 6.21 Action probability (Fresh air Volume) 

 
Figure 6.22 Action probability (Humidity at P0) 
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Figure 6.23 Action probability (Humidity at P1) 

 
Figure 6.24 Action probability (Humidity at P2) 

 
Figure 6.25 Action probability (Humidity at P3) 
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Figure 6.26 Action probability (Humidity at P4) 

 
Figure 6.27 Action probability (Humidity at P5) 

 
Figure 6.28 Action probability (Humidity at P6) 
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Figure 6.29 Action probability (Humidity at P7) 

 
Figure 6.30 Action probability (Outside air absolute humidity) 

 
Figure 6.31 Action probability (Outside air enthalpy) 
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Figure 6.32 Action probability (Outside air temperature) 

 
Figure 6.33 Action probability (Surface temperature at P0) 

 
Figure 6.34 Action probability (Surface temperature at P1) 
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Figure 6.35 Action probability (Surface temperature at P2) 

 
Figure 6.36 Action probability (Surface temperature at P3) 

 
Figure 6.37 Action probability (Surface temperature at P4) 
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Figure 6.38 Action probability (Surface temperature at P5) 

 
Figure 6.39 Action probability (Surface temperature at P6) 

 
Figure 6.40 Action probability (Surface temperature at P7) 
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6.6 まとめ 
本章では､土壌熱交換システムの運用制御の最適化を目指し､省エネ効果を維持しつつ､

導入外気の空気質汚染リスクを低減することを目的として強化学習による学習環境の構築

並びに学習を実施した｡下記に得られた知見を示す｡ 

1) 筆者が開発した土壌熱交換システムの長期性能予測手法を用いて強化学習の環境を構

築した｡ 

2) 強化学習の報酬の設計にあたっては､実際に行動した結果の評価のみならず､反事実の

行動も予測･評価し､双方を比較することで､強化学習の Agentが選択した行動を相対的

に評価する手法をとった｡結果として少ないエピソードで大まかな方策を獲得すること

ができ､学習の収束性が高いという結果が得られた｡ 

Figure 6.41 Action probability (Solar radiation) 

Table 6.7 Min/Max Values for normalization 
States Min Max States Min Max 

outside_air_temp -10 40 humidity_0 0 100 

outside_air_abs_humidity 0 0.025 humidity_1 0 100 

outside_air_enthalpy 0 100 humidity_2 0 100 

solar_radiation 0 1000 humidity_3 0 100 

dew_point_temperature -20 40 humidity_4 0 100 

rep_surface_temp_0 0 30 humidity_5 0 100 

rep_surface_temp_1 0 30 humidity_6 0 100 

rep_surface_temp_2 0 30 humidity_7 0 100 

rep_surface_temp_3 0 30 fresh_air_volume 0 8100 

rep_surface_temp_4 0 30 outlet_air_temp -10 40 

rep_surface_temp_5 0 30 outlet_air_abs_humidity 0 0.025 

rep_surface_temp_6 0 30    

rep_surface_temp_7 0 30    
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3) 強化学習の制御時とスケジュールに応じて制御を行った場合とを比較すると､外調機処

理熱量は約 1.3%増加したものの､システム内部での結露発生の大幅な抑制が可能であ

ることが示唆された｡ 

4) 強化学習の行動選択では､結露発生の可能性の高い夏期において､システム経由の外気

導入を制限する傾向にあった｡また､冬期は結露が発生しにくい条件であるため､ほとん

どの時間においてシステム経由で外気を導入する判断を下していた｡ 

5) 強化学習を用いた制御により､省エネ性と導入外気の空気質汚染の抑制を両立させた運

用制御が可能であることを確認した｡ 
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第7章 総括 
 

 

7.1 総括 
本論文では､土壌熱交換システムの諸性能の予測を可能とするために､計算負荷を低減し

た非定常 CFD をベースとした長期性能予測手法の開発を行った上で､同手法を評価関数と

した逐次近似最適化による設計変数の最適化及び同手法を環境とした強化学習による運用

制御の最適化を実施した｡第 1章では研究の背景及び目的を示した｡第 2章では研究対象で

ある土壌熱交換システムを扱った既往研究レビューを行った｡第 3章では､本論文での開発

等に関連する CFD､最適化､強化学習についての理論的な背景の解説を行った｡第 4章では､

土壌熱交換システムの長期性能予測手法の開発･検証を目的として､現実的な解析時間で予

冷・予熱効果の熱的な性能予測を行うことのできる計算手法の提案を行い、実在オフィス

の地下ピットを対象に年間性能予測を実施すると共に、従来の手法との比較により提案手

法の有効性を検証した。更に､同性能予測手法を用いた結露評価手法の提案を行い、真菌

の増殖予測モデルと連成させることで､空気質汚染リスクと予冷・予熱効果の両面から外

気導入手法の検討を行った。第 5章では逐次近似最適化によるシステム設計の最適化を主

な目的としており､土壌熱交換システムの設計段階で､設計者側の要求性能に応じて設計変

数を検討できる応答曲面や解の候補の提示による設計資料等の整備を行った｡第 6章では､

強化学習を用いた土壌熱交換システムの最適制御則の構築を目的として､同システムの運

用最適化問題を解くために長期性能予測手法を強化学習の環境として､強化学習による運

用制御の有効性を検証した｡強化学習の報酬の設計に際しては､反事実の行動の結果を報酬

計算に組み込む Factual and Counterfactual Reward Estimationを提案した｡以下に本論文で得

られた知見を示す。 

7.1.1 長期性能予測手法の開発（第 4章） 

1) Ar 数が小さく慣性力が支配的な流れ場においては浮力の影響が小さいことから長

期的に見ても流れ場はほとんど変化しない。このため、非連成解析で使用する流れ

場による精度の依存性は確認できず、従来の完全連成解析と比較して年間取得熱量

の誤差は 1％以下であった。更に、Ar数が大きく、流れ場が浮力の影響を受ける場

合の非連成解析に関しても、僅かに精度が低下するものの、完全連成解析との誤差

は 3％以下であった。 

2) 完全連成解析による年間性能予測の計算時間として数十日を要した。非連成解析を

用いることにより 6時間以内での解析が可能となり、本提案手法は計算コストと解

析精度の双方を両立させた設計段階における年間性能予測手法として十分有用であ

ることを確認した。 
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3) 非連成解析に対して湿度輸送方程式を連成させた場合でも、大幅な解析時間の低減

が可能であり、年単位での結露性状と予冷・予熱効果の把握が可能となった。 

4) 同一の外気導入部・外気導入量でも、外気の取り入れ口を 1つから 2つにすると予

冷・予熱効果が数十％のオーダーで低下した。 

5) 3月や 9月､また冬季の雨天日等でも結露が発生する可能性が示唆され、雨天時には

土壌熱交換システムの利用を制限するなどの対策が有効であると推察された。 

6) 外気の導入経路が複雑であった場合でも、結露が発生する可能性の高い点に表面温

度の計測点を置き、露点温度制御を導入することで結露の発生を抑制できる可能性

を有していた。また、露点温度制御の導入により夏季の予冷効果が 1～3 割程度低

下したが、冬季の予熱効果にはあまり寄与しないことが示唆された。以上よりシス

テム利用時における結露発生と省エネルギーのトレードオフの関係性が示唆された。 

7) 結露時間割合と菌糸長さは対数の関係にあった｡これは､使用した真菌の増殖予測モ

デルで扱われる胞子の発芽､菌糸の成長は共に湿度依存性が強く､結露状態（相対湿

度 100%）が数時間継続しただけで､胞子内の含水率が上昇し発芽と判定したり､成

長速度が 5mm/h になったりと､結露の発生が菌糸長さに多大な影響を与えたためで

あると推察された｡ 

 

7.1.2 逐次近似最適化によるシステム設計の最適化（第 5章） 

1) 設計変数を地下ピットの面風速と一階床面の断熱材厚さとして外気負荷削減率と結

露リスクのメタモデリングを実施した｡外気負荷削減率は線形的な減少の形をとっ

たが､結露リスクは非線形で多峰性に富む形となった｡ 

2) 結露リスクは地下ピットの面風速 x1=0.01m/s､一階床面の断熱材厚さ x2=0.08m の場

合に最大となった｡一方で大域解は x1=1.00m/s､x2=0.09m にあるが､x1=0.25m/s､

x2=0.09m､x1=1.00m/s､x2=0.00mなどに複数の局所解が存在した｡ 

3) 最適解の分布性状として､外気負荷削減率と外気導入量は強いトレードオフの関係

にあり､パレートフロントが明確に現れていた｡ 

4) x2は 0m～0.02m､0.09m に解の候補が存在しており､設計時には外気導入量の候補の

中で上記の設計変数を含む解を外気負荷削減率及び x2と照らし合わせながら選択す

べきと考えられる｡ 

 

7.1.3 強化学習による運用制御手法の開発（第 6章） 

1) 強化学習の報酬の設計にあたっては､実際に行動した結果の評価のみならず､反事実

の行動も予測･評価し､双方を比較することで､強化学習の Agent が選択した行動を

相対的に評価する手法をとった｡結果として少ないエピソードで大まかな方策を獲

得することができ､学習の収束性が高いという結果が得られた｡ 
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2) 強化学習の制御時とスケジュールに応じて制御を行った場合とを比較すると､外調

機処理熱量は約 1.3%増加したものの､システム内部での結露発生の大幅な抑制が可

能であることが示唆された｡ 

3) 強化学習の行動選択では､結露発生の可能性の高い夏期において､システム経由の外

気導入を制限する傾向にあった｡また､冬期は結露が発生しにくい条件であるため､

ほとんどの時間においてシステム経由で外気を導入する判断を下していた｡ 

4) 強化学習を用いた制御により､省エネ性と導入外気の空気質汚染の抑制を両立させ

た運用制御が可能であることを確認した｡ 

 

 

7.2 課題 
第 4 章以降で想定しているシステム性能のうち､省エネルギー効果は厳密に言えば土壌

熱交換システムを導入することによる空調機+外調機の消費エネルギーの削減効果である｡

これは､建物 1階床面からシステムへ熱貫流の影響があり､場合によっては空調分をシステ

ム内で回収することも考えられ､建物全体での熱の流れを考慮する必要があるためである｡

この点に関しては本論文では､｢外調機のみ｣の省エネ効果を見ていたが､本来であれば建物

全体を評価対象として拡張しておく必要がある｡このため､全体での省エネ効果の検討につ

いては CFD+エネルギーシミュレーションツールとの双方向の連成解析によって行うこと

を今後の課題としている｡ 

第 5章にて実施したメタモデリングについては設計変数を 2種､目的関数を 3種と応答曲

面を実運用時に用いる上では考慮する設計変数が不足している｡メタモデリングの第一段

階であったため､考慮する項目を限定したが､考慮する設計変数を増やすことでより普遍的

な設計資料の整備につながるため､今後は設計変数を増加させた上でのメタモデリングも

視野に入れている｡ 

第 6 章において､割引率などのハイパーパラメータや報酬の重み付けなどのパラメータ

スタディを行っておらず､それらの設定によっては､制御性の向上の可能性や制御時の特性

が大きく異なってくると予想される｡このため､パラメータスタディ等を通じて､制御結果

との関係性を明らかにする必要があると考えている｡また､Multi Dscrete Action 環境での検

証も今後の課題として考えている｡その他､実建物への適用に向けた課題として､学習済み

の NN を制御ロジックに直接組み込んだ場合､CFD による環境と現実環境との乖離により

適切に制御が実施できない可能性がある｡この点については､学習済みの NN を用いて現実

世界でリアルタイムに制御しつつ学習を行うオンライン学習､実建物にて従来制御を 1 年

程度行い､データを蓄積した上で､そのデータを用いて学習済みの NN を更新するオフライ

ン学習等､様々な手法が考えられる｡このため､実建物へ適用を踏まえ､学習済みの強化学習

モデルの汎化性能及び適切な再学習の手法についてシミュレーションや実環境をもとに検

証を行う必要があると考える｡ 
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